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はじめに
1 問題の所在と課題
日本では1986年に，「男女雇用機会均等法jと「労働者病室法jが施行され，
女性労働を取り巻く環境が一変した。まず，男女雇用機会均等法の施行により，
それまで事実上，女性労働者はし、わゆる「一般職j として，定型 ・補助業務に
しか就くことができなかったが，男性と同様，いわゆる「総合職j として基幹
的な業務に就く機会が開かれた。また，労働者病室法の施行により，それまで
脱法的に 「請負jの形で、行われてきた派遣労働が，一部の「専門的j業務に限
られたとはし、ぇ溺忍されるなど，女性労働を活用するための労働環境が整備さ
れた。
けれども， 1985年制定の男女雇用機会均等法では，労働者の募集に際して「女
性のみの募集jが認められていたこともあり，結果的に，「総合職は男性，一般
職は女性j としりた性男l朗被務分離は解消されることなく存続する一方で，労働
者約霊法の適用対象業務は拡大の一途をたどるなど，規制緩和が進展した。
その後， 1999年に両法が改正施行され，男女雇用機会均等法については「女
性のみの募集jを禁止することにより法規制が強化された一方でp 労働者7J遣
法については適用対象業務がネガティブリスト化されたことにより，規制緩和
が一層進展した。つまり，同法の改正施行により，女性労働者の「雇用形態を
も含む職業選択の『自白血が制度的に図られたのである。
その結果，労働市場における女性労働の位置づけにどのような変化がもたら
されたのであろうれ女性労働の変化をとらえるには，質的 ・配句変化の両側
面をみる必要があるが，本稿では， 1980年代半ば以降，女性雇用者の量的拡大
をもたらした非正規雇用のなかでも，とりわけ近年急よ曽している派遣労働者に
焦点を当て，その質的変化を検討する。
1 
1985年に制定された労働者U雨量法は，現在に至るまで数次にわたって規制緩
和が図られてきた。それにより，法律制定時に掲げられていた「高賃金市場・
専門職のみを対象J（高梨， 1996: 723頁）とするとしづ前提は次第に後退し，
現在ではいわゆる一般事務や物の製造としりた低賃金・非専門職への労働者の
派遣も可能となっている。
これら法改正にともない，労働市場におけるU議労働の位置づけは，労働者
派遣法制定時と現在とではどの程度変化したのであろうれ材高は，労働の需
要サイド（iJ雨量先企業， U雨量会社），供給サイド（派遣労働者）双方のケースス
タディ（事例分析）を踏まえたうえで，労働市場におけるU雨量労働の位置づけ
について，労働市場理論に立ち戻って検討する。そのための課題として，第 1
に，日本におけるU雨量労働の現状を概観したうえでj二重労働市場論／労働市
場分断論」としりた労働市場理論を用いて，日本の労働市場における派遣労働，
なかでも労働者派遣法制定以降，労働者U雨量事業の拡大を支えてきた，事務系
業務に従事する女性労働者を中心とする登録型U雨量労働の位置づけを仮説とし
て提示する。そして，第2に，派遣労働の需給面で、の当事者で、ある，派遣労働
者とU積会社（iJ雨量先企業）双方に対するアンケート調査とインタビ、ュー から，
U積労働の実態を明らカヰこすることにより，科高で提示した仮説の妥当性を検
証する。そのうえで，第3に，登録型派遣労働の導入・拡大の推進力となった
フレキシビリティとジェンダーの問題を明らかにし，登録型派遣労働が存続す
る場合重要となる「キャリア形成」の問題を中心にこれからの登録型派遣労
働のあり方や展望を示す。
2 本論文の構成
本論文は7つの章から構成される。そのうち，序章に相当するものが「はじ
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めにjであり，ここでは，問題の所在と本論文の課題，そして本論文の構成に
ついて述べる。
第1の課題にたいして，本稿での分析に先立ち，病室労働の現状を明らかに
し労働市場理論を踏まえたうえで＼労働市場における病室労働の位置づ、けに
かんする仮説の提示は，第1章「労働者U遣事業の実態と労働市場における派
遣労働の位置づけjにて行う。まず，政府統計や既存調査を用いて，労働者派
遣法施行から現在までの労働者U噂事業の実態を病室労働者，病室会社，病室
先企業の3つの面から明らかにする。そのうえで，「二重労働市場論／労働市場
分断論jとしりた労働市場理論にかんする先行研究をサーベイすることにより，
日本の労働市場における派遣労働，なかでも登録型病室労働の位置づけを明示
的に組み込んだ労働市場モデルを，総宣労働分析のための仮説モデルとして提
示する。
つぎに，第2の課題である，腕章労働の実態を明らかにするため，先行研究
を援用しつつ，筆者によるアンケート調査とインタビューから，労働需要サイ
ドである病室会社（病室元企業）日遣先企業（資本系病室会社の親会的の
分析と，労働供給サイドである病室労働者の分析を行う。具体的には，第2章
f先行研究と問題の所在jでは，労働需要サイドとして腕章会社， U荷重先企業
の各視保からの先行研究を，労働供給サイドとして女性労働と腕章労働者の視
点からの先行研究をそれぞれ整理し，そこでは十分に解明されていない諸問題
について指摘する。第3章「需要サイドの分析：U雨量会社の事業展開jでは，
労働需要サイドの分析として，病室会社の事業展開にかんするインタビュー事
例（2007～2009年実廠）から，派遣会社における派遣労働の位置づけを明らカ
にする。インタビューの対象は，事務系職種の派遣を中心に，労働者総宣法施
行の頃より寸交労働者総宣事業を展開してきたD積会社7社である。つづく第
3 
4章「供給サイドの分析：女性U雨量労働者のキャリア・パス」では，筆者が共
同で実施したアンケート調査（2003年実施），および筆者が独自に千子ったイン
タビュー調査（2006年実施）を用いて，女性労働者にとっての派遣労働の位置
づけを明らかにする。そこでは，登録型派遣労働を女性のキャリアのひとつの
類型ととらえ，未婚から既婚へと連なるライフ・コースを「キャリア・パスj
の観長から検討する。具体的には，登録型U遣労働者として事務系勝重に従事
する女性労働者の女敵因状況，子ども有無，雇用形態の違いを考慮したうえで，
彼女たちが派遣労働者に至るまで、の多様なキャリア・パスをとらえ これを入
職理由と関連づけて分析する。
最後に，第3の課題であるフレキシビリティとジェンダーのそ見長からみた派
遣労働の問題と，キャリア形成の視点からみたこれからの派遣労働の展望につ
いては，第5章「労働市勝漸論を通じての考察Jにて検討を行う。ここでは，
労働の需要サイド （i櫨先企業， U雨量会社），供給サイド（iJ雨量労働者）双方の
ケーススタディの分析結果を，既存の労働市勝士断論にもとづし、て検討し， 日
本型労働市場におけるU雨量労働の位置づけを整理し，科高が提示した仮説の妥
当性を実証する。そのうえで，フレキシピリティの視点から労働需要サイドの
課題を，ジェンダーの視郎通ら労働供給サイドの課題をそれぞれ明らカ記する。
くわえて，登録型U雨量労働が存続する場合， U礎労働者・労働者U雨量事業の将
来を考えるうえで重要となるキャリア形成の視長から，登録型派遣労働のこれ
からのあり方と展望を示す。
そして，最後の「おわりにJ，では，本論文の結論と残された課題について指
摘する。
4 
第1章労働者派遣事業の実態と労働市場における派遣労働の位置づけ
1 労働者派遣事業の実態
1. 1 事業の拡大
現在の形で行われている派遣労働の歴史は，労働者病室法（労働者病室事業
の適正な運営の確保及び病室労働者の就業条件の整備等に関する法律）が施行
された 1986年に始まるl。同法では，病室労働者のタイプとして，病室元事業
所に常用雇用される「常用雇用型j と，病室元事業所に登録した上で，仕事の
ある時に就労する「登録型jの2つが認められている。また，同法は労働者派
遣を業とする労働者腕章事業として，次の2つのタイプを認めている。1つは
「常用雇用型病室労働者jのみからなる「特定労働者腕章事業jであり，もう
1つは「常用雇用型病室労働者」と「登録型派遣労働者jの両者を含みうる「一
般労働者腕章事業Jである。
まず，労働省および厚生労働省「労働者派遣事業 ・事業報告」（1986～2007
年）を用いて事業所数の推移をみれば，特定労働者病室事業と一般労働者病室
事業は両方とも増加傾向にある。特定労働者病室事業は1986年の3266所から
2007年の3万0054所，一般労働者病室事業は1986年の615所から2007年の2
万 0095所となっている。また， U荷重先件数をみれば，特定労働者病室事業は
1戦後，病室労働は，労働者開会事業を原則として禁止した職業安定法第 44条に抵触するとの
観保から．法的に認められてこなかった。けれども，実際には，戦前から高度成長期にかけて，
製造業の現場におし、て社外エキコ臨時工により作業請負・労務下請とし、う形で病室労働が事業展
関されていた（法政大学大原社会問題研究所編， 1984: 45頁）。その後F 労働者宮市宣法制定の
動きがスタートする 1970年代後半までに病室労働は業務処法執事業として展開され，ピノレ
メンテナンス業情報処理業，そして事務処理業などが相次いで登場したe このような現放の
下， 19'78年に提出された行政管却すの f民営職難忍介事業等の指導監督に関する行政監察結果
に基づく勧告jでは，業務処麗青負市場が現行の職安法に違反している点を指摘しつつも．こ
れを線制するのではなく，むしろ積極的に活用する必要があるとの基本方針を示した。これを
端緒に労働者説種法制定の動きがスタートした。各アクター内の意見も一致せず，途中中断を
侠んだが f労働者病室事業問題の立法的献里jが発表され，法制定に至った。（詳しくは高梨
ー007: 31-35頁を参照。）
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1986年の1万4072件から2007年には7万7571件，一般労働者U鑓事業は，
1986年の2万8630件から2007年には119万2252件へと増えている。そして，
売上高については，特定労働者U鑓事業は1986年の1316億円から2007年には
1兆4432億円，一般労働者U雨量事業は1986年の652億円から2007年には5兆
0220億円へと急増している（図1）。
このように，労働者派遣事業は，一事業所あたりのU雨量先件数・売上高の大
きな一般労働者U雨量事業が1999年頃から増加してきたことを受けて，事業全体
が拡大基調にある20
図1労働者万雨量事業の売上高の推移
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（出典）厚生労働省「労働者訪雨量事業・事業報告」（1986～2007年）から作成
2なお， D雨量労働者数についても一般労働者U雨量事業を中心に 1999年頃から急措している。こ
の背景には，労働需要側の要因として 1999年に大中敵正された労働者説鑓法により対象業務
が原則自由化（ネガティブリストイりされ，企業にとって訪槌労働が活用しやすくなったこと，
長引く不況により景気に対する不透明感や不確実性の高まる中で，企業が経営環境の変化に迅
速に対応すべく人材をより柔軟に活用することにより，人件費削減にもつながるため， U雨量労
働者の雇用を増やしていることが挙げられる。一方，労働供給側の要因として，労働者自身の
意識の変化や， B雨量労働がパートタイム労働と正規労働との中間形態として，いわば「新しい
働き方jとして定着したことが考えられる。
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1. 2 派遣先企業の実態
次に病室労働を活用している病室先企業の実態を確認する。
厚生労働省大臣官房統計情報部編（2006）を用いて病室労働者の就業の有無
別事業所の構成比と産業・事業所規模の主な形態をみれば，総重労働者が就業
している事業所は 31.5%であり，産業別には金融・保険業（63.8o/o），情報通
信業（50.3°/o），不動産業（48.6%）が多くなっている。一方，鉱業（1.8o/oに
複合サービス事業（16.1°/oに医療・福祉（17.4°/o）が少なくなっており，産業
問で活用比率に差がある。また，事業所規榔リには， .500人以上（79.1 %に 100
～499人（4.4 o/o), 30～99人（27.8%）の順となっており，事業所規模が大き
いほど病室労働を活用している（表1）。
では，耐震労働者を活用する理由はどのようなものであろうれ向調査を用
いて術賞労働者を就業させる主な理由別事業所の構成比（複数回答，主なもの
3つまで）をみれば，「欠員補充等必要な人員を迅速に確保できるためJ(74. 0%)' 
「一時的・季節的な業務量の変動に対処するためJ(50. 1 %），「専門性を活かし
た人材を活用するためJ(27. 6%）が夕、。また，労働政策研究・研修樹禽（2006)
所収の厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査J(2003年）によ
れば，「即戦力ー能力のある人材を確保するためJ(39. 6%）が最も多く，「賃金
以外の労務コストの節約のためJ(26. 6%），「景気変動に応じて雇用量を調節す
るためJ(26. 4 o/o) , r賃金の節約のためj (26. 2o/o) , r専門的業務に対応するた
めJ(25. 9~1~） がそれに続く c さらに，東京都労働相談情報センター編（2007)
においては，「業務量の変動大J(46. 4%）と「従業員数の抑制J(44. 0%）が多
くなっており， f欠員の一時補充J(36. 6°b），「賃金コスト減J(32. 5%）がそれ
に続、。
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表1事業所規ネ莫別にみた派遣労働者を活用する事業所の割合
事業所規模 500人以上 100～499人 30～99人
割合（%） 79. 1 44.4 27.8 
（出典）厚生労働省大臣官房統計情報部編（2006）間雨量労働者実態調査報告』。
他方，労働政策研究・研修樹薄（2007）によれば，基幹事業においてU雨量労
働者は「予期しない雇用量の変動や短期的な必要に応じるという点で不可欠な
栴生」と指摘する企業が50.5%を占め，パート・アノレバイトと同様に，数量的
調整のための雇用形態とする傾向が強い。ただし「正社員の代替も可能な桐生J
であると答える企業も 31.3%柄生することから，派遣労働の位置づけは，派遣
先企業によって大きく異なると推測される（表2）。
したがって U雨量先企業の人事戦略におけるU雨量労働者の位置づけについて
は，事例研究を積み上げてゆき全体像を把握する必要がある。
表2 派遣労働者の基幹事業における位置づけ
位置づけ 割合（%）
人件費削減のために不可欠 26. 7 
一定以上の投能や知識を有している点で不可欠 23.8 
正社員の仕事も代替可能な存在 31.3 
予期しない雇用量の変動や短期的な必要に応じるという点で不可欠な存在 50.5 
該当者がいない 21.0 
（出典）労働政策研究・研働繍禽（2007)237頁，図表4-7。
1. 3 派遣会社の実態
つづいて，派遣会社の実態について確認する。まず，東京都労働相談情報セ
ンター編（2007）を用いて資本の出資関係をみれば，他の企業が資本を出資し
ていなし、「独立企業Jが48.7%と最も多く， 「特定の1企業が100%出資jの
事業所が35.0%, 「特定の1企業が50%以上100%未満の資本を出資Jしてい
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る事業所が8.6%, 「複数の企業が50°/o未満の資本の出資jをしている事業所
が5.7%となっている（図2）。そして，主な病室先企業の性格は，前の設問と
対応して「独立企業jが「独立企業であるため出資企業等はなしリと回答し
48. 7°/oと最も多く，その他は， 「病室先の過半数が出資企業及びその関連会社j
(15. 2°/o）と， 「病室先の過半数が出資企業j (8. 7%）を合わせて 23.9%を
占めているものの， 「派遣先の過半数が出資企業と関連のない企業jも15.0%
前主している（図3）。
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図3 主な派遣先企業の性格
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さらに，高橋（2007）で郎、られてしも東京大学社会科学研究所人材ビジネ
ス研究寄付研究部門「登録型人材羽越企業の経営戦略と人材マネジメントに関
するアンケート調査Jによれば，派遣会社のうち資本系U議会ぜは 53.7%, 
独立系U雨量会社は42.1%であり，各カテゴリーの派遣会社の売上高を比較すれ
ば，「10億円以上Jの割合は資本系U雨量会社（46.2%）の方が高くなっている。
また，その最大の取り扱し噺重をみれば，資本系U雨量会社（76.9%）の方が事
務系職種に特化している（表3）。
他方，矢里子経済研究所（2005）によれば， U雨量会社の2004年度の売上につい
ては， 900億円以上の上位ランクは独立系（外資系を含む） v雨量会社5社が独
占しており，資本系U雨量会社は上位でも400億円に届かず，売上において大き
な開きがある。つまり，資本系派遣会社の多くは中堅の派遣会社として位置づ
けられる。
以上より，独立系U雨量会社は，①大規模なそれが売上の上位5社を占めるも
のの，②10億円以上の訪雨量会社の割合で、みれば，資本系U雨量会社よりも低くな
っている。一方，資本系U雨量会社の新教として，①売上が100億円を越すよう
な大手のU雨量会社に限ってみた場合，売上規模は独立系U雨量会社には及ばない
位置にあり，②事務系1翻霊に特化していることが挙げられる。また，③資本関
係については「特定の 1企業が 100%出資Jしているものが 1番多くなってい
る反面，そのU雨量先については，出資企業およびその関連会社に必、ずしもとら
われていなし点も指摘で、きる。
3製造業や金融業など人材ビジネス以外の事業を本業とする親会j土を持つ企業を「資本系派遣ム
社J，親封土を持たない独立した企業で、あるか， あるし、は，人材ビジネスを本業とする親会社
を持つ企業を「独立系U槌会社Jと定義している。
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表3派遣会社類型別にみた売上高と最大取扱聯重（%）
売上高
10億円未満 10億円以上 無回答 N （企業数）
独立系 56.9 37.3 5.9 51 
資本系 52. 3 46.2 1. 5 65 
最大取扱職種
事務系 その他 無回答 N （企業数）
独立系 58.8 41.2 0.0 51 
資本系 76 . 9 21.5 1. 5 65 
（出典）高橋（2007)70頁，図表2-1-1。
1. 4 一般労働者派遣事業で派遣される派遣労働者の属性
最後に， 一般労働者病室事業で、U雨量される派遣労働者の属性iこっし、て確認す
る。
日本労働研究機構（2003）によれば 常用雇用型派遣労働者のうち男性は
63.8%であるのに対して，登録型派遣労働者のうち女性は72.3%となっている。
また，厚生労働省大臣官房統計情報部編（2006）によれば派遣労働者の男性
のうち62.3%が常用雇用型であり，病室労働者の女性のうち75.8%が登録型と
なっている40 したがって，登録型派遣労働は女性が多し可動き方といえる。
つぎに，彼女（彼）らが従事する業務について，厚生労働省「労働者訪越事
業・事業報告J(1986～2007年）を用いて確認すれば，一般労働者病室事業に
おける主要業務忠則雨量労働者比率（男女計）は，労働者U雨量法が施行された1986
年の時点で財務処理（27.7~，~）に次いで、多かった事務用機器操作（26. 1 %）は，
1990年代半ばまでの10年間で構成割合はほぼ倍増し， 2007年には全体の半数
強を占めている。その一方で， .1986年時点で最も多かった財務処理と 3番目に
多かったファイリング（18.0%）ほ，その構成割合を減らしている（図4）。ま
ただし， 2003年の同法改正（2004年施行）により製造業への病室が解禁されたことから，現
在は若年男性の登録型派遣労働者も噌加している。
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た厚生労働省大臣官房統計情報部編（2006）によれば， 2005年時点における
女性U雨量労働者が従事する業務（複数回答）は， 「一般事務J(49. 2%)' 「事務
用機器操作J(37. 0%），「ファイリングJ(34. 0%）の3つに集中している。な
お，労働者U雨量法施行令第4条では政令で定める 26業務が設定されており（表
4），それらの業務にかんしてのみ「労働者U雨量事業・事業報告Jにおいて集計
されている。
以上より，登録型U雨量労働は，事務系業務に従事する女性がメインストリー
ムであることが確認できる。病室労働には，常用雇用型と登録型の区分の他，
間 IJによっても従事する業務に也、が見られる。したがって，利高では，派遣
労働者のなかで、も拡大の中心を担ってきた，事務系業務に従事する女性の「登
録型U雨量労働者Jに限定して検討する。
図4 一般労働者派遣事業における主要業務別派遣労働者比率｛男女計）
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（出典）厚生労働省 「労働者方稽事業・事業報告J(1986～2007年）から作成
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表4政令で定める26業務
適用対象業務名 内容
l号 ソフトウェア開発業務 情報処理システムの設計・除手、プログラムの部十.f械 ・保守
電気・電子機器、加工樹氏斡佐用機l氏各種プラントやこれら帽諸・
2 ~去 機協設計業務 百識の設計・製図
3号 政組幾詑等織作業務 照明 ・ 映像 ・ 音声の市tJ1~総号、 E械蛾器及ひ述tl繊号炉'.)f操作
4号 放送番組等j貸出業務
ティレクター ・アシスタントディレクター・ライテイングデ’ィレクター ・
オーディオ7ィレクク一等の行う演出
5号 1隊問機器操作業務
電子計算機タイプライタ一、ワードプロセッサ、テレソクスなど操憎こ
習熟を要する •Jrf延期機称。ti作
6号 通訳・翻駅・速記業務 通訳・鼠訳.l車£
7号 秘占禁務
取締役またはこれjこ準ずる者の秘書として行う文轄の（知覚、受J発信管理、
スケジュー ノレ長の（怜民事
総合的カつ系紙到な分額基準に従って行う文書、磁気テープ等の盤樹呆管
8号 ファイリンク業務 （高度の司王P喰うな婦a伎術または経験を必要とするものlこp艮る）または
その分顛基動〉附覧
9号 市場源氏業務 市場調査σX凶函 ・ 実施、またはその払~盤理 ・ 分析
10号 財務処濯業務
仕訳、勘定科目別台帳等の会計綬簿の憎え貨倣開夜、損鼠十算書駒コ
決算書類の作成、その他財務の処理
1号 取引文相怖丸業務
対外取引 ・国内取引に際しての商品またはサービスの受発注契制嘗駒〉取
引に関する文沓め憎戎
電子計算胤ワードブロセ yサ、自動取執っ機減U苅封筒~作/j法等に附す
12号 デモンストレーション業務
る紹介・説明・第点
添乗業浮足
添乗員の行う庁細管理業務やそJuこ』何当する業務、空港・筑蹴Rまたは港
13号 湾旅客ターミナJl-毎における必岳サービス
11 号 建潮対i守婦業務 建築物の内部・外部の情婦、宿泊脳交の客室整備
15号 強犠設備繊忘・点検・整｛！際業務 電気・ガス ・糊長房等の池築設備の週抵・点検・整備
l6号 受付・2長柄 ・駐車場管理等業務 建綱初または樽覧会場の入口等における綿方都ワ受付・鶏句、注築防渇主
車場の管理、協話交換機・館内総滋端等の検作・点検・整備
17号 研婚期発婚話 科学tこ関する研究新製品そ棋院』の新たな製造方誌の開発
18号 事業の実施｛棉4の合倒・立案虫色務 企業等がその事業を実施するために必要な｛締f｝やその運営がおり整備に
関する識査・令画・立案
19号 者籍等の製作・編集業務 書誌・雑誌等の制憎こおける編集
20号 広告デザイン業務 商品やその包装のデザイン、商品d潟修正商品ヰ企業等の広告のデザイン
の考案・設計・表現
21号 インテリアコーディネータ業務 連築物内の照明器具、家具等のデザインキ呪置に関する相談・考案・若槻
22号 アナウンリ 業務 放送番組等におけるニュース等の原協の朗誌実f肘雑・インタピュ一線道番組の司会 .i盤託子
煉f弘習熟を要する軒籾欄紡操｛防法、情樹色理シ，ステムやノログlラ
23号 OAインストラクション勢訴棄 ムの使用方法の教授・指導
電話等を利用して行う商品等についての説明・相談、郷句の申込み受付・24号 テレマーケティング業務
締結やその恒蔵
顧客の要求iヰじて欝十（構造を変更する続十を含む）を行う樹齢若し
〈！刻i是！威等により情戒される設備、若しくはプ旦ログラム又は顧創こ対して
専門的知蹴fこ基づく助言を行うことがE要である金融商品にかかる当該
25号 セールスエンジニア業跨 顧客に対して行う説明若しくは同談または売買難句（これに類する締りで
問項に規定する金融商品ぴ瀬知事こ係るものを含払以下この引こおいて
岡山）につしての申込み、申込みI)_受付、若しく憎輔、売買郷ちの申
込~拘結6港儲の察手主
26号 総き番組鞍D大道具・小道具業務 i放送番組等て慣用される大道具・1j道具d若髄・制作・設置・直近置・操作・
搬入・揮出
（出典）労働制碕法施行令第
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2 労働市場における派遣労働の位置づけに関する理論と日本の派遣労働
では，経済学の理論からU謎労働を見た場合，どのような考察が可能であろ
うれ本稿では， U雨量労働を労働市場に位置づけるのに有効な理論である，「労
働市勢漸論（二重労働市場論）Jと「フレキシピリティ論Jを取り上げ，二つ
の理論の概要を紹介したうえで，女性労働者を考慮した，現在の日本の労働市
場に即した労働市勝士断モデ、ノレを仮説として提示する。
2. 1・ 労働市場分断論／二重労働市場論とフレキシビリティ論
「労働市場の分断jは，アメリカの制度学派による「内部労働市場を前生さ
せる制度的構造Jの指摘をきっかけに， 1950年代以降，経済学の研究対象とし
てとりあげられるようになった。代表的な研究である Kerr(1954）によれば，
産業別労働組合に系邸哉化された（大企業の）職場（内部労働市場）は，そこへ
の入口（選抜と排除），中での移動（内部昇進入出口（解雇）がノレールlこよっ
て制度化されており，「外部のJ労働市場から切り離された「内部労働市場Jが
出現したとされる。
その後， 1950年代の制度派労働経済学に， 1960年代の新古典派労働経済学の
議論（Becker,1964の「人的資本理論Jなめを取り入れ，新たな内部労働市
場論を提示したのがDoeringerand Piore (1971）である5。
DoeringerとPioreの内部労働市場理論によれば，労働市場における労働の
価格付けと配分が管理規則や手続きによって統制される「内部労働市場Jが事
業所ごとに前生し，それらの決定が企穀ト部の経済変数によって直接的に制御
される，新古劇的な「外部労働市場j と区別されている。そして，企業特殊
的熟練（技能）が相生することにより，使用者は内部労働者の教育訓練に投資
5オミキナ（2005)74頁を参照。
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し，その便宜を享受する。その結果，内部労働者の雇用が安定化し，離職が減
ることにより，内部労働市場の形成が促進される。この内部労働市場への入職
口は，狭いが昇進職務階梯があり，先任権に従って労働者はその階梯を昇るこ
とができる。そして，その職務に就くことができた少数の労働者は，高賃金，
良好な就労環境，雇用の安定性，昇進機会，公平性，そして就業規則の執行に
おける適正な手続きなどを享受できる。このような特性を持つ耳繭支は「第一次
部門Jを形成し，それとは対照的な特性を持つ勝第は「第二次部門jをなすこ
とがDoeringerand Piore (1971）において提示された60
こうして，内部労働市場を全経済構造と全体労働市場の構造のなかに位置づ
けて， 二重労働市場論が組み立てられたことにより（美崎， 1979: 72頁），労
働市場を「第1次部門j(primary sector) I「第2次部門J(secondary sector) 
と「内部労働市場j(internal labor market) I「外部労働市場j(external labor 
market）の両方の軸の分断を組合せて分析することが可能になった70
そして，これらをマトリックスとして提示したのがMok(1975）である80 そ
れを図示したものが，以下の図5である。「第1次部門JI「第2次部門jを縦
6二重矧動市場については論者によって定義は異なるが，寸舶に二重労働市場は以下のように
定義できる（lρveridgeand ~tok. 1979 : p.5）。第 iに，程度の菱はあれ，高賃金の部門と低
賃金の部門にはっきり分かれる。第2に，各部門間の千錦知立制限されている。第3に，高賃金
の職務は昇進の梯子が架けられてしもが，低賃金の騎知こは垂直方向への移動（昇進）の機会
はほとんど提供されないη 第4に，高賃金の職務は比側j安定しているが，低賃金の聯奈は不
安定である。
7複数の分断を組み込んだ理論も見られる。ただし分断の数，分断の指標F 分断されたグノレー
プ問の相互作用についてはさまぎまである。例えば，第1次部門を2つに州新した場合におい
ても，分t析の指標は異なる。 Piore(1980）は，労働者に求められる熟練の水準・質によって，
i次部門を上位層と下位層に分断されるとするのに対して，アメリカ・ラディカノレ係のEdwards
(1979）は，労働者の裁量権や独立性を許すか否かとしづ職務の性絡によってs l次市場は独
立的l（~市場と従属的 1 次市場に区分されると指摘する。
R この他．仙沼l~ds (1979）による f社会的蓄積機造（SSA)J (social structUl・es o.f accUJJl.llation) 
による分断的労働市場モデルと， Sengenbe1・ge1・ (1977）による「三部分モデ川が提示されて
いるの前者は，第1次外部労働市場を除く 3象限を，後者は第2次内部労働市場を除く 3象限
を対象にしている。
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軸に，「内部労働市場」／「外部労働市場Jを横軸にした4象限モデルを提示し，
労働需要側・供給側に分けて検討している。 4象限は，「第l次内部労働市場J
(PI），「第1次外部労働市場J(PE），「第2次内部労働市場J(SI），「第2次外
部労働市場J(SE）からなり，各象限聞の障壁は強固なものであるが象限内の
分断・障壁はむしろ透過性があるとしづ新教をもっ（Loveridgeand Mok, 1979 : 
p. 123）。
図5Mokモデル
く需要側＞
p 
PI PE 
I 
SI SE 
s 
官僚制的基準
属機と技能，管理，報酬
職務
第1次部門的
E 
相対的に高賃金，良好な福未｜厚生
良好な労働条件，高水準の雇用側章
自律性・自由裁量・責任の高さ
第2次部門（S)
相対的に低賃金，撤l厚生がない，
雇用側章がない，
自律性・自由裁量・責任の低さ
内部労働市場（I)
特粥句な職務と技能， oπ，昇進機会
外部労働市場 (E)
一般的な職務と技能
一般的な教育
昇進機会がない
く。場合側＞
p 
I &II 
I E 
I＆皿 l&ill 
s 
在会的な分類
階級，地位，権力
盤整
I 性質・帰属
性差，年齢，民族，国籍，宗教，住居，
社会的・文化的背景
I 獲得したもの
教育による資格，経験，
職業のアイデンティティ，組合資格
E 制度的なもの
職業司暁続庁，キャリアガイダンス，
職数百介所
（出典） ［ρveridge and Mok (1979) p. 128, Figure 7. 
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まず，第1次部門（P）の耳街知丈高賃金かつ良好な労働条件，高水準の福利
厚生と雇用保障，自律性・自由裁量 ・責任の程度が高いという桁教をもっ。一
方，第2次部門（S）の職務は，低賃金かつ劣悪な労働条件，低水準の福利厚生
と雇用保障，自律性 ・自由裁量 ・責任の程度が低いなど， P部門と正反対の特
徴もつ。他方，内部労働市場（I）は，企業特殊的な勝第・技能， O]T，良好な
昇進機会をもつが，外部労働市場（E）は， OJTを要しない一般的な耳街第・技能
かつ昇進機会がないのが特徴的である。
そして，縦軸と横軸をクロスさせたPI,PE, SI, SEの各象限は，それぞれの
特敷を組合せたものとなる。 PIは企業にとっての中核労働者で、あり， PEは企業
横断的に働く専門職労働者が該当する。また， SIはテーラーシステム下にある
労働者が属し， SEには，外国人労働者や日雇い労働者などが当てはまる。
くわえて，供給サイドから見れば，女性・若者・黒人等の性質・帰属（ I ) 
が労働渚を外部労働市場（E）に追いやり，教育による資格・経験など獲得した
もの（I）がないもしくは少ない（低し＼）者は第2次外部労働市場（SE）に押
し込められる。また，職業訓練所，キャリアガイダンス，そして職業紹介所と
いった制度的なもの（il）は，第2次部門（S）のみ提供される。
なお， Mokの多次元労働市場モデルを日本型労働市場にあてはめれば， PIに
大企業男子正規労働者， PEに専門的技能を持った常用雇用型派遣労働者， SI
iこ一般職の女性正社員や契約社員， SEに専門性が高くはない登録型病室労働者
たどがそれぞれ該当する。
これらの労働市場分断論は1970年代から 1980年代にかけてマイノリティや
女性労働者の積命分析・実証研究に威力を発揮し理論としても一定の到達点
に達した。けれども， 1980年代半ば以降，議論の中心は労働需要側の側面を強
調したアレキシビリティ論へと移っていった。
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オイルーショック以降，欧米とりわけヨーロッパで、は，深刻な景気後退，高
い失業率と賃金の（下方）硬直性に直面し，その処方築が求められていた。こ
れらの危機に対する戦略的対応策として掲げられたのが， 「フレキシビリティ」
で、あった。フレキシピリティに関する代表的な研究のうち，ミクロレベルすな
わち企業ごとのフレキシブルな雇用戦略に焦点をあてたものとして， Atkinson
(1984）の「フレキシブル・ファーム」論があげられる90
材高は，派遣労働者の位置づけをも分析対象の射程におさめるこの議論を用
いて検討する。このモデ〉レでは，①数量的フレキシビリティ（Nli.erical 
Flexibility），②機能的フレキシピリティ（FunctionalFlexibility），③外
部化（Distancing），そして④賃金のフレキシビリティ（PayFlexibility）の
り重類のフレキシビリティが想定されており，それらを組み合わせることによ
って，企業は労働のフレキシビリティを追求するとされている。 4種類のフレ
キシピリティと雇用形態の関係をまとめたものが，以下の表5である。
すなわち，雇用契約は正規雇用と非正規雇用に分かれ，前者はフルタイムの
常用雇用者であり，その中には，機能的フレキシビリティを担う「コア層Jと，
9マクロレベルの議論として，アメリカにおいて Pioreand Sable (1'984）の「フレキシブル・
スベシャライゼーションJ論や，フランスのレギュラシオン学派による Boyer(1988）の「攻
めのフレキシビリティ・守りのフレキシピリテイJ論などが論じられたこれらの議論では．
フォーデイズム的な技術体制・生産モデルの終駅アフター・フォーデイズムの展望が描かれ
ている。アフター・フォーデイズムの姿として，前者は，多様なニーズに対応する「柔軟な専
門化技術体制jへの転換を予測した。一方，後者は， EC7か国の比較分析から 1つのモデルに
は収数しないことを明らかにし，「攻めのフレキシビリテイJと「守りのフレキシビリテイJの
2つの概念を用いて，フォーデイズムの構造的危携を乗り越える様々なシナリオを提示した
山間1の「フレキシブル・ファームJ論を含めて，それぞれが追求するフレキシビリテイの
範囲や方向性は違っているが，これらの研究に共通するのは，何らかのフレキシピリティを推
進することに積極的意義を見いだ、している点で、あり，また，フレキシビリティの原型を 1980
年代に経済的に成功していた日本やアメリカのシリコンバレーなどといった特定の国や蝿蛾に
求め，危機を打破して新たな枠組みを構築しようとしている点である。
18 
表5 フレキシブル・ファームモデル
1fi用契約 雇用形態 フレキシヒリティの類型 労働市場
フノレタイム
コア 機能的フレキシピリティ
正規雇用契約
常用雇用
フノレタイム 周辺
常用雇用 内部労働市場
ノ《ートタイム 数量的フレキシピリティ
周辺
テンポ 短期契約
非正規M用契 日
ラリー 日雇労働
約
派遣労働
下街労働
外部化 外側労働市話会
（出典） Atkinson (1986) p. 16をもとに筆者か作成
（注1）フレキ、ンブノレ・ファームの慨念図会筆者が雇用形態の分類を中心にまとめたの
（注2）アトキンソンは康則主に注目して分類しているため，外部化と数地下jプレキシピリティ
を分けているが，利用の実態としては数量的フレキシピリティと重なる。
数量的フレキシビリティを担う「周辺 I層jが前生する。また，後者には，ノ。
ートタイム労働者とテンポラリー雇用の労働者（短期契約 ・日雇労働）からな
り数量的フレキシピリティを担う「周辺E層j と，派遣労働者や下請労働者の
活用による「外部化jが該当する。なお，労働市場としては， 「外部化jのみ
が外部労働市場であり，その他は内部労働市場である。
しかしながら，雇用形態ごとに異なるフレキシビリティ戦略を求めるフレキ
シビリティ論それ自体は，労働市場の分断構造を前提としている。したがって，
フレキシピリティ論は二重労働市場論／労働市場分断論の延長上にあるものと
見ることができる。なお，フレキシブル プーアー ム論は， f企業の系蹄哉構造jを
概念化したものであり，労働需要サイドに重きを置いている。そのため，本稿
は労働供給サイドについても議論するため，二重労働市場論／労働市場分断論
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(Mokモデ、ノレ）を主に用いて，事務系業務に従事する女性がメイシストリーム
であり，派遣労働の拡大の中心を担ってきた登録型派遣労働に焦点を当て，労
働市場における派遣労働の位置づけを検討する。
2.2 日本の労働市場における派遣労働の位置づけに関する議論
つぎに， 日本における議論を見ておきたい。労働者派遣法施行直後の1987
年に， 日本生産性本部（当時）から「日本型雇用モデ〉レ」が発表された（日本
生産性本部雇用処遇研究センター編， 1987: 74-82頁）へこれは， D雨量労働を
はじめとする新興の雇用形態の労働市場における位置づ、けを表そうと試みたも
ので、あったO
このモデルの新教として，前述のMokモデルの粍湘みを用いて（ただし，企
業内部の雇用モデ〉レに限定），内部労働と外部労働の単純な二分法を見直し，「準
化した労働」（準内部労働および準外部労働）を提示している。そのうえで，新
しい就業形態である出向・派遣1，人材派遣（労働者派遣法で対象業務となる
もの）を示そうと試みている。
その概要を示したものが，以下の図6である。企業固有的な労働を「内部労
働j，企業流動的な労働を「外部労働jとする。また，職務に対する自律性や意
10三の他，日本型崎労働に関する労働市場モデルとして，経済同友会持表した「中間労働市
場論Jがある。これは，従来の内部労働市場理論で、は捉えられなかった労働者層に着目するこ
とにより，「『内部労働市場』論を修正し，補強発展させようとするものJ（加藤・椎名＇ 1985 : 
51頁）であり，市場メカニズムの働く「外部労働市場Jと鰍メカニズムの働く「内部労働市
場jの中間に位置する第三のメカニズムとして「中間労働市場モデ川を提唱した。中間労働
市場論は，摘労働を fi'J趨型中間労働閣として明示的に指摘したものの，実態調査に基
づいて提示されたものではなく，今日のD積労働者を取り巻く状況の説明に，直接用いること
は困難である。
1 その中身は現在の「応援Jと考えられるが，「資本系派遣鋭Jも含んで、いるとも解釈で、きる且
人榊雨量j との区分は不明確である。「人柳時には「常用雇用型Jと「強裡Jの両方
を含んでいると考えられるが，「登録型Jは「独立系U雨量会社Jを想定しているように読み取
れる。
20 
． 
図6 日本型雇用モデル
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(LU典）日本生産性本部雇用処遇研究センター編（1987)81頁。
（沌） につは企業内を推す。
思決定の権限が相対的に高い労働を「第1次労働j，それらが相対的に低い労働
を「第2次労働Jと定義し＇ 4象限のマトリックスに区分している。日本型雇
用モデ、ノレの特徴は，一方では内部労働市場と外部労働市場を峻別し，分断する
点にあり’，他方では，内部化された労働に対して，第l次労働と第2次労働の
間の連紛生を保持する点にあったとする。
けれども，1980年代半ばの日本型雇用の変容をモデルに組み込むならば，こ
の分類の定義にも修正が必要となる。すなわちF 内部 l・外部労働の二分化を見
直し，企業の内部労働市場を純化させることにより発生した余剰人員を関連会
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社あるいは別会社に出向・応援に出し， これを必要とする企業にU雨宣すること
を準内部労働とする。一方，特別な技能を持つ者をプーノレし 必要に応じて企
業にU雨宣するのを紛ト部労働と定義する。 この定義によれば，人材派遣は外部
労働のうち，第1次労働と第2次労働にまたがった位置に置かれている。これ
は，常用雇用型派遣労働も含めて人材U雨量としている点に起因していると考え
られる120 また， 日本生産性本部雇用処遇研究センター編（1987）は労働者派
遣法が施行される頃に執筆されていることから， U雨量労働の実態が十分に把握
できていなかったと推察される。 したがって，労働者派遣法が制定されて 20
年以上が経った今日，事例から通時的にその検証を行うことが求められる。
2.3 派遣労働を踏まえた日本型労働市場モデ、ル
日本生産性本部雇用船邑研究センター編（1987）が提示した日本型雇用モデ
ノレをもとに， ホワイトカラーを中心に，女性労働者や非正規労働者も視野に入
れ現状を踏まえたうえで日本型労働市場モデ〉レを提示したものが，以下の図 7
である。
1986年に， 「男女雇用機会均等法Jと「労働者U雨量法Jが同時に施行され，
女性の労働環境に変化が生じた。女性ブルーカラーが引き続き柄生する一方で，
「男女雇用機会均等法Jの施行によって，女性ホワイトカラーの分類は，従来
の一般職のみから，不十分ながらも総合職／一般職に変化した。
そして，現在の状況を簡略化して示せば，総合職は第1次内部労働市場（PI)
に，一般職は第2次内部労働市場（SI）に位置づけられるだろう。そして，一
12日本経営者団体連盟（1995）では，今後の雇用システムのあり方として「長期蓄積能力活用型
グループJ，「高度専門能力活用型グループJ，「雇用柔軟型グループJを想定しており，労働者
D随法制定時の想定で、はD積労働は「高度専門能力活用型グ〉トプjに位置づけられるもので、
あるが，この時点ではすで、に「雇用柔軟型グループJに位置づけられていた
22 
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図7
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（出典）日本生産性本部雇用処遇研究センター編（1987)81頁をもとに筆者が作成。
（注） につは企業内を指し，！二！は労働都雨量法が適用される病室労働全体を指す。
般職に入職した者にも総合職への移行ルートは一応用意されており， その上に
ある専任職，専門職に加え，管理職へのルートも相生する。また， 一般に企業
制紛トに位置づけられるが，一般職の下には， 19'90年代から増加してし、る契約
社員が置かれている。 ここからも一般職への移動は不可能ではなし 。
つぎに．パートタイマーおよび臨時雇用者は，従来から下層の第2次外部労
働市場（SE）に位置づけられてきたが， 1990年代に入り，パートタイマーの基
幹化が進み，正規雇用と非正規雇用の人事の一本化や，小売業などではパート
タイマーの店長が誕生するなど 現在はSEのみに位置づけることはできなしL
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そういったパートタイマーはSIに位置づけられることもあり，場合によっては，
PIに属することもあが。一方， U雨量労働は性格の異なる「常用雇用型病室J' 
「登録型U雨量J' 「紹介予定U雨量Jそして「日雇しψ雨量」に分類でき，それぞれ
位置づけが異なり，他の象限への移動の可能性にも差がある。おもに専門的業
務に従事する常用雇用型は多くが第1次外部労働市場（PE）に位置づけられる
一方，材高で扱う登録型U雨量は完全にSEに位置づけられるであろう。また，紹
介予定病室も， SEに位置づけられるが，労使双方の意見が一致すれば，契約社
員，一般職への移動可能性がある点で，登録型U雨量よりは将来展望を抱きやす
い。他方， 「日雇しψ同宣Jは，現状に即せば， 「登録型U雨量j と「請負Jの中間
に位置づけられるであろう。
本稿では，第2章にて需要・供給サイド双方の先行研究を整理し，問題の所
在を明確にしたうえで，第3章以降にて，このモデルのうち登録型病室の位置
づけについて，需要・供給サイド双方の分析から検証する。
味来であればより細かく分類し図示することが必要で抗う。しかし，輔の分析対象は登録
三派遣労働であり， パート・臨時に関して防析を行っていなし、ことから，今後の鞠とした
24 
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第2章先行研究と問題の所在
1 労働需要サイドの先行研究
従来のU荷重労働に関する事例研究（インタビュー調査）は，が荷重労働者・派
遣会社・派遣先企業のそれぞれを女拶表に行われてきた。以下では，し、くつかの
代表的な先行研究を概観する。そのうえで，事務系業務に就く登録型U雨量労働
者の現状や，資本系U荷重会社の人材管理， U種先企業の人事戦略について，こ
れまで明らかにされてきた論点を整理する。
1. 1 派遣先企業の研究
病室労働者が派遣先企業において，どのような仕事に割り振られてきたのカ
に焦、点を当てた三田（2007）で、は，生命保険会社 1社の保全事務職場を対象
とし，正社員と派遣労働者15との勝第 ・課業の分業関係の時系列的な変化を分
析している。調査時期は不明であるが本文の内容から2000年頃に行われたも
のと樹則される。また，インタピ、ューの対象は 生命保険会社の一般職・保全
担当者，一般職正社員2人， U雨量労働者5人である。分析の結果①勝第内容
M 派遣先企業における侃宣労働者の活用理由ぐ戦略）に関する事例調査として以下のようなも
のがある。 .Housemanet al. (2003）は，病院と自動車部品製造の事例について研究を行った。
それによれば，羽越労働者は高スキルの職の場合，新規採用の手間を省き，新煩採用者キ概存
の労働者の賃金を抑えるために活用され，低スキルの職の場合，賃金と福利厚生費を抑えるた
めに活用され，いずれの埼合にも腕章労働者が活用されうることを示している。一方F Olsen, 
K. ~t. (2006）は，ノノレウェーの金融業2社と電気通信業l社のマネージャーにインタヒoューを
行い，総立先企業における非正規労働者の役割を分析した。その結果E アメリカの事例とは異
な η ，派iii~労働者は数量治調整と採用の選抜を目的として活用されているのに対し， 高スキ
ルの専門的もしくはテクニカノレな熟練が必要な可樹去については，請負労働者が活用されている。
このように，設槌労働者わ活用に際してもs企業ごと，各国ごとの違いが決して小さくないこ
とから，議論すtる際にはこの点lこ留意する必要がある。
15ただし，三回（2007）においてはs fパートjと捉え分析を行っている。その理由として，①
会社との資本・取引関係の強さ，＠渓蜘句に親会社の労働者としての色彩が拠、（事実上l
年超の長期蝦献しているれゆ、ことなど）， ca海時間勤務（週25f欄）., cfl織での呼称が
fバートjであることが挙げられている。
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が全体的に複雑化・高度化していること ②正社員とU雨量労働者双方の職務分
担・技能の高度化が見られること，③U雨量労働者は恒常的な労働力であり，正
社員の残業が日々の業務量の変動の調整役となっていることを明らかにしてい
?
一方，情報通信樹W(I口）の導入によって， U雨量先企業において派遣労働者
の仕事がどのように変化したのかを，正規労働者である女性一般職の仕事との
比較研究を行ったのが阿部（2005）である。ここでは， 1999年の夏～秋にかけ
て大手都市鈎子2社，大手損害保険会社2社，総合商社4社の人事担当者など
にインタビューを行っている。大手都市委良行や損害保険会社の事例では，女性
一般職については高度な職務への配置や多役化が進展する一方で， ICTの導入
により業務手順が標準化され，特殊スキルの重要性が低下した職務が出現した
ことにより，女性一般職が担ってきた職務ぺ時童労働者の配置が見られるよう
になった。また，総合商社の事例では，女性一般職の採用を見合わせる中で，
前職で、教育訓練を受けたU雨量労働者を貿易事務に配置するなど，女性一般職の
職務に対する「代替Jが見られる。
これらの事例の比較から，企業が女性一般職とU遣労働者のどちらを活用す
るのか，すなわち両者の仕事の境界は，その企業（仕事）に特有なスキルで、あ
る「関係特殊的スキノレjの大小によって規定される点を明らかにした。そして，
関係特殊的スキルが重要かつ必要とされる仕事では， U雨量労働者の活用は難し
いことが示された。
なお，阿部（2005）では総合商社・委良行業について研究が行われているが，
これらの業種の多くは，労働者U雨量法施行時に資本系U雨量会社を設立している。
当時はこのような動きに対して脇田（1987），中山（1991）等の研究で「第 2
人事部J的であるとしりた批判がなされていたが，彼らの批判が今でも妥当な
26 
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のか否かについて，あるいは，資本系派遣会社と親会社の関係性が変化してい
るのか否かについても検討される必要があるだろう。
1. 2 派遣会社・派遣先企業の研究
その点で興味深いのが，資本系派遣会社とその親会社およびグループ会社へ
のインタビ、ュー調査を行った高橋（2007）である。そこでは， 2004年9～10月
にインタビューを行った2事例が分析されているが，親会社の業種は明らかに
されていない。高橋（2007）によれば，資本系U雨宣会社とその親会社および、グ
ノレ一プ会社との問で、「キ目互依存的取引j
係がし、カ〉なるメカニズムによつて営まれているのかを分析している。それによ
れば，相互依存的取引が最も顕著なのは一般事繍哉であり，どちらの企業グル
ープにおいても高いレベルで相互依存的取引が成立している。
高橋（2007）の指摘する相互依存的取引のもたらすメリット・デメリットを
みれば，まずV嘩先企業にとってのメリットは，①退職者が活用できる，②窓
口が一本化できる，⑩議場の風土を理解したスタッフを活用できる，④スペッ
ク理解度が高い，⑤フォローが丁箪で、ある，⑥トラフツレ対応がよい，引目談に
乗ってもらえる，③無理を頼めることであり，資本系病室会社にとってのメリ
ットとは，①営業コストが安い，②長期のガ雨量を受注できることである。他方，
m宣先企業にとってのデ、メリットとは，①専門性が高い人材が調達できないこ
とであり，資本系派遣会社にとってのデメリットとは，①事業展開に制約があ
¥6高橋の定義によれば事 f相互依榊り取引j とは， B礎会社の側からみれば，親会社やクツトプ
エミ社｛こ自ネ土が抱えるスタッフの大半を総意するものであり s他方，親会社やグループ会社の側
からみ判まs 自分たち的活用する病室スタシフの大半を当該派遣会千土から受け入れるとし、う，
台関慣行のことを指す。この相互依榊句取引はs企業グノレープ連結経営の論理企業グ
ノレー プ内の人脈．企業グノレ一六村のインフラ，企業ク守ループとしてのコンブライアンス方針に
よって基盤が作らオしている。
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る， G淵模の拡大が難しい，③業績が不安定であることであるo I 
そして，「相互依存的取引jについて，近年，この関係の強弱に変化が見られ
ることを示唆するものの，その有無や要因を明らかにするためには，派遣会社
の設立から現在に至るまでの長期的な視長で検討することが必要である。また，
業種ごとで、設立背景に違いがみられることから，それらの点に着目して分析し
なければならない。
2 労働供給サイドの先行研究
つぎに，派遣労働者にかんする先行研究のうち，キャリア・パスに言及した
先行研究を整理する。女性労働者は結婚・出産の前後や育児期に就業の中断や
車云職を行うことが多い。そのため，彼女らのキャリアを分析するには，同一企
業内で、の刑務売的なキャリアではなく，制哉や労働市場の入退出を含めて，堂窓
後にたどってきた職業生活の軌跡である 「キャリア・パスjの観点が有効とな
る。材高では，まず女性労働者に共通する問題で、ある，女敵因・子どもの有無と
就労に関する先行研究を整理した上で， U雨量労働者のキャリア・パスに限定し
た先行研究をサーベイする。
2. 1 婚姻・子どもの有無と就労に関する先行研究
日本における女d也就労の現状は，結婚や出産によって中断され，育児が一段
落すれば再び労働市場に参入するケースが多く見られる。その経路を見れば，
学卒後正社員として入職した後に結婚や出産を機に退職し，パートとして再入
職するのが一般的である。他の先進諸国においては，女性の年齢別労働力率が
描く曲線はすで、に「M字型Jから「台形（高原）型Jに移行している17のに対し
17内閣府『平成18年版男女共同参画白書』（2006年）では，アメリカ，イギリス， ドイツ，フ
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、て， 日本では fM字jの谷の部分が浅くなりつつあるものの，図8からも明ら
かなように いまだに「M字型jから脱してはし、ない。その要因として，自由
度の少ない画一的な正社員の就労体系，すなわち就業場所や労働時間等といっ
た就業条件が，女性の継続就業を妨げている点を指摘できるへ
女性の就業は，結婚・出産といったライフ・イベントを契機として中断され
る場合が多い。このことが不本意になされることも多いことから，先行研究の
多くは，女性が就業をゑ断売できるか否かのターニング・ポイントとなる時期・
要因を解明しようと努めてきた。他方，就業中断経験者が再び労働市場に参入
図8 女性労働者の年齢階層別労働力率
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ランス，スウェーデン，韓国，オランダにおける女性の年齢別労働力率曲綴のJ時系列データ
ーが図示されている。
(2蝋）はJ 50識の女性に対する職業経歴に関するインタビュー調査から，育児休業制
よりも置就業場所や労働時間等とし、った就業条件が，女性の継続就業に大きな影響を与えて
いると指摘する。
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するタイミングと要因に関する研究も進められている。このうら前者は正規
雇用者として就業することの多い未婚期もしくは子どものいない即繍に，後
者は子育てが一段落して主に非正規雇用者として労働市場に再参入する既婚期
に，それぞれ焦点を当てて分析がなされている。
まず，前者の系断実就業に関して，そのターニング・ポイントとなる時期につ
いて考察したい。新谷（1998）は，国立社会保障・人口問題研究所「第1回出
生動向基本調査J(1997年）の個票データーを用いて，女性の結婚前，結女断免
妊娠中，出産後の系断蹴業率の要因分析を行っている。それによれば，妊娠期
の就業率は近年で、は漸増する傾向にあり，退職のタイミングも「結婚Jから「出
産Jへと移りつつある。加えて， 1980年イ勺後半の結婚コーホートでは，結婚し
た後も就業している者が，結女街灸に第一子を妊娠・出産するまでの期間も伸び
ている。この点は，より新しいデーターである厚生労働省（2003）「出生前後の
就業変化に関する統計（「平成15年度人口動態統計特殊報告j)JIにおいてもの
大きな変化はない。この調査よれば，出生1年前に有職で、あった母親が出生を
通じて一貫して有職である場合は約3割にすぎず，現在でも出産を機に労働市
場から退出する比率が高いことを示している。
また，徳永（2006）は，役職意識，就業の継続意向，産休・育児休暇などの
人事制度の有無，時短勤務などの育児支援制度の有無といった要因｜の影響によ
り，女性のキャリア・パスにおいて，「出産Jがどのような雇用形態に就くのか
としづ分岐点となっていることを明らかにしている。さらに，平尾（2005）で
は，労働市場を退出する確率は結婚により 1.6倍，出産により 3.4倍高くなる
ことを推計している。
以上より，現在の女性にとって就業を縦続するか中1断するかのターニング・
ポイントは，第一子の出産にあるといえる。
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では，継続就業を可能にする要因は何であろうヵ、その可能性を高める鍵は
「初職jにあると指摘される。高学歴（大卒）女性の職業選択を分析した脇坂 ・
冨田編（2001）によれば，就職活動時の仕事と自己適正・能力の適切なマッチ
ングが重要であり，継続就業の可能性，女性の積樹舌用，スキルアッフ。の可能
性などの長期キャリアを見据えた自主的な選択を行し、初職に就くことが，継続
就業の可能性を高める（西川， 2001: 97-98頁）。さらに，技能 ・能力形成を行
なうことや，その後のキャリア形成を考慮すれば，初職に長く勤めることが有
効となる（松繁， 2001: 104-107頁）。そして，丸山（2001）が指摘するように，
実際に継続就業がなされるケースは常勤（フノレタイム）に多く見られる。
ところが， 20歳イ機半の女性労働者の晩鮒ヒ・晩産化にともない，初婚年齢
は上昇し，労働力率は高まっているものの，同一企業での勤続年数は伸びてい
ない（丸岡・木村， 2006: 70頁）。そのうえF 若年層においては非正規雇用比率
が高まってしもことから19，未婚期の制鼓（雇用形態の転換）が増加している
ものと推測される。したがって，既婚期のみならず未婚期の非正規化も視野に
入れたキャリア・パスの研究が必要となってきている。さらに，永瀬（2002)
は，未婚期の非正規化が結婚のタイミングを遅らせると指摘しており，このこ
とからむ今後も，未婚のまま非正規雇用を続ける女性が増加するものと予想
される。
一方，既婚女性の労働市場への再参入に関して，その雇用形態・時期・学歴・
要因等の観点から研究がなされてきた。大和（2005）は， 1995年の fSSM調査20J
19玄梢庁統計局 f労働力調査槻リ調査J(1990年2月）およひ総務省統計局 f労働力調査（詳細
結果）J (2006年1～3月平均）によれば， 25～34歳女性の非農村喋雇用者に占める非正規雇用
比率は，， 1鈎0年には27.6%で、あったものが， ：2006年では41.6°/oまで上昇している。
お S.¥I調査とは， rキ士会階層と討会移動創翠調査j(The national sw-vey of おcialStratification 
a1d social ~｛ability）のことであり，相会階層や不平等F 社会移動，職業，教育，社会意識
たどにかんして，日本の討会学者によってF 1955年以来J 10年に一度行扮している社会調査
明、ιる。
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を用いて，労働市場への再参入の方法と時期について，女性労働者の年代ごと
の違いを分析した。それによれば，調査時点で40歳代（現在50歳代）のコー
ホー トで、はノ〈ー トタイマー に約7割が集中し，再参入の時期についても末子が
8歳頃に参入する者が多数を占めるなど，移動パターンが画一化されているが，
さらに若い30歳代（現在40歳代）のコーホートになると 再参入の時期や雇
用形態が多様化しつつあるなどの変化が見られるようになっている。
また，永瀬（2003）も，「第11回出生動向基本調査jの個票を用いて，女性
疹入する時期とその際の雇用形態について分析を行っている。
そこでは，末子の年齢ごとの就業状況を年齢階層別にみることにより，学歴が
低い女性の方が労働市場に多く再参入し，その際の働き方としてパート・アル
バイトを選択していることが明らかにされている。この点については，①子ど
もの数が多いこと，②夫の収入が低いこと，③末子が小学校低学年になること，
＠瀬が1キロ以内に住んでいること，が労働市場への再参入を促す要因となっ
ていると指摘する，駿河・西本（2001）の分析結果とも整合的である。
以上より，結婚や出産により就労を中断した開骨女性は，主に経済的理由か
ら， 30歳代以降にパート・アルバイトの雇用形態で労働市場に再参入するケー
スが一般的である。けれども，女性の就業形態が多様化するにつれて，パート・
アルバイト以外の雇用形態で、就労するキャリア・パス21が出現しつつあること
にも着目する必要がある。
2.2 派遣労働者のキャリア・パスに関する先行研究
分析に先立って， U雨量労働者に対して行なわれた調査のうち，彼女らのキヤ
21同一企業内で、の継御ぬキャリアではなく，制哉や労働市場の入退出を含めて，学卒後
にたどってきた職業生活の軌跡を指す。
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リア ・パスに角批しているものをし、くつカ確認する。
生命保険文化センター（2000)22によれば，現臓が病室労働者（6.8o/o, 155 
人） の者M雨量経験者（33.2°/o, 77人）を合わせた232人を対象に，初職から
現在までの雇用形態を分析している。それによれば，初職で腕章労働者となっ
た者は2.5%にすぎない。多くの場合， 2番目（17.7°/oに3番目（7.8%）の雇
用形態としてU鑓労働に入職する。
また，リクルート ・ワークス研知庁（2002）においても同様に，初職から現
在までの雇用形態を分析している。現職が派遣労働者（461人）のうち75.7% 
が初職で 「正社員 ・正職員Jを経験しており，「正社員 ・正職員Jからの車現鼓に
より病室労働者となる者が多い。さらに，「正社員 ・正職員j経験者は 83.1% 
に達しており，「パート ・アルバイト ・フリーターj経験者も64.0%柄笠する。
また，就業期間から見れば，全就業期間平均129.1か月（10.7年）のうち， f正
社員 ・正職員jとして就業する期間が全就業期間の55.9°/oと長く，病室労働者
として働いているのは32.1°/oにすぎない。直前の就業形態は「正社員・正職員J
と「パー ト・ アノレバイ ト・ フリーターjがそれぞれ3割強で二分している。
さらに，雇用開発センター（2002)23によれば，現臓がU荷重労働者（91人）
のうち「正社員jから「非正社員jへ移行している者が全体の s・1.3%を占め，
初職から f非正社員jである者は17.6%と少数である。
2 この調査の派遣労働者に！請するデーターを用いて分析した大沢（2001,20似）によれば，病室
労働者から正社員へわ転換の道が非常に狭いことが指摘される。またF 消極的に7fo童労働を選
ぶ者が増加するなど，現在の日本の労働市場がかかえる影の部分が，病室労働膏が急地する背
後に存在することも併せて指摘する。
お古士（2002）はこの調査のデーターを用いて分析しp 以下の点を明らかにした。笠録型病室社
の与現議段階でのl就職活動はs パー ト ・アノレバイトとは異なり，途中であきらめることなく，
おもに正社員として制議する。けれども，正社員・契約社員と比べてl明確な目標がなく正社員
として就職した者が多いためEその後に転織を経て派遣労働者へと移行している。また，将来
襲望（10年後の希望）としては，非労働力化することを望む層が約2割いる点でパ トー ・アノレ
ベイトの女性と類似している反函．およそ半数が正社員および非正社員を含めて総統就業を希
????
4 している。
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以上の先行調査から U雨量労働者は初職で正規雇用を経験し その後にU荷重
労働者として就労するのがメインストリームであるといえる。けれども，先行
調査では職種の遍歴については言及されておらず，そのため，初職からの耳昔話重
の連続性の有無は不明である。また，派遣労働者のキャリア・パスに関して，
その全体的傾向の把握にとどまっている。そのため，派遣労働者個人の意図を
明らかにすることにより，どのような意識やライフ・イベントに基づし、て彼女
たちがU雨量労働に入職するのかを，キャリア・パスの観長から把握することが
必要となる泊。
ところで，派遣労働者の期間に注目した場合，派遣労働者のキャリア形成は
どのようなレベルにあるのだ、ろうヵ、清水（2007）は，派遣労働者のキャリア
形成について，「個人的基幹イ七j，すなわちU雨量労働者個人が職場の中で，中核
となる仕事をどの程度担当するかとの観長から分析を行っている。そこで、は，
2002年5～8月にかけて派遣労働者51人に対して行ったインタビュー調査を用
いて，派遣労働者の基幹化の程度と，派遣労働者としてキャリアを積むことで，
どのように技能が形成され基幹化が進むのかの両者について考察されている。
その結果，個人的基幹化を仕事内容の難易度によって3つのレベルに分ければ，
難易度の低し、方から，①付帯的業務，②手配・手続きレベル，③交渉・調整・
回答など判断を伴う非定型業務，とした場合，平均的な個人的基幹度は中位で
ある②の「手配・手続きレベノレjであり，約3割は③の「交渉・調整・回答な
ど判断を伴う非定型業務」に従事しており，正社員の仕事を代替できる状態に
あることが明らかにされている。
M そのためには，キャリア・パスを詳細に聞き取ることが有効な手段であるが，現時点ではこの
観保からの研究成果は少ない。犬津（2006）は， 14名の派遣労働経験者にインタビューを行っ
ているが，論点、が広範で、あり経路の詳細に関する記述はない。また，神野（2006）は， 4人の
医療事繍縫験者に関するケーススタデ、イを行ってしも。
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他方， U荷重労働者の働く職場の中で，病室労働者が集団としてどの程度中核
となる仕事を担当しているのかを示す「集団的基幹化Jについても分析を行っ
ている。そこでは？同じデーターを用いて，職場全体での正社員と抗童労働者
の仕事の分担状況を基準とし， 3つのレベルに分けたうえで，低い基準から，
①正社員とまったく別の仕事をしており，病宣労働者は補助業務，②基本的に
分けられているが，正社員とやや同じ仕事をしている，③正社員とまったく同
じ仕事をしている，とした場合，③の「正社員とまったく同じ仕事をしているj
職場が半数近く（45.9%）あり，平均レベルが2.2点であることから，従来定
型業務を担っていると考えられてきた病室労働者も，事務職場において重要な
基幹労働力となっていることが検証されている。
ただし，病室先企業を移ると，「向上した技能の一部が次の病室先でリセット
された状態となり，蓄積された技能が十分に活用されていなしリことも同時に
指摘している（清水， 2007: 103頁）。そして？病室労働者の技能のさらなる活
用および向上には，「向上した技能を生かす方向で人材腕章会社のマッチング機
能Jを強化すること，「病室労働者自身が主｛本的に能力形成とキャリア管理に取
り組むことが重要であるjとしている（清水， 2007: 103頁）。また，島貫（2007)
においても「長期的なキャリアの見通しをもてるには派遣元の人事管理が重要
であるJ（島貫， 2007: 31頁）ことが指摘されている・10 この点は，リクルー ト・
ワークス研究所（2007）のアンケート調翫吉果によっても裏付けられている。
女性の派遣労働者のうち， 1年後のキャリアイメージをイメージできる者おは
73. 1°/o存在するが， 3年後のそれは46.2%と半数を割り込んでおり，女性の正
社員・正職員との家離もそれぞれ12.5,17.9ポイントと大きい。そして， 5年
後， 10年後になると，それぞれ21.8%, 15. 4%と大きく落ち込むことから，女
f明確にイメージできるjと fある程度イメージできるjの合言九
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性の派遣労働者（主に登録型と考えられる）が中長期的なキャリアイメージを
持てていない実態が明らかlこなっている。
では，事務系業務に従事する登録型派遣労働者の能力開発やキャリア形成の
現状はどのようになっているのだろうれ直近に行われた大規梼周査である，
社団法人日本人材ガ縫協会編（2008）を確認する。ここでは，厚生労働省第毛
研究として社団法人日本人材派遣協会が2007年に実施した「U稽スタッフのキ
ャリアアッフ。に関するアンケート調査（派遣スタッフアンケート調査）J，「派遣
スタッフの能力開発に関するアンケート調査（派遣会社アンケート調査）Jおよ
び rv鑓元ヒアリング調査」を用い本格的に現状・課題の把握が行われ，派
遣労働者のキャリア形成支援モデ、ルが示された。その結果，U雨量会社の中には，
派遣労働者の職業訓練機会の充実に取り組むものが少なくないが 以下のよう
な課題を抱えていることが明らかにされた（佐藤・佐野， 2008: 12-15頁）。す
なわち，第1に，複数社登録することの多い登録型U晴労働の場合， U雨量会社
として教育訓練投資の回収が難しいこと，第2に教育訓練の実施にかんして，
実際どの程度費用対効果が確保できているかを検証することが難しいこと，第
3に，高度あるいは特殊なスキルにかんする能力開発支援のニーズがあるもの
の，希望者数が少なくコスト面で負担が大きく実施できないこと，第4に，派
遣労働者の居住地域の偏りにより能力開発支援実施に地域間格差が生じている
ことが挙げられている。また，派遣労働者の職業能力の向上のためには，派遣
会社による教育訓練機会の提供（Off-JT）だけでは不十分で、あり， U雨量先企業
でのOJTを可能にするよう， U雨量労働者の能力向上やキャリア形成を考えた派
遣先の選定とU雨量先への配置がU雨量会社に求められていることを明らかにして
いる。しかし，それらを考慮するU鑓会社もあるものの，実際に行うのは難し
いこともあわせて示されている。他方， U雨量労働者自身も能動的にキャリア形
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成について考え，仕事や労働条件の希望を客観的 ・具体的に腕章会社あるし、は
派遣先企業に伝えることも重要であるとしている。そして，病室会社はそれを
サポートする環境作りが必要とされている。また，病室労働者のスキルを客観
的に測定する評価システムの構築や，腕章労働者としての長期的なキャリア形
成にかんする不安感を取り除くことを柄重労働者のキャリア形成支援の課題と
して挙げている。そのうえで，キャリア形成支援のモデ、ルとして，派遣就業で
の能力・キャリア向上を目指す派遣労働者としてのキャリア形成支援と正社員
転換支援の二つの構築を課題として挙げている。
しかしながら，事務系業務に従事する病室労働者のスキノレは， PCソフトの
活用力や語学力などのテクニカル・スキルや，即戦力となるには実務経験が要
求される業務の経験（貿易事務や経理事務など），そしてヒューマン・スキルが
主な評価基準となる。そして，実際のマッチングで、は，ヒューマン・スキルに
も大きなウエイトが置かれる。したがって，技術系の常用型病室労働者のよう
なテクニカノレ・スキルを軸としたキャリア形成とは異なる－観夜で見る必要があ
る。そのため，事務系業務に従事する派遣労働者のスキノレとは何かを具体的に
再考したうえでF そのスキノレをどのようにしてゆくことがキャリア形成なのカ
を検討しなければならない。また，キャリア・カウンセリングや教育訓練の具
体的な内容については，実証をもとに今後さらに深めていく必要がある。
ここ数年の研究蓄積により，事務系業務に従事する登録型U趨 労働者のキャ
リアについて現状把握がなされ，課題が洗い出された。しかし，ガ雨量労働者の
キャリア形成に効果的な職業訓練のあり方を考えるには，さらに多数の事例分
析が必要となろう。本稿では，病室会社・病室先企業の戦略と派遣労働者のキ
ャリアの実態、の両面から検討する。
つぎの第3章では，インタビュー調査にもとづいて，一般事務（事務系業種）
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を中心に事業を展開するU雨量会社のケーススタディを行う。なおt 派遣会社を
資本系U雨量会社と独立系U遣会社に分類することがあるが，その分類基準は明
確ではない。分類基準は主に二つに分けることができ，ひとつは資本関係だ、け
に着目し，出資会社（親会社やグルーフを社）から資本の出資を受けているか
否かで分ける基準である，もうひとつは出資関係のみならず，出資会社の人事・
労務管理戦略の一貫として設立されたか否かで判断する方法である。一般的に，
起業するに際してはどこかから資本の出資を受ける可能性が高いことを考慮す
れば，後者の基準を用いることが有効である。したがって，本稿では資本関係
のある親会社やグルーフ。会社に，一定数以上のU雨量労働者を継炉訓こ派遣して
いる関係がある場合，すなわち取引関係が継続的で緊密であるものを資本系派
遣会社として狭くとらえ，それ以外を広く独立系U雨量会社と規定したうえで，
議論を展開する。
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第3章需要サイドの分析：派遣会社の事業展開6
1 資本系派遣会社の事業展開と人材管理
． 
独立系U議会社は，労働者派遣法制定前の 1970年代から業務処理請負業とし
て事業を展開してきたところが多い。一方，資本系派遣会社は， 一部は業務処
理請負業として 1980年代から事業を開始し，金融系・商社系等の大手企業を中
心に，労働者U雨量法が国会で審議される 1985年前後から，子会社を設立し労働
者派遣事業に参入するケースが多く見られた（脇田， 1987: 44頁）。当時，多
くの資本系病室会社の設立目的は，出資親会社やグループ，系列会社への人材
サービスの提供や，人材の弾力的運用にあった。しかし，現在ではグループ外
への営業戦略を本格化させている企業も多く，資本系病室会社の中にも事業展
開の仕方に多様化が生じている。したがって，本節では労働者病室法の制定を
受ける形で労働者派遣事業の展開を本格化した資本系病室会社に注目し，これ
らの企業がどのように事業展開してきでいるのか，また，人材管理の体制をど
のように変化させてきたかに焦点を当てる。
分析対象は，高橋（2007）において相互依存的取引が最も顕著であるとされ
る，一般事務（事務系業種）を中心に事業を展開する資本系病室会社（A・B・c. 
D加 とその親会社である病室先企業（X• Y • Z • W初とする。その4組のイ
ンタビューの事例を用いて（表 6），各病室会社の設工L儲tや事業展開の仕方，
今後の事業展開の方向性について通時鳴りに分析する。それにより，派遣会社設
立時の派遣労働の位置づけと，現在のU稽労働の位置づけについて確認する。
·~インタビューをもとにした記述内容に関してはs 各企業の了解を得ている。ただし， 本稿の内
1こ関するすべての責任は筆者にある。
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表6A社・X社， B社・Y社， C社・Z社， D社 ・W社の事業展開ω社・D社労
働組合を含む）
A社・X社 B社・Y社 C社・Z社 D社・W社
親会社の産業 金融・側険業 公益産業 鈍釜業 鈍宣業
労働都市萱事業ハの
1986年7月 1986年7月 1986年9月 1989年3月参刈を期
派遣会出膿（インタ
ビュ時） ωぜ反・東京・ G河反 2カ新 ωサ反・東京 ωす反・東京・名古屋
q渇也長 名古屋・福岡 ⑫除開 ⑫松開 など約15カ新
＠潟湖彩録者数 ⑫∞人 ③l側人強 ③140人 ⑫万人
G稼働人数 ⑪ 700人 ⑩ 0億円強 ④10イ餌弱 ⑩ω人
＠混と高 ④100億円強 ⑪40億円
・パートタイム労働者 －オフィスサ）ビス事 ・i閣議者の能力を正規 ・W社の余乗fj人員を再
1980年代後半 の一括新子 業部の一事業として 雇用と防塞った形で、 配置するための新し
般立当時 仏ノX制 小規模に業務を展開 活かす事業を行うた いサービス事業が求
X砂〈ートタイム労 包社3 めに設立〔Cネi1 められ設立①社j
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→A社パートタイム労 正社員の代強要員， 働者iこついての具体
働者 ． 。）年度途中での退 的f調節指針を僧戎
(1985年4月～1986 職者が出た場合の欠 〔W社労働E合〕（1985
年6月） 員補充の際に適宣舌 年）
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年～1993年中頃
→サ矧跡ゎム件IF規
労働店b溜ってきた
般事務業務のうち
定型的な部の業務
を欄労働者問折
・システム化を通じた ・阪神人震災の際に， ・院臓の事業を行う子
1990年代 事務の業務自l臓・簡素 U鑓労働者を対醐 会4土のひとつで、あるE
イじ 一側哉の商l臓 α 員αネi1(1995年） 社が東京に設立
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(1993年～l紛情 社が複数参入
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4月に設立された270その設立目的は，①パートタイム労働者の管理業務を効率
化し，パートタイム労働者を安定併合する，②ノミートタイム労働者に系統だ、っ
た教育・訓練を行い，資質の向上を図る，③特殊技能者，高度専門閥渚の養
成・確保を図ることで、あった。つまり，主要取引先である親会社X社を主な対
象とした労働者U諸事業への参入を視野に入れた，パートタイム労働者の管理
専門会社が設立された。したがって，親会社X社からみれば，それまで人事部
で、行っていたパートタイム労働者の採用と管理を，一括して子会社にアウトソ
ーシングしたことになる。当時，このような子会社の設立は，金融・保険業で
はよく見られた。
． 
労働者U雨量法施行前（1986年6月まで）は，事務処理請負業として親会社X
社から委託された業務を自社のパートタイム労働者を使って請け負っていたが，
労働者説植法が施行された1986年7月に一般労働者U雨量事業の許可を取得し，
労働者U雨量法に基づいて労働者をU躍する形に切り替えられた。主なU荷重先で
ある親会社X社では，総合職の補佐として一般職が，その一般職の補佐として
ノミー トタイム労働者が1975年頃から配置されていた。そこで働いてきたパート
タイム労働者は， 1985年からは親会社X社の直用雇用から間接雇用（A社の直
用雇用）となり，さらに， 1986年からはA社の登録型U雨量労働者として，親会
社X社に派遣されるようになったので、ある。
(2）業務内容の変容
制定当初の労働者U植法では，許可を受けた業務のみ労働者U雨量事業を行う
ことができた。ポジティブリスト方式にて政令で定められた業務は，当初 13
業務で、あったが，規制緩和によって順次拡大され， 26業務まで、拡大した後に，
幻 A社については2007年7月27日， X社については2007年8月21日に聞き取りを行った。
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1999年以降はネガティブリスト化されたことは前述のとおりである。しかし，
一般労働者病室事業を行っている病宣会社において売上（病室件数）が多い業
務は，今も昔も政令で定める業務の第5号（事務用機器操作の業務）や第8号
（ファイリングの業務）といった事務系の業務で、ある。しかし，第5号や第8
号の業務に従事する病室労働者のそれぞ、れの実務をみれば， Uお宣される産業 ・
企業・部署によって，行っている内容は大きく異なることも多い。したがって，
ここでは親会社X社の人事戦略と絡めて90年代の腕章労働者の業務内容を見て
し、きたい。
． 
1985年に男女雇用機会均等法が施行されたこともあり， X社では事業が拡大
していた1989年から 1993年中頃までは，一般職の女性正規労働者の勝第を，
窓口業務等，顧客対応を行う1鰍へも拡大させた。一方，それまで一般職の女
性正規労働者が担ってきた一般事務業務のうち， 一部をU池労働者に移行して
いった。具体的には，各部署におけるOA機器操作やファイリングなどの補助業
務などで、あった。ただい保険契約事務のコアとなる業務などについては，引
き続き総合職，一般職の正規労働者がおもに担当してきた。
そして， 1993年中頃から 1999年にかけてはシステム化を通じ，事務の業務
削減，簡素化が目指された。特に，景気が縮小傾向にあった 1995年から 1999
年にかけては効率的な人員配置などの内部の効率化が進められた。
特に，この時期の金融保険業界では，後方事務の大規模集約化と主婦層を中
心としたパート労働力の活用が大きな流れで、あった。X社においても，全国支
社で現地完結を指向して構築されていた後方事務を各地域事務センターへ最
終的には本部一極集中化することにより，大量に発生する定型事務をパートタ
イムで働く派遣労働力の積極活用によって処理するという，一層の業務効率
化 ・コスト削減知名が描隼された喝
、
???
?
?
?
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また，法人営業などを行う所属の顧客フ。レゼンテーション資料の作成（補助）
や企画部門・総務部門における企画書類の作成。南助）など，単純化・マニュ
アル化が難しく派遣労働者の業務化が困難見されていた部分については，それ
まで一般職女性正規労働者が担っていた。しかし，業務効率化推進による一般
職の削減に伴い，これらの業務の一部も新たな職務として導入されたフルタイ
ムの高スキル派遣労働者に担わせるようになった。
その結果，とりわけ企画部門や総務部門において，部署内の組織体系が，総
合職・一般職.iJ雨量労働者から総合職・派遣労働者へと変化していった。ただ
しこの段階においても，生命保険契約事務部門においては補助業務へのU雨量
労働者の活用は推進しつつも，保険契約の中核の実務（書類の点検・確認・保
険契約に関する諸手続き）については，引き続き一般職女性正規労働者が担っ
ている。
なお，この組織体系の変化の過程において新卒採用は控えられており（一般
職で、は新規採用がゼロに近い年もあった），一般職・総合職ともに労働者数は自
然に減少した。
その後，景気回復に伴う労働市場の逼迫化傾向を受け，派遣労働者の中でも
優秀な層の直接雇用化による人材確保を図る観長から， 2002年からはA社にも
紹介予定U雨量の制度が導入され，これにより， U雨量先企業とU雨量労働者の双方
の合意があればX社の契約社員となることができるようになった。さらにその
後，その契約社員が，正社員に移行できる制度が作られた。
これにより， X社は，初期投資をすることなく前職で経験を積んだ優秀な人
材を，即戦力として確保できる体制が整った。紹介予定U雨量の場合は月給制で
あるなど労働条件はより直用雇用者に近いものであり，業務内容についても人
事異動がないこと以外は直用雇用者と同様の職務を担うなど，この制度の導入
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加により， X社における派遣労働者の職務はさらに拡大した。
それにともなし＇， x社では病室労働者を増員したが，その際， A社単独では量
質面での人材供給リスクがあることから， X社は他の独立系U稽会刷、らも一
定病室労働者を受け入れるようになった。
とはし、えA社とその親会社X社の場合，完全に親会社の人事戦略の中に病室
労働者が組み込まれているといえる。
また，研修についても， A社ではX社の退職者は 1割にも満たないため，オ
リジナノレのテキストを利用した業務知識の研修や，派遣先企業と同じ専用端末
を使った研修が提供されるなど，資本系派遣会社ならではの体制がとられてし
る。
さらに，金融・保険業では， f従属業務を営むその子会社は，主として親会社
又はそれらの子会社の営む業務のためにその業務を営んで、いる会社j と位置づ
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けられており，保険業法など各法令において，親会社やそれらの：子会社からの
収入依存度（親会社等のために業務を行うことによって得られる営業収入を当
該業務にかかる営業収入の総額で除した比率）を原則として90%以上とすべき
とされた。そのため結果として労働者U暗法では回避すべき労働者のU雨量先
を特定のl社または複数社に限定する「専らU雨量Jに近い形での事業が行われ
てきた。この規制が50%に緩和された現在では親会社から出資を受けている
資本刻雨量会社の中には，親会社や関連会也え外との契約を増やしている企業
もある。
A社の事業について，これまで親会社や関連会社のものが大半で、あったが，
最近では事業展開において変化もみられる。その背景には，親会社X社におけ
る他のU雨量会社との競合や， U雨量労働者に求められるスキノレの変化が挙げられ
る。前者については， X社におけるU雨量依頼が100%子会社であるA社以外にも
なされるケースが増加しつつある。また，後者については， A社の派遣労働者
は，設立当初は主婦層を中心としたパートタイマーがほとんどで、あったが，親
会社であるX社の業務内容の変化やOA関！？の進展により，最近で、はパソコン操
作等OAスキルや事務業務のより高度なスキルヰ経験を持つ，（当然減業もし、と
わなし、）フルタイム労働者が求められるようになったことによる。
このような高度かっ多様な派遣ニーズに応えるべく，新たな労働マーケット
へアプローチすると共に，関連会社や一般会社のニーズにも応えられる事業モ
デルに適応させていくことが，親会社X社へのU稽等人材サービ、スにおける A
社の存在価値の確保にとって不可欠で、あると認識されるようになった。
そのため，現在で、はA社は親会社以外の一般関連会社へのU雨量にも注力，事
業所は大阪本店以外に東京・名古屋・福岡に支店を展開しており，売上高は100
億円強，稼働人数は合計で4700人，毎月の新規登録者が300人程度になるまで
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事業規模が拡大している。
1. 2 8社の事例
(1) 労働者派遣事業参入の経緯
次に，大阪に本社のあるインフラ関連企業のY社のグループ’会社が lOOo/o出
資しているB社について見ていきたし伊。親会社Y社のグループ会社として1970
年代後半に設立されたB社は，当初はY社のビジネスサポート事業を中心に展
開する企業で、あった。1980年代になると，労働者派遣事業を用いたオフィスサ
ビー、スの必要性が高まったことから， B社は労働者病室法の施行された 1986年
7月に労働者病室事業に参入した。
B社は参入当初，オフィスサービス事業部の一事業として小規模に業務を行
っていた。 B社の場合， Y社のグループ会社であることから，派遣先企業の確保
に問題はなかったが，登録者の確保については， A社のように直用雇用で、あっ
たパートタイム労働者を移行させたり，インハウス的な資本系病室会社で、見ら
れる親会社の退職者をターゲ、ツトとすることは最初から念頭に置いておらず，
独立系派遣会社と同様に新聞広告や求人雑誌によって外部から広く募集した。
そのため， B社の労働者像は独立系派遣会社の登録型病室労働者と変わらなし
が，独立系派遣会社ほどには高時給ではなくとも大手企業（またはそのグルー
プ会下訟で働ける，安定した雇用を望めるといったメリットを求めて書登録者
が多数集まった。
B社については＇2007年8月23日および9月18日， Y社については2007年8月17日に開き取
｜川を行った。
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(2）親会社Y社における人事戦略
親会社Y社においては，正社員，嘱託社員，アルバイトに加え，事務業務を
中心にB社などからU雨宣された一定数の派遣労働者を活用してきた。 Y社にお
ける派遣労働者の活用に大きな変化を与えたのは， 1995年の阪神大震災である。
Y社では，ライフラインの復旧と関連した多くの仕事が発生し それに付随す
る事務業務が大量発生した。100～200人としづ大幅な増員に際して B社だけ
では対応できず，大手独立系U雨量会社の派遣労働者を多数受け入れることとな
ったO
その後， 2000年代に入って， Y社において各部署の仕事量と人員配置の見直
し・抑制を行うプロジェクトが立ち上がり，同時に業務内容・配分の見直しも
行われたことにより，正社員とU同宣労働者の仕事は明確に分離された。
Y社では，ハーフタイム勤務制など子育てを支援する制度が充実しており，
女性の定着率が高い企業である。そのため， Y社では一般事務職の採用を 1997
年で停止しているが，一般事務職の人数が大きく減少しているわけではない。
反面， U雨量労働者の割合は徐々に増加しており，現時点では一般事務職の半数
程度がU雨量労働者であり，ほとんどの部門に配置されている。
なお， Y社では， Web上で、U雨量労働者の採用申請からその管理まで一元的に行
うシステムを2003年に構築した。このシステムでは，申請者の直属の上司から
その上司へと承認していき，最終的には人事部で判断する倣且みとなっている
が，すべてWeb上で行うため，紙の書類が必要なく，スピーディーに処理する
ことが可能になった。また，最終判断を人事部が行うことにより，当該部署の
人員構成などから，申請人数の妥当性や，正社員のローテーションとの整合性
について全社的な視点から判断することができるようになった。さらに，この
システムはB社とも接続されており，人事部で採用が決まれば，情報が直ちに
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B社に流される仕組みになっている。このシステムの構築により， Y社では約
600人分の派遣労働者に関する業務をほぼ1人で受け持つことが可能となり，
業務の効率化のみならず，経費の節減にもなっている。
(3) B社の事業展開
B社は1986年に労働者病室事業に参入して以来，一貫してY社およびそのグ
ノレープ会社を中心に病室労働者を派遣してきた。しかし，グ、ループ内には他に
も事務系業務を対象とした労働者腕章事業を行っているものが2社あり，同じ
広告のページにB社を含めた3社の広告が別々に載るなど非効率的な事態が起
こっていた。そのため， Y社グ、ループ内で、の事業戦略において，子会社間の事
業の再調整が行われ，労働者総宣事業については， B社の 1社に統合されるこ
ととなった。こうして，業務の効率化のみならず，かかる事業において課題と
なっていた企業規模拡大による事業のスケールメリットの追求がはかられうる
体制が構築されていった。
その後， B社ではさらなる事業規模の拡大を図ることにより，病室会社とし
て力をつけることが必要と考え， 2005年から外部の一般企業への営業を強化し
ている。その結果，現在の契約件数でみれば， Yネ土が 30%,y社のグループ会
社が30%，外部の一般企業が40o/oとなっている。これらの拡大戦略の一環とし
て，登録センターを一清交労働者病室事業の激戦区である大阪梅田に開設し関
西地区の他の大都市にも展開する計画となっている。 2006年にはE 売上高は30
億円強，稼働人数は1000人強となっており，今後さらに増加することが見込ま
?
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れている。
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また， U雨量会社内の業務は営業，登録s 人選に加え，専従のスタッフフォロ
- I¥員を配置するなど戦略的に再編成し， Y社へのよりよし市雨量労働を提供す
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る体制を強化するとともに，外部への開拓を強化する戦略がとられている。
1. 3 C社の事例
(1）退職者の活用
大阪に本社がある製造業のZ社の100%子会社であるC社は，Z社の機能分社
の一環として 1986年9月に設立された290 その設立目的は， i国哉者の能力を
正規雇用とは違った形で活かす事業を行うことであり，その考え方は現在も変
わっていなし、。
C社では，大阪・東京にて労働者U雨量事業，人材紹介事業，事務イ桁事業（給
与計算，賞与計算およびそれに付随する業務）を展開しており，労働者U雨量事
業は売上高の 75%程度を占める主要事業である。労働者派遣事業の稼働者の
60%を占める女性は，政令で定める業務の第5号（事務用機器操作の業務）や
第8号（ファイリングの業務）に従事しており， 40%を占める男性は，第2号
（機械設計の業務）や第 18号（事業の実施体制の企画，立案の業務），第 25
号（セールスエンジニアの営業の業務）に従事している。このように， C社で
は，取扱う業種が事務系に特化しておらず， Z社（もしくはグループ。会社）を
退職した男性の派遣労働者も多いのが鞘教である。
どの業務においてもC社の事業は受注があった場合に対応する形をとってお
り， U市宣労働者の需要が発生すると，最初にZ社の退職者に声をかけ，応募者
もしくは適格者がいなければ広告によって外部から労働者を募集している。し
たがって，登録者キ稼動している労働者は， Z社の退職者やZ社関係者に紹介
された者が多い。そして， U雨量先を現在の契約イlf:数で、見れば， Z社が 70%,z 
29 c社 2007年8月23日， Z社（子会社への転得者にインタビュー） 2007年8月10日， Z社労
働組合 2007年12月21日聞き取りによる。
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社のグループ会社が25%,z社の取引企業が50,1oとなっている。
また，病室労働者の稼動人数は，設立問もない1987年には50人に過ぎなか
ったが，その後徐々に増え， 2006年には140人となり，それに伴い売上高も 10
億円弱と設立時の約5倍となっているが，インハウス的な事業展開は現在も変
わらない。
(2）労働組合の対応
Z社労働組合の基本方針は， Z社の仕事はZ社の従業員（正社員）が行うべき
であるが，例外的に外部労働者の利用を認めるというものである。病室労働者
の利用は，（1）特殊技能の活用，（2）育児休業中の正社員の代替要員， (3）年
度途中での湖識者が出た場合の欠員補充が原則であり，この原則は基本的には
現在も踏襲している。
Z社では病室労働者の利用の決定権は事知行にあり，事業所ごとに労使の話
し合いが行われている。そのため，一般事務業務に病室労働者を導入すること
の是非や程度について， Z社の本社や支社，工場ごとに温度差が生まれたのカ、
特徴的である。例えば，ある工場ではCADや製造業務などには誇負労働者を活
用していたが， 1998年まで一般事務業務を担うU雨量労働者を原則として導入し
ていなかった（急な欠員の補充や育児・介護休業中の代替要員は除く）。このよ
うに，一般事務業務への病室労働者の活用に対し，当該工場の労働組合が慎重
な姿勢を示したことが少なからず影響したといった事例も見受けられた。
一方，紹介予定派遣の導入に際しては，これを容認している。その理由とし
て， Z社では従来，人材確保は新卒者の定期採用を中心に行ってきたが，近年，
中途採用の比率を増やしており，事務職の中途採用の手段として紹介予定病室
を活用していることが挙げられる。その結果として， C社からも 1年に数人程
~ 
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度，この制度を利用して正社員に移行している。
1. 4 D社の事例
(1）余剰人員の再配置
大阪に本社がある製造業W社の100%子会社であるD社は，W社の企業ベンチ
ャー として， 1989年3月に設立された30。当時W社では，主力商品の生産台数
（売上高）の低下により発生した余剰人員を再配置するための新しいサービス
事業が求められていた。その際，事務系業務を中心に一般労働者U諸事業を開
始したのがD社で、あった。その後， W社ではD社と同様の事業を行う企業ベン
チャ一子会社のひとつで、ある E社が， 1990年 12月に東京にて設立された。け
れども，東西の別会社で労働者U雨量事業を展開するのは非効率であることから，
1997年にはE社を吸収合併し，それ以降，東北から九州まで各地にD社の支店
を開設するなど，拠長の増加に努めている。
W社では， ITインフラを整備するため， D担設立以前から ITスキルのある派
遣労働者を導入していたものの，間接事務業務に関しては，短大・高校卒の女
性正社員（事期庁採用）が担ってきた（ただし， W社の貿易業務を行う子会社
では，通訳などの語学に長けた派遣労働者を活用していた）。しかし，不況期に
入ると， W社では， 1994年から間接事務業務を担う短大・高校卒の正社員の採
用をストッフ。したため，新卒者の代替要員としてU雨量労働者を本格導入せざる
をえなくなった。それまでは間接事務業務を担う正社員が定期採用されており，
一年先輩が後輩に仕事を教えるとし、うスタイルが職場で確立していた。そのた
め， W社では間接事務業務を担う代替要員で、あるU雨量労働者についても，し、ゎ
初 D社 2008年1月9日， W社（子会社への出向者にインタビュー） 2008年1月9日， W社労働
組合 2007年10月25日聞き取りによる。
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ゆる新卒。遣によって確保された。現場では，第一次オイル・ショック時と同
様に， 2～3年後には正社員の採用が再開するであろうと見込んでいたが，実際
には再開されずー現在に至っている。その結果，間接事務業務を担う労働者のう
ち，派遣労働者の占める割合が上昇していった。
(2）労働組合の対応
W 社労働組合においては， 1985 年~~t±fト工および、腕章労働者についての具体
的な規制宇旨針を示している。当時の状況として，コスト削減・生産変動にあわ
せた人員の調整， ME化やICTの進展などにより専門性の必要な業務が発生した
ため，ネ汐ト工や病室労働者の導入は不可避であった。そのため， W社労働組合
としても，ネ汐ト工や病室労働者の導入は認めた上で，明確な目的のある業務に
導入することや，基幹業務には導入しないことなど，正社員の雇用・労働条件
等を守るための高い塀を築くことが必要で、あった。同十齢十の規制基準の基本方
針は，①社会的に分業・専業化している作業や，社内にない特殊技術を必要と
する作業に限定すること，②導入にあたっては，すべての労使の事前協議とす
ることである。特に，現在およひ
イ動条件に支障をおよぼすと判断される場合や，組合の日常活動・闘争時などの
統合計jや団結に支障を及ぼすと判断された場合は厳しく規制する旨が明記されて
いる。この指針が出された1985年にはF D社の派遣事業は開始されていなかっ
たが， 1998年に出された指針｛守こも同様の内容が盛り込まれた。ただし， W社に
おし、ては，病室労働者の発注は事業所単位で行っており， U稽労働者の導入・
活用度合は各事業所間に温度差があった。
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(3）ニーズの変化
資本系U鑓会社は，親会社および、グループ企業に対するU雨量を目的に設立さ
れることが一般的であるが D社では派遣会社の本質として，専ら派遣であ
ってはならないことから， W社にすべて依存するのではなく，設立当初から資
本関係のない外部の一般企業へのU雨量にも力をいれてきた。 D社設立時には， W
社および、グルー プ。企業と外部の一般企業のU雨量件数の比率は8対2で、あったが，
W社への新卒D雨量が急増した1996年から 1998年にかけてはその比率が9対1
となったO その理由として，外部の一般企業へのU雨量やW社および、グルー プ。企
業への一般U雨量も増加していたが， W社およびグループ企業への新卒U雨量が年
間約400件増加し，売上増加分の寄与度のうち半分を占めるまで、になったため，
内外比率の差が大きくなったことが挙げられる。
W社に1993年から導入され，その後急増した新制！雨量で、あったが， 1998年頃
から新卒。雨量は減少に転じ，逆にスキルを持った一般派遣が増加していった。
その当時の状況として， U雨量労働に参入した労働者の中には，バブル期に新卒
で正社員として採用され，大企業において十分な教育・訓練を受けた後，不況
期に自発的に離職した，高いスキルを持った者が多かった。そのため， W社の
職場においても，新卒U雨量とスキルを持った一般派遣が混在し，その活用価値
を比較する中で，即戦力となるスキルを持った一般派遣を選好する傾向が次第
に強まった。
また，この頃からD社のU雨量労働者の業務内容にも変化が見られるようにな
った。これはWindowsの導入による日寺代の要請でもあるが， 1990年代には政令
で定める業務の第8号（ファイリングの業務）が多かったが， 2000年代に入る
と減少し，大半が第5号（事務用機若搬作の業務）となった。加えて， D社で
は， 2002年にテクニカル部門を設立し，第1号（コンピューターのシステム設
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計）の病室にもカを入れ，現在では， D社全体の売上の 15o/oを占めている。
(4) D社の事業展開
D社では，一般労働者総宣事業，有料職業紹介事業，訪問介護事業などを展
開しているが，売上高の約8割を一般労働者約宣事業が占めている。取扱し、の
多い職種トップ3は， 一般事務， IT・ソフト，営業 ・販売職でありーその他，
秘書・受付などのオフィスワーク系の職権，デザイン・CAD・設計などのクリエ
ーター系の専門職，電気，機械，バイオなどの幅広い技術系職種なと多様な
ラインナップをそろえていることがD社の強みでもある。
D社の従業員は約 500人であり，社長をはじめ，各部長や支店長に数人の W
ネ土からの出向者が在籍し， W社とのパイプ役となっている。また，これらの出
向者はW社の人事部の経験を持つ者が多く，豊富な知識・人脈を持っている。
また， D社では，営業担当とコーディネーターに大きく分かれ，業務を分担し
ている。
1990年代初めから現在までに，新規登録者数は 1.,000人から 20,000人へ，
稼働者数は500人から8,000人へ増加しており，それに伴い，売上高も 15億円
から 340億円へと着実に増加している。現在型 W社およびク守ルーフ官業と外部
の一般企業の事荷重件数の比率は2対1となっており，売上高はともに増力凶頃向
にある。まず，前者に関しては， W社への新卒総宣の大量投入以降， 1998年の
時点でW社本体の派遣労働者のうち， D社のそれが6割を占めていた。その後
さらにシェアを拡大し，現怠では8割を占めており， W社の業務に就く稼働人
”も増えている。他方，外部の一般企業の総宣件数も増加しており E D社は，
派遣労働者の満足度向上のため，さらなる規模拡大を目指し，今後さらに新規
開拓の積極推進を進めてゆく予定である。
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2 独立系派遣会社の事業展開と人材管理
つぎ、に，一般事務（事務系業種）を中心に事業を展開する独立刻雨量会社（E• 
F・G社） 3社のインタビューの事例を用いて（表7），各派遣会社の設立経緯や
事業展開の仕方，今後の事業展開の方向性iこついて通時的に分析するヘ
表7E社， F社， G社の事業展開
E社 F社 G社
設立持の出資企業 AH崎断匂理店 ビルメンテナンス業等 なし
労働者普鑓事業ハの参入日繍 1986年7月 1986年8月 1986年7月
病霊会持ガ実模（インタビュ一時）
q拠長 ⑪申戸・対反・加古川 ①対反（京町・梅田） ωぜ反・東京・女鵬・名古屋
G漸規澄録者数 ＠胸人 ⑫側人 ②迎別人
＠淵動人数 ＠∞人 ③l側人強 ③1100人
＠混と高 ④15億円 @22億円 c30億円弱
－親会社社員の働きかけにより， ・グ〉いープ会社の事業の中で －将米事業として 「派遣業j
1980年イセ後半 親会持土の出資受け，菊視ビジ 需要を認識し，グ〉トプ会 を輿し対！反で倉｜撲（1985
敏立・倉l撲当時） ネスとして設立（1985僧 社餅士カ瓦らの出資を受け， 年）
－神戸本社対反対瑚業住 芳槻ビジネスとして設立 －名古屋克苫，東京支店を開
な病室業簡ま貿易事務 (1986年J 業（1985年）
(1985年） －事務用転嫁封劇’乍とファイリ ・OAメーカー及びシステムベ
－加古川にH社を設立（主な ングを中，［.~こ派遣（設立～ ンダLー と連携した，デー タ
病室業種は事務用機搬作） l蜘 年イ勺 一・エントり一業務にて事
(1989年J 業を抜汰翁l撲～）
－親封土例朱をE出土員が買 －金融・保険業等におけるク
1蜘年代 い取ったことにより，自社の レジット，信紙ローンな
矧末比率約畠半数となった ど¢凌付業務，大手建設業
(1997情 の現場事務などにより取
’・H社をE社に統合（1998年） 扱業務の幅が広がる（1鰯
年）
・コー ルセンター のの派遣を －単発・作業L系業務から紘基
2000年代 開始 (2側年頃～） 3長期の事務系職径の比
（現泊。 ・保育分野＼の派遣を開始 率が高まる (2側年内
(2()()2年J －砂開規契扮野ハ仰向宣を開
－樹扮野ゆ派遣を開始 始 (2003年）
(2004年） －ウェブデ、手インを手掛ける
企業と提携しウェブ系の
クリエー ター ・エンジニア
のU稽を開始仰3年）
－プロスポーツ選手砂セカン
ドキャリアのサポー トを
開始 (2005年J
将来 ・事楽1Jt:kの予定なし ・対反を基調震とし，周辺分野 ・事務繍掘の派遣から事司
〈拡大 性の高い病室へ重心を移
す
（出典）インタビュー内容をもとに筆者が作成
31資本系羽雨量会社と同様に，派遣先企業へのインタビューを試みたが叶わなかった。
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2. 1 E社の事伊1r2
(1）設立の経緯
神戸市に本ネ土があるE社は，船舶代理店などを手掛ける外資系企業V社（現
在は日本から撤退）を大株主とした病室会社として， 1985年5月に設立された
お。設立の経緯は，「船舶代理店で培った経験 ・技術を持つ人材を活かす方法と
して，新しく法認される派遣労働が有効であるj と考えたV社社員が自社に働
きかけたことによる。そのため，資本の面ではV社の出資を受けていたが，独
立したビジネスとして派遣会社を経営する独立系派遣会社のスタンスで事業が
展開された。
設立当初は，親会社V社の主要フィールドである神戸港・大阪港を足がかり
に， V社の取引先や関連企業などに対して，貿易事務（第11号）など貿易業界
で求められるスキル（経験）を持つ病室労働者を中心に供給した。神戸本社と
大阪支社は同時に開業し，共に貿易関係の業務に対して派遣労働者を供給する
強みを活かして事業を拡大した。その後事 1989年2月には，工場地帯で、ある加
古川市において，側関，化学などの製造業企業に対し，事務用梯号操作（第 5
号）などの一般的なスキルをもっ労働者をU向宣するH社を別会社として設立し
た。しかし，別会社として労働者派遣事業を展開する意義が少ないことから，
1'998年3月にH社をE社に統合し，以降， E社は神戸，大阪，加古JI の3拠長
で立地環境に即した事業を展開している。なお，現在のところ拠採の増加など
の事業拡大の予定はない。
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ai 2009年2月27日に聞き取りを行った。
叩 1997年にV宇土が日本から撤退するに際して＇ E社の社員がV社の鵠式を買い取っている。それ
え，現在は自社の持株比率が過半数となっている。
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(2）貿易事務特化とスキル
E社では， U雨量労働者の多くは， 3か月更新のフルタイムで働いている。貿易
事務に就く者は， 30歳代後半から40歳代が多く（1985年当時は30歳前後が多
かった），既婚者や子どもを持つ者も多い。一方，一般事務に就く者は20歳代
後半が多く，そのため，前者に比べれば既婚者や子どもを持つ者が少ない。
上述のように， E社の派遣業種は拠長によって主体が異なっている。神戸と
大阪では，貿易事務（第11号）が50～60%を占め，データー・エントリー（キ
ーパンチャー）などの事務用機器操作（第5号），ファイリング（第8号）が合
わせて30%となっている。この割合は，事業開始時から現在までほとんど変化
していなし、。一方，加古川では，その大半が事務用機若搬作（70%）であり，
その他はファイリング， 研究開発，貿易業務，機械設計（25%）である。 1999
年に労働者U雨量法が改正され， U雨量対象業務が自由化された後は，一般事務に
分類される業務も発生しているが，現在5%程度に止まっている。
スキルを要する貿易事務が主なU遺業種で、ある神戸と大阪で、は， U雨量労働者
の高いスキルレベルが求められる。スキルレベルを5段階（最も高いレベルを
5とする）で分ければ， 1980年代後半では上位2層（5,4）が中心で、あったが，
1990年代前半では4,3, 1990年代後半以降は3,2層に中心層が低下してきて
いる。スキルレベルの低下をもたらした主な理由として，企業における育成シ
ステムの変容が挙げられる。貿易事務を行うU稽労働者は，正社員として貿易
関係の企業に勤めていた者が，朝哉の際に派遣労働者に移動するのがメインス
トリームである。しかし，バブル経済崩壊以降，正社員に対する教育・司｜練が
減少し， U鑓労働者などの非正規労働者に貿易事務を担わせる企業も増加した
ことから，貿易事務を担う新たな労働力の備会機能が低下した。すなわち新た
に貿易事務を習得する若年労働者を減少させ，その結果U雨量労働者へ転籍する
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労働力の減退という実情を招いた。その環境の中で、貿易業界への病室は人材不
足を最大理由にして未経験者層採用へ道を開くことにつながり，当時の病室労
働者全体のスキルレベノレは必然的に低下することになった。
それに対応するため，病室会社において教育・ ~Jtl練を行っている場合が多い。
なぜなら，貿易事務の業務は経験が重要となる。知識だけであれば1,2か月程
度で習得可能であるが，少なくとも 3か月から半年程度の実務を経験しなけれ
ば，仕事の全体像，流れは理解できない。経験者であれば，プランク（10年以
下）があっても現在の書類やツーノレ，システムの研修を行えば派遣労働者とし
て病室が可能である。しかし，そのような対象者は減少している。また，週 5
日のフルタイムで働いている稼働スタッフに対し一括して訓練を行うことは容
易ではない。 E社においても，商社 ・船社・さらには海上貨物取扱事業の情報
などについて年1～2回無料の研修（休日の毎土曜日に一日の研修を1カ月程度）
を行っていたが，実務経験を伴わない机上・明彦には即戦力への効果が望めない
ことから， 2007年以降休止している。off-JTの講座から脱却し0汀による教育
を模索 ・検討している段階である。現在の教育訓練制度としては，教育訓練校
と提携し，パソコン，簿記・経理， CAD，そして貿易事務の講座を割引料金で受
けられるようにしている。また，事務所内にPCブースがあり誰でも自由に練習
できる環境を整備している。
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(3) E社の事業展開
易新実を主体にU鑓事業を展開するE社では，貿易関係に9齢、ことが病室
先企業，派遣労働者に対してアピールで、きる強みである。また，営業とコーデ
イネーターの業務を兼務する外勤スタップが，現在p 神戸と大阪では1人につ
き60～65人程度，加古川では90～1100人程度の派遣労働者を担当しており，更
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新時や企業訪問の際に派遣労働者のフォローを行っているO その他， E社では
内勤スタッフがホームページや求人雑誌・ウェブサイトへの募集情報を掲載し，
登録の手続きや社会保険等の事務手続きを行っている。なお， E社では， l拠
点当たり内勤・外勤を含めて3～5人の従業員で事業所を管理・運営している。
それゆえ，内勤スタッフと外勤スタッフがお互いの動きを綿密に把握しており，
伝達がスムーズであり，責任もはっきりしている。
E社のU雨宣先企業数は，1980年イ機半には170～180社で、あったものが次第に
増加し， 1990年代前半には230社に達した。しかし， 1995年の阪神大震災を機
に登録者・求人ともに減少し1990年代後半には180社にまで落ち込んだが，そ
の後再ひ糟加に転じ2000年代後半には270社に至っている。また， E社の鞘敷
として，一般事務の多し、加古川では，一社当たりのE社からのU鑓人数は複数
名いるものの，貿易事務の多し神戸と大阪では， 1人または2～3人の少鋭取
遣が多いことが挙げられる。
そのため，稼働者数についても派遣先企業数と同様の動きを示している。1980
年代後半の350人から1990年代前半には500人まで増加したが，震災後の1990
年代後半には1980年代後半の水準まで減少し，現在では再び500人まで増加し
ている。ただし，新規登録者数（年平均）については若干伸び悩みも見られ，
1980年代後半の450人から 1990年代前半には550人まで増加したが，震災後
の1990年代後半には200人まで減少し現庖では増加に転じているものの400
人にとどまっている。
また，売上高は1980年イ切変半の5億7000万円から 1990年代前半には14億
円まで増加した後，震災後の1990年代後半には8億8000万円に低下したが，
現在では15億円まで売り上げを伸ばしている。
なお， 2009年1月下旬以降，契約を終了する仕事が増えており，新規案件も
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少ないことから，すべての数字が減少に転じることが予想される。
2. 2 F社の事伊P
(1）設立の経緯と業務の拡大
大阪市に本社があるF社は，ビルメンテナンス事業等を行うグルーフ。企業数
社からの出資を受け， 1986年8月に設立されたお。 グループ企業の事業の性格
上ピルのオーナーとの関係が深く，受付業務などビル内部で、発生する需要を認
識し，新たなビジネスとして事業を立ち上げた。
設立当初から親会社やク♂ルーフ川会社への派遣比率は数ノ 一々セントと低くへ
その他の企業に対して，事務用機器操作（第5号）やファイリング （第8号）
など事務系職種の派遣を主として事業を展開してきたが， 2000年頃からは新た
にコールセンターへの病室を開始し，近年その割合が高くなってきている。電
機産業としりた製造業企業のコールセンターへのU鑓が多く，企業によっては，
コールセンターで働く派遣労働者の大半をF社からの桁重労働者が占めるケー
スも見られる。電機産業のコールセンターは繁閑が季節変動的であり， Fネ土が
契約する続賞先企業数社においては夏に多くの需要が発生することから，夏に
はF社の派遣労働者のうちコールセンターで、就業する者の割合が3～4割まで、高
まる。また， 2002年には人材紹介と紹介予定腕章を開始するとともに，保育分
野に進出するなど，業務分野を拡大している。 2004年には福祉分野への派遣も
開始したが，保育 ・福祉分野とも慢性的な入手不足のため病宣労働のニーズは
あるものの3 時給が安いことと相まって，労働者腕章事業としてはそれほど育
っていない。現在，事務やデーター ・エントリー（キーパンチャー）など事務
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は過半数となっている。
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系職種が40%と最も多く，続いてコーノレセンターのテレコミュニtケーターやス
ノーミー ノミイザー を含むカスタマー サポー トが35%を占めている。なお，保育士
や介護士（ホー ムヘノレバー ）など保育・福祉系月謝重は19%となっている。
(2）派遣労働者のスキルチェックと教育訓練
F社では登録時に PCソフトを用いたOAテストによってエクセルやワードの
基礎スキルを確認するとともに，経験のある業種・職種・OA機若操作や保有資
格に関する詳細なスキルチェツクシートの記入を求めている。また，保育士・
幼稚園教諭希望者については，実務経験（担当クラスや人数，業務経験など）
を記入する確認シートも提出することになっている。これらの書類と面接で得
られた情報はデーターベースで管理している。
また就業前のオリエンテーションでは，基礎となるビジネスマナーと個人情
報保護法に関する基本的瑚卒を深める研修を行っており，年1回F社主催の個
人情報保護セミナーを行っている。また， F社にはキャリア・カウンセラーの
資格を持つ社員が2人在籍し，U雨宣労働者の相談等に対し個別に対応している。
その他スキルアッフ。については，教育訓練校と提携し， PC,CAD，語学，音楽，
そして保育士など資格取得やスキノレ向l上のための講座を受講することができる。
(3) F社の事業展開
F社では，グループ企業の取引会社への事務系職権等例措から業務を開始
し，その後コーノレセンター，保育，そして福祉といった新たな分野へ業務を拡
大していった。
U雨量先件数は1980年イ機半には50弱社で、あったものが次第に増加し， 2000
年代後半には250弱社に至っている。1社当たりのU雨量人数は，事務系職種や
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保育・福祉系1樹重の場合2～3人程度であるが，コールセンターのテレコミュニ
ケーターは50人程度と多くなっている。そのため，稼働者数については取扱業
務の拡大に比例して増加してきている。 1980年代後半には100人弱で、あったも
のが次第に増加し 2000年代後半には1000人に達している。新規登録者数も
稼働人数と同様の動きを示しており， 1980年代後半の600人から増加を続けて
いる。 2000年代後半には2400人に達し，現在の登録人数は3万人（累計10万
人）である。
また，売上高も 1980年イにー後半の 3億円から一貫して増加傾向にあり，現在
22億円まで売り上げを伸ばしている。
なお， F社においても2008年9月下旬以降，契約を終了する仕事が増えてお
り，新規案件も少ないことから，すべての数字が減少に転じることが予想され
る。
F社は， E社とは反対に，派遣業務を特化せずバランスよく総合的に扱うこと
により安定した経営を行おうとしている。また，病室会ネ土が乱立する中なかで，
他社との差別化を図るため，企業イメージを大切にしている。例えば，個人情
報保護法に関する研修やセミナーを実施するとともにー法令違反も目立つ病室
業界において軍役員に検事長経験者を置き，法令順守を徹底する姿勢を示して
いる。また，女性が働きやすい環境づくりにも力を入れている。全国的に新規
登録者が伸び悩む傾向があるなかで，新たなU雨量労働者層として子どもを持つ
既婚女性を視野に入れている。子ども同伴でも登録に来ることができる体制作
りや，自社の正社員のみならず登録型U荷重労働者も同条件で産休・育休取得で
きるようにしている。
F社の拠点は大阪の 2か所のみであり，今後拠点を増やす場合にも，全国展
開ではなく地域限定的に考えている。それは，ビルメンテナンス事業を行うグ
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ノレープ会社が東京に進出し大手施設の管理事業を行ったものの， t労働者の確保
が難しく数年で東京から撤回した経験から見いだされた企業姿勢である。した
がって， F社では，これまで、行ってきた事業を基盤として，地域に根差し，周
辺分野の業務ハ事業を展開してし、く堅実経営を書見している。
2.3 G社の事伊f1 
(1) G社の事業展開と業務の拡大
大阪市に本社のあるG社は， 1985年3月に創業された。そして同年7月には
早くも名古屋支店・東京支店が開設された。 E社， F社とは異なり母体企業はな
く，将来事業として rv雨量業jを興した。 1980年代当時， OA化の進展に伴いデ
ーター・エントリー（キーパンチャー）業務の需要が増加した。その際に， G
社はOAメーカー及びシステムベンダーと連携して，東京と名古屋においてデー
ター ・エントリー業務を担ったことにより，事業が拡大していった。
その後，1996年にU雨量労働の対象業務が13聯重から26職種に拡大されると，
金融・保険業等のサーピ、ス分野におけるクレジット，信販，ローンなどの受付
業務，大手建設業の現場におけるフ。ロジェクト単位の現場事務なと取扱業務
の幅が広がった。
また， 2003年には「研究開発事業部Jを開設し，研究職，研究補助職を研究
所や大学の研究室にU市宣するようになったO 特にバイオ系、化学系に特化して
おり，現在，売上の25%を占めている。この分野の市場が拡大していることか
ら， G社においても今後売上の50%まで引き上げることを目指している。さら
に，同年ウェブデザインを手掛ける企業と提携し，ウェブ系のクリエーター・
エンジニアのU雨量にも進出した。
幻 2009年3月5日に聞き取りを行った。
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くわえて，他社では手掛けていない新規分野として， 2005年には「セカンド
キャリア部Jを開設し，プロスポーツ（野球・サッカー）選手が現役をリタイ
アした後の，ビジネス界への転身をサポートしている。プロスポーツ選手のリ
タイア後のサポート体制が整備されていない日本では，引退したスポーツ選手
は物流関係の企業に就職したり，飲食店を開いたりする者が多い。F社では，
彼らに対して2ヶ月ほど社会人になるためのトレーニングを行い，キャリア・
カウンセリングによって特性を見極めた上で，その能力が活かせる職場に人材
を送り込んでいる。さらに， 2007年には技術者を総宣する企業をグループ化し，
プラント、機械に特化した設計に関する技体織の病室を開始した。
(2）戦略の転換
このように， G社では， 1990年代まではOA機器操作（第5号），ファイリン
グ（第8号）や貿易事務（第11号）などの事務系職種のみを取り扱い，単発・
作業系の業務も多かったが，その後事業方針の変更を行った。単発の業務を減
らし，中・長期的な業務を増やすとともに， 2003年からはニッチの分野の専門
性を高めた業務へ進出している。その背景には，単発の業務ではそれを担当す
る営業担当の負担が大きく、労働者病室事業を支えるG社の正社員の離職率が
高くなり，人材がなかなか定着しないとしづ問題が生じたことがある。
戦略転換の結果，稼働者数は若干減少し，売上高の伸び率も鈍化した。けれ
ども，派遣労働者のスキルレベルは向上し，中・長期的な業務に特化したこと
により，労働需給が安定化し， U雨量先企業・派遣労働者双方へのケアの対応力
が強まったことが，現怠のG社の強みとなっている。
なお， G社の売上は1985年の設立時から右肩上がりに増加していたが，急激
沿拠点拡大を進めるなかでバブパ経済が崩壊した結果， 1994年から .1996年の
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3年間の売上高は低迷したが経営戦略の見直しなどにより再ひ法普益に転じ，
現在の売上高は30億円に達している。そのうち事務系職によるものが70%,
研究職によるものが25%強を占めており 売上高でみれば近年日寺給単価の高い
研究職の比率が高まっている。
一方，稼働者数・新規登録者数は以下のように推移している。不刻勤者数は，
1980年代後半の500人から右肩上がりに増加し，2000年には1500人に達した。
その後，事業方針の転換が行われ稼働者数は減少し，現在1100人前後となって
おり，それまでは70%で、あった事務系耳蹴重の比率は90%強まで、高まっている。
一方，新規登録者を見れば， 1980年代後半の 1000人から徐々に増加してきた
が， 2003年頃から事務系職は年間3000人程度で安定的に推移している。一方，
業務拡大している研究職は，現在1000人に達している。
また， U雨宣先企業数は創業当時10社前後で、あったが，現在では300～400社
となっており，そのうち固定的な関係の企業は300社程度となっている。
なお， E社F社と同様に， 2008年12月下旬以降，契約を終了する企業が増え
ており，新規案件も少ないことから，すべての数字が減少に転じることが予想
される。
(3）派遣労働者のlスキルと教育訓練
G社では，貿易事務や研究・煽！？開発部門など専門性の高い業務については
営業担当がコーディネーターを兼務する一方で、，その他の業務では原則として
営業とコーデ、イネーター業務は別々の社員が担当する分業制をとっている。な
． 
ぜなら，その方が効率がよし、からである。ただし，営業担当とコーディネータ ｜！ 
ーは毎日情報交換を行っており，綿密な連携をとっている。
また，登録時には， PCソフトを使ったOAスキルチェックと面接を行い，そ
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の他，状況に応じて社内でカウンセリング、行ったり，必要があれば人材紹介部
門と連携して制裁カウンセリングや面接訓練などを行い，総重労働者のステッ
プアップを支援している。また， PCスキル向上のための講習として，各拠点に
おいてオンデマンド方式の講習が、朝痛されている。また， CAD，英会話，そして
各種資格取得に関しては，教育訓練校と提携しており，割引料金で受講できる
体制である。その他の専門業務に関する講習会は随日寺行われている。
G社では，事務系職種の病室から専門性の高い病室へ重心を移しており，専
門性の高い登録者の確保が重要視されてきている。
3 小括
前半の資本系派遣会社にかんするケーススタディでは，大阪に本社のある大
手企業の子会社として設立された資本系病室会社の事業展開について， 4事例
を取り上げた。 A社は，直用のパートタイム労働者を子会社の登録型派遣労働
者に移行させることで管理が外部化した事例であり，労働者病室法制定（施行）
I I : 当時，金融・商社系の企業においてよく見られた形である。また， B社は，親
. 
re 
会社やそのグノレープ会社における高いシェア率を保ちながら，外部の一般企業
への開拓に乗り出した事例であり，独立系派遣会社の要素が強まっている。ま
たD社も，親会社やそのグループ会社へのシェアを増やしながら，外部の一般
企業への腕章も増加させている事例である。反対に， C社は，インハウス的な
・申叫を守る事例であη，資本系派遣会社の要素を今でも強く維持している。
また，後半の独立系病室会社のケースでは，関西に本社のある独立系病室会
社3社の事例を取り上げた。そのうち， E社と F社は設立時に親会社やグルー
プ会社から出資を受けているが，現在は過半数の株を自社で保有している。ま
た，設立当初から，親会社やグループ会社へのU槌比率は極めて偉いことから
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独立系U雨量会社に分類した。一方， G社は設立時に他社から出資を受けておら
ず，資本関係のみでみても独立系U雨量会社に分類される事例である。 E社の派
遣業務は貿易事務に特化しており 母体企業の人脈を活かして事業を開始し事
業を拡大していった。また， F社もグループ。会社の人脈を活かし事業を開始し
た0v雨量業務に関しては， 1990年代まで、は事務系麟重が主流で、あったが， 2000 
年頃からは新たにコールセンターや保育・福祉分野へ拡大させている。この点
は， G社とも共通する。 G社では， 1990年代まで事務系耳蹴重と単発・作業系の
業務により事業を行ってきたが， 2000年代に入り，単発・作業系の業務から撤
退し，事務親権の割合を高めるとともに，研究開発分野やIT分野への派遣を
開始することにより専門性の高い業務への派遣を拡大している。
つぎの第4章では，労働供給サイド（iJ雨量労働者） ~こ対して行ったアンケート・
インタビュー調査をもとに，女性労働者が派遣労働者に至るまで、の多様なキャ
リア・パスを捉え，これを入職理由と関連づけて分析を行うことにより，女性
労働者にとっての派遣労働の位置づけを検討する。
68 
． 
第4章供給サイドの分析：女性派遣労働者のキャリア・ハス
本章では，新井 ・オて村 ・水野町市宣労働者の入酬を路に関するアンケート調
査J(2003年実施）と，筆者の行った「病室労働者のキャリア・パスに関する
インタビ、ュー調査J(2006年実施）を用いて，腕章労働者がこれまでに経験し
てきた雇用形態・職種の特徴を明らかにしその上で派遣労働を続けた場合の
キャリア形成の可能性を考察する。
最初に，病室労働者全体の平均的なキャリア・パスとその入職理由を分析し，
続いて女性の就労のターニング ・ポイントとなるか敵国状況と子どもの有無でサ
ンプルを分解8 （「未婚・子なしJf既婚・子なしJr既婚・子ありJ）し，それ
ぞれのグ、ループの特徴を明らかにする。それにより，女性労働者の労働移動に
際する新たな「受け皿Jとして，病室労働が機能していることを検証する。
1 アンケート調査
1. 1 調査の方法
まず，アンケート調査の対象者は，人木村雨量会社の Xぜ9に登録している登
録型腕章労働者（同社の営業拠長との関係上世対象者の居住地は，関西・中国 ・
四園地方）である。調査方法は，同社において調査時点で就労していた男女の
労働者に対して，同社が発送した給与明細票（2003年 10月22日付， 1,500通
強）のうち， .1,450通に同封する形で調査票を郵送した。調査票の回収数は497
通，有効回収率は34.3%で、あった。なお，本稿は調査時点で事務系業務に従事
している女性腕章労働者290サンプルのみを用いて，分析を行う。
明 快婚・子ありJ(8人）はサンプパ敬が少ないため，本稿の分析対象から除外する。
JASDJ¥Qに上場してL、る人材紙童会社であり， S鑓業務内容は営業事務キ糧理事務などの事務
が中心である。なお， X社をはじめ，調査にご協力いただいた派遣会社のコーディネータ
ーや派遣労働者からは，本稿におけるデーター利用について承諾を得ている。
69 
1. 2 平均的なキャリア・パス
最初に，アンケート調査から得られた派遣労働者の基本属性と平均的なキャ
リア・パスを確認する。
最終学歴は，短大・高専・専修学ヰ交卒が45.2%と最も多く，高校卒が29.0%, 
大学卒が 25.5%と続き，中学卒はいなし、。また，回答者の年齢層は， 25～29
歳層（33.8%）と 30～34歳層（34.1 %）が特に多く，合わせて 70%近くを占
めているが， 35～39歳層（21.7%）の栴民側見できないω。
次に，平均的なキャリア・パスについて確認すると， U雨量労働者のうち初職
に正規雇用41を経験した者は，全体の 82.4%と圧倒的に多い。また雇用形態
を変える中で，一度でも正規雇用を経験した者の割合は 90.0%を占めている位
（表的。
では，初職から「初めてJU雨量労働に就くまでにイ可種類の雇用汗織を経験し
ているのであろうカ斜。アンケート調査によれば，初職を離職した後に平均0.5
回（最ノjイ直O，中央値O，最大値4）他の雇用形態で働き， U雨宣労働に入職して
いる。また，初職で事務職を経験した者は70.0%を占め，派遣労働者になるま
でに一度でも事務職を経験した者は82.4%と圧倒的に多い。
40 24歳剰荷層は4.1%, 40歳以上層は6.2%存在する。
41以下では，正社員と公務員を「正規雇用J，契約社員，臨時・日雇労働者とパート・アノレバイ
トを「非正規雇用J，自由業，自営業主と自営業の家族従事者を「その他Jと大括りに分類し
て分析を行なう。
位生命倒食文化センター（2000）によれば D鑓労働者の初臓のうち「民間企業の正社員Jが全
体の74.1%を占め，「パー ト・アノレバイトJは15.6%に過ぎない。また， リクルート・ワーク
ス研究所（2001）では，派遣労働者の94.6%が制裁を経験し，そのうち初臓として「四議員j
で、あった者が，全体の72.3%を占める。また，翻哉を含めて「正職員Jを経験した者は81.2%
存在し， B礎労働者となる直前に経験した就業形態として，「正職員Jであった者は32.4%, 
-「パー ト・アノレバイト・フリーターjで、あった者は32.3%となっている。
信キャリア・パスにおいて，「中断Jも含めて雇用形態を「正規雇用j「非正規雇用J「その他j
と大括りに分類し，この分類聞をまたいで移動（「→Jとして表記）した場合，「l回Jとカウ
ントする。例えはある者のキャリア・パスが「正規雇用→中断→非正規雇用→中断→派遣労
働者Jだ、った場合，「→Jが4つとなるため， 4固とカウントする。
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表8 正規雇用者およて埠務職従事者数
’a噌’ 正規雇用者数（%） 事務職従事者数（%）μ臼
k因 チの有無
状 棚磁 経験者 者｝買議 経験者
況
子なし 147人 166人 123人 147人
／長 (189人） (7. 8%) (87. 8o/o) (65. 1 %) (7. 8'Yo) 
婚：子あり 6人 6人 6人 7人
(8人） (75. 0%) (75. 0%) (75. 0%) (87. 5~/o) 
子なし 54人 57人 16人 52人
既 (60人） (90. 0°/o) (95. 0°/o) (76. 7o/o) (86. 7°/o) 
k野 子あり 32人 32人 28人 33人
(33人） (97. 0%) (97. Oo/o) (8L1. 8%) (1 QQ. 0°/o) 
合日卜（290人）
239人 261人 203人 239人
(82.1%} (90. 0%) (70. 0%) (82. 1 <ro)
（出典）アンケート調査結果をもとに筆設が（特丸
さらに，附賃労働への入職理由（複数回答）を見ると 「パー トやアノレバイト
よりも収入が高し、からJ(53. 8%），「仕事内容が選べるからJ(3. 1 %），「労働
時間が選べるからJ(32. 8%）といった積極的な理由だ、けで、はなく，「正社員と
して就職が決まらなかったからJ(3. 8°/o）としづ消極的な理由から入職する者
も多い。
このことから，腕章労働者の平均的なキャリア ・パスとして， パート ・アル
バイトよηも収入が高くへ正規雇用に比べれば自由度がある反面，正社員と
しての就職が決まらないなどの理由から，正規雇用・事務職を械哉とし 2番
目の雇用形態として病室労働に至ることが指摘できる。
，．滋省統計局 f労働力調査（詳細結果）J (2005年）によればF 女性のパート・アノレパイトの年
収は量 100万円未満が58.8%と過半数を占め＇ 100～199万円は35.7%, 200～299万円に至っ
てはわずか4.'6%に過ぎなし、一方s担槌労働者の年収は， 100万円未満が2.6＇%であるのに
守して， 100～i鈎万円は38.7%と最も多く，次いで200～299万円が29,.0%となっている。
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1. 3 婚姻・子どもの有無と就労
まず，初めて派遣労働者となった際の女敵因状態を，子どもの有無別に見た継
続就業者と就業中断経験者に分けてその数を確認する（図9）必。
「未婚・子なしjの場合， 1人を除いて潟新実就業しており，「既婚・子なし」
の場合， 76.7%が潟蹴就業している必。一方，「既婚・子ありJの場合，悩完就
業の割合が36.4%にまで低下する。この結果から，先行研究の指摘するように，
就業を中断する要因に出産・育児があることは明らかである。
では，未婚もしくは子どものいない既婚期に派遣労働に入職し，その後に結
婚（出産）した者はどのようなキャリア・パスを描いているのであろうヵ、「既
婚・子なし」で入職した者のうち， U荷重労働を潟機中に出産した者は4人存在
し，そのうち3人は1年以内に派遣労働者として復職している470
図9 婚娘状況’・子どもの有無別分類
継続就業者（5人， 1.7%) ， 
子どもあり
＼ 就業中断経験者（3人， 1.0%)， (8人， 2.8%) 
未婚
／継続就業者（188人， 64.8%) （間人， 67.附）＼
事務系業務に就く派遣労働者
(290人，100%)
子どもなし
(189人，65.2%) ＼就業中断経験者（1人， 0.3%) 
子どもあり
継続就業者（12人， 4.1 %) 
既婚 ( (33人， 11.4%) ＼就業中断経験者（21人， 7.2%) 
(93人，32.1 %）、
／継続就業者（46人， 15.9%) 子どもなし
(60人， 20.7%) ＼就業中断経験者（14人， 4>8%) 
（出典）アンケート調翫操をもとに筆者が作成
6 本調査では，結婚および出産時期については質問していないため，これらを踏まえたキャリ
ア・パス分析は行えない。
必ただし， 14人の就業中断経験者のうち， 8人については中断期聞がl年以上3年未満と短期間
であり，継続就業との違いはあまり見られない。
47 lJ積労働の契約期間は3ヶ月程度の短いものが多いため，出産前に契約を終了し，出産・育児
のため慨した後，新たに鰍を結場合が多い。なお，本稿で、は1年以内の糊峨業中断
ではなく，継続就業と見なす。
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また，f未婚・子なしjで、派遣労働者に入職した者のうち，現在 f即香・子な
しjの者が20人， f既婚・子ありjの者が8人柄主する。「既婚 ・子なしjの者
の20人中 17人矢「既婚・子ありjの者でも8人中6人が就業を継続しており，
U鑓労働闘能続就業が決して不可能な雇用形態ではないことがうかがえる。
以下では，女性の就労の中断や変更の要因となる女敵国状況 ・子どもの有無が
派遣労働の継続就業にどのような影響を与えているのかを検討するため，デー
ターを「未婚 ・子なしj 「既婚・子なしj 「既婚 ・子ありjの3つに区分した上
で，それぞれの特徴を見てゆく。
(1）未婚・子なし
まず，アンケート調査のデーターを用いて，サンプル全体の65.2o/o (189人）
を占める「未婚・子なしjの病室労働者のキャリア ・パスを確認する。
表8に示されるように， 189人中77.8%の者が初職で正規雇用を経験してお
り，その後の経験を含めると 87.8%の者が正規雇用経験者である。初職で正規
雇用を経験した者に限れば，平均6.5年（最小｛直1年，中央値6年，最大値23
年）他の正規雇用での就労を経験した後に，平均0.4回（最小値O，中央値0,
最大値2）の雇用形態を経て，平均27.7歳（最年少20歳，中央値27歳，最年
長4.2歳）でD稽労働に入職している。
この層で最も多いキャリア ・パスは，「正規雇用→病室労働者Jであり，全体
の約半数（-19.7~~）を占める（表 9）。次いで多いのは，「正規雇用→非正規雇
用→病室労働者J(23. 3~·~）であり，学卒後のキャリアを正規雇用として始めて
いる者が多い。ただし，非正規雇用からスタートする，「非正規雇用→U縫労働
ただし就業中断経験者の3人についても中断期間が1年以上3年剰荷と短期間であるため，
r土b瞥との違いはあまり見られなハ
73 
者J(8. 5%），「非正規雇用→正規雇用→U縫労働者J(4. 8%）も，1 それぞれ 3
番目・4番目に多い経路として柄生しており，非正規雇用から病室労働者への
キャリア・パスの柄生も見過ごすことはできない。
つぎに，耳新重の遍歴について確認すれば， 65.1%の者は初職で、事務職を経験
し，その後も含めて77.8%の者が事務職を経験している（表8）。雇用汗宛凱リに
初職の職種を見れば，正規雇用で事務職を経験している者が約半数を占め
(49. 7%），次いで、正規雇用で専門職を経験した者（1.6%），そして3番目に
正規雇用で販売職に従事した者（7.9%）と続く。
その上で，彼女たちが初めてU雨量労働に入職した時の入職理由を確認すれば，
「パー トやアルバイトよりも収入が高し、からJ(51. 9%），「正社員として就職が
決まらなかったからJ(39. 2%），「仕事内容が選べるからJ(36. 0%），「様々 な
仕事を経験することができるからJ(34. 9%）としりた理由で、入職する者が多い。
表9未婚・子なしの派遣労働者のキャリア・パスの類型
キャリア・パス
人数
% 
(n=189) 
正規雇用→ U雨量労働者 94人 49. 7% 
正規雇用→非正規雇用→ U荷重労働者 44人 23.3% 
非正規雇用→訪雨量労働者 16人 8.5% 
非正規雇用 → 正規雇用→訪積労働者 9人 4.8% 
非正規雇用→正規雇用→非正規雇用→ U鑓労働者 8人 4.2% 
正規雇用→非正規雇用→正規雇用→ U雨量労働者 5人 2.6% 
U雨量労働者 4人 2. 1% 
正規雇用→非正規雇用→その他→ U雨量労働者 3人 1. 6% 
その他→ U噂労働者 2人 1.1% 
正規雇用→その他→ U雨量労働者 1人 0.5% 
正規雇用→その他→非正規雇用→ U雨量労働者 1人 0.5% 
非正規雇用 → その他→ D雨量労働者 1人 0.5% 
その他→正規雇用→ U雨量労働者 1人 0.5% 
（出典）アンケート調査結果をもとに筆者が作成
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(2）即脅・子なし
つぎに，「既婚・子なしjのキャリア ・パスを確認する。表8に示されるよう
に， 60人中 90.Oo/oの者は初職で正規雇用を経験し，その後も含めて 95.0%の
者が正規雇用を経験している。また＇ 76. 7°/oの者は初職で事務職を経験し，そ
の後も含めて86.7°/oの者が事務職を経験している。
初職で正規雇用を経験した者は，平均7.3年（最小値2年，中央値6年，最
大値27年）の正規雇用での就労を経験した後，平均0.6回（最小値O，中央値
o，最－大値3）他の雇用形態、を経て，平均29.8歳（最年少 22歳，中央値28.5 
歳最年長48歳）の時点で病室労働に入職している。入職理由は 「未婚・子な
しjの者とほとんど違わないが，「結婚のために前職を辞めるj労働者が4割強
柄生している。彼女たちの一部は，「寿退社j後も労働市場から退出せず，「よ
り柔軟な働き方jを求めて，病室労働を選択している。
また，この層のキャリア ・パスで、最も多いのは，「正規雇用→派遣労働者j
(43. 3°/o）のパターンで、ある（表 10）。次いで f正規雇用→非正規雇用→総宣
労働者J(21. 7~~）のパターンが続き，両者をあわせると 65.0%を占める。 こ
のように，非正規雇用やその他からスタートするキャリア・ パスが少ない（6
人）ことを除けば，キャリア・パスの傾向は，初職が正規雇用であるという点
で未婚者と類似している。
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表10 既婚・子なしの派遣労働者のキャリア・パスの類型
キャリア・パス
人数
% 
(n=60) 
正規雇用→ U鑓労働者 26人 43.3% 
正規雇用→非正規雇用→ U雨量労働者 13人 21. 7% 
正規雇用→中断→派遣労働者 7人 1. 7% 
正規雇用→その他→ U鑓労働者 l人 1. 7% 
正規雇用→非正規雇用→正規雇用→訪鑓労働者 1人 1. 7% 
正規雇用→非正規雇用→正規雇用→非正規雇用→正規雇用→
1人 1. 7% U雨量労働者
正規雇用→非正規雇用→その他→非正規雇用→ U雨量労働者 1人 1. 7% 
正規雇用→非正規雇用→中断→ U積労働者 1人 1. 7% 
正規雇用→中断→非正規雇用→正規雇用→非正規雇用→
l人 1. 7% U積労働者
正規雇用→中断→非正規雇用→ U槌労働者 1人 1. 7% 
正規雇用→中断→その他→病室労働者 1人 1. 7% 
非正規雇用→正規雇用→非正規雇用→ U雨量労働者 1人 1. 7% 
非正規雇用→その他→正規雇用→ U雨量労働者 1人 1. 7% 
非正規雇用→正規雇用→非正規雇用→正規雇用→
1人 1. 7% 非正規雇用→訪雨量労働者
非正規雇用→ U鑓労働者 l人 1. 7% 
非正規雇用→中断→ U稽労働者 1人 1. 7% 
その他→非正規雇用→その他→ U稽労働者 1人 1. 7% 
（出典）アンケート調翫操をもとに筆者が作成
(3）既婚・子あり
最後に，「既婚・子ありJの派遣労働者のキャリア・パスを確認する。表 8
に示されるように， 33人中 97.0%が初職で正規雇用を経験している。また，
84.8%の者は棚哉で事務職を経験しており， U雨量労働に入職するまでに全員が
事務職を経験している。
さらに，初職で正規雇用を経験している者は，平均5.0年（最イイ直2年，中
央値4年，最大値14年）の正規雇用での就労を経験した後，平均0.9回（最小
値O，中央値O，最大値4）他の雇用汗矯を経て，平均33.8歳（最年少25歳，
中央値33歳，最年長52歳）の時点でU雨量労働に入職する。
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「卵管 ’子ありJの病室労働者は，前述の「既婚 ・子なしJr未婚・子なしj
の派遣労働者とは異なり， 63.6o/oの者が1年以上離職している。本稿では，タ
ーニング ・ポイントとされる「第一子出産jに着目して，継続就業者はどのよ
うなキャリア ・パスをたどって派遣労働に入職し，また，就業中断経験者はど
のような経路をたどって労働市場に再参入して腕章労働者になったのかを明ら
かにする。
まず，結婚 ・出産を経つつも就業刻版し，現在病室労働者として働し巾
る者（12人）のキャリア ・パスを確認する。表1に示されるように，「正規雇
用→派遣労働者J(41. 7°/o）のパターンが最も多く，次いで多いのが 「正規雇用
→非正規雇用→病童労働者J(16. 7°/o）のパターンで、ある。1人を除いて初職は
正規雇用であり， 30歳もしくは35歳の前後に病室労働者となっているのが特
徴的である。後述の就業中断経験者の 81.0°/oが20～25歳で就業を中断してい
ることと比べると， 20代に継続就業した者はその後も継続している傾向が読み
とれる。その要因として，以下の点を指摘することができる。継続就業を希望
するなど，高い就労意識をもって初職（正規雇用）に就いた女性労働者が，初
職を継続することに疑問を感じて正社員として転職しようとしてもJ新卒入職
時に事務職を中心としたホワイトカラー職種に就いていた高学歴の女性が，再
就職市場で同様の職種を探すことは非常に難ししリ（武石， 2001: 119頁）のが
現状である。そのため，彼女たちにとって，即戦力として一定程度の専門性が
求められる派遣労働が，「女性正社員の転職希望者の受け皿J（丸岡・木村， 2006:
'70頁）となりうる。
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表1 継続就業する既婚・子ありの派遣労働者のキャリア・パスの類型
キャリア・パス
人数
% 
(n=12) 
正規雇用→ U雨量労働者 5人 41. 7% 
正規雇用→非正規雇用→ U雨量労働者 2人 16. 7% 
正規雇用→非正規雇用→正規雇用→派遣労働者 1人 8.3% 
正規雇用→その他→非正規雇用→病室労働者 1人 8.3% 
正規雇用→非正規雇用→正規雇用→非正規雇用
1人 8.3% →欄労働者
正規雇用→非正規雇用→その他 → 派遣労働者 l人 8.3% 
非正規雇用→病室労働者 1人 8.3% 
（出典）アンケート調査結果をもとに筆者が作成
また，仮に働き方を自由に選べるとした場合の希望する働き方として， 12人
中10人（91.7%）が正規雇用を希望していることから実際に様々な雇用形態を
経験した上で，正規雇用が望ましいと考えていることがうかがえる490 さらに
経験職種を見れば，初職（72.7%）もしくは2番目（18.2%）の雇用形態の時
点で事務職を経験している者が大半を占め，キャリア・パスの途中で販売職，
サービス職を経験している者も少なくない。その他の鞘教としては，家計の補
助的な稼ぎ手（72.7%）として，「お金ー収入を得るための手段・自分の生活の
基盤となるものJ(81. 8%）としづ生活のために働いている者ム「自分自身を
成長させる・自分を磨く・向上させるJ(36. 4%），「経済的・社会的自立J(36. 4%) 
といった自己実現のために働いている者とに分かれる。
次に，就業中断経験者がどのような経路をたどって労働市場に再参入し，派
遣労働に入職したのかを，そのキャリア・パスから確認する（表12）。 21人全
。厚生労働省「雇用構造に関する調査j(2003年）等において，パー ト・アノレバイトと比べて正
社員を希望する害恰が高いことが示されているが，l本調査においてU槌労働者内の也、につい
て確認された。それによれば，「未婚・子なしJ(61. 4%），「卵骨・子なしJ(65. 0%），および
「卵白子あり（就業中断経験者）J (6. 7%）と比べ，「即昏・子あり継続就業者）Jは91.7% 
と特に高いことは注目に値する。
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表12 就業を中断した既婚・子ありの派遣労働者のキャリア・パスの類型
人数
キャリア ・パス % 
(n=21) 
正助¢用→中断→非正規雇用→ tJF~宣労働者 10人 灯.6% 
正則Hi丹j→中断→派泣労働者 4人 19.0% 
正規){rt刑→中断→非1E規雇用→中断→総宣労働者 2人 9. 5% 
JE：即炉用→非正規雇用→中断→非正規庭用→派遣労働者 1人 ,4 8°/o 
正規）｛fl用→非正蹴倒→中断→術品t労働者 i人 tl. gofo 
正規xdfJ→非正規雇用→正規雇用 一→中断→派i立労働者 1人 4.8% 
TI：助f雇用→ lrt析→正規f≪i用→総笠労働J守 1人 4・. 8% 
正規kc.Jn→ l+:J断→非正規雇用→正規雇用→非正駒荏用
i人 4. 8°/o → j}淵）f~用→病室労働者
（出典）アンケート調査結果をもとに悠者が作成。
員が初職で正規雇用を経験し，そのうち20人は事務職を経験している。「正規
雇用→中断→非正規雇用→病室労働者j(47. 6%）のパターンが最も多く，次い
で多いのが「正規雇用→中断→病宣労働者j (19. 0%）のパター ンで、ある。
2 インタビュー調査
2. 1 調査の方法
インタビュー調査の対象者は，名古屋，京都，大阪在住の病室労働者句人で
ある510 ~お賃労働者のサンプノレ抽出にあたっては，キャリア ・ パスに関わるプ
ライベートな内容を聞く調査であるため，調査対象者に次の対象者を紹介して
もらうスノーボールサンプリングの形式をとった。その際，年齢層・経験 ・地
域に可能な限りバリエーションを持たせるよう試みた。調査方法は1対lの個
?、，，?
ただし調査時点では登録型派遣明臨l外の雇用形態で‘ある者も含仏
5t アンケート調査および登録型病室労働者に対するインタビュー調査の裏付けや補強のため，同
時期に東京F 樹兵，名古屋F 大阪に抱京のある総宣会社のコーディネーターも人に対しても，
：型派造可労働者の属性や教育司If練の現状sキャリア・ノミスlの可能性等についてインタヒ干ュー
を行った。おもにg政口の知人やその知人の紹介者に対してl～2時前程度lの附習をかけて行っ
た。なおs それらの内容についてはE 本稿の中て遁宜利用する。
7'9 
別面接調査，調査期間は2006年4月20日から 9月6日であり， I 45分から 1
時間半程度の時間をかけてインタビ、ューを行ったO
2.2 平均的なキャリア・パス
． 
インタビュー調査対象者の基本属性とキャリア・パターンを確認する（表13）。
「正規雇用→訪雨量労働者Jのパターンの4人が最も多く，「非正規雇用→派遣労
働者」「正規雇用→非正規雇用→派遣労働者Jのノ《ター ンがそれぞれ2人となっ
ている。また，初職で正規雇用を経験した者が6人と多くを占め，非正規雇用
も含め初職で事務職を経験した者は3人である。
表13 インタビZー調査対象者の属性とキャリア・パスの類型
女敵因 最終学歴 年齢 キャリア・パス
A 未婚 大学（理系） 40 正規雇用（事務職 9年）→病室労働者（事務職， 7年）
B 未婚 短大（文系） 26 
非正規雇用（事務職・販売職・専門職， 5年）
→U雨量労働者（事務職， 2ヶ月）
c 未婚 大学（文系） 28 正規雇用瀬売職， 2年）→U積労働者（事務職， 3年）
専門斜交 正規雇用（専門職 4年刊→U鑓労働者（事務職， 2年）
D 未婚 31 （情報系） →非正規雇用（事務職半年）サ雨量労働者（事務職 2年）
E 未婚 大学（文系） 34 非正規雇用（事務職・販売職 9年）→U雨量労働者（事務職，
2年半）
F 未婚 大学（理系） 30 正規雇用（専門職， 8年）→派遣労働者（事務職， 3ヶ月）
→正規雇用（専門職， 1ヶ月）
G 未婚
高校
35 ｜正規雇用徹剤龍 6年）→非正規雇用（事繍哉， 1年）
（商業系） →U雨量労働者（事務職， 9年）
H 既婚 大学（文系） 31 正規雇用促反矧哉， 4年）→非正規雇用（生産工程・労務職，
3年）→U雨量労働者（事務職， 1年半）
（注）全員子どもはいなし、。
（出典）インタビュー内容をもとに筆者が作成
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2.3 婚姻・子どもの有無と就労
(1）未婚・子なし
まず，未婚で子どものいない病室労働者のうち，アンケート調査においてメ
インストリームのキャリア・パスで、あると確認された「正規雇用→派遣労働者j
の事例を確認する。
Aさん（未婚・子なし， 40歳）は，バブル期に4年制大学（理系）を卒業と
ともに愛良行に制裁し＇ 8年間後方事務を担当した。ところが， 9年目に転勤する
ことに伴い，職務内容も一変した。Aさんは仕事をーから覚え直す苦痛や，不
況に伴う人員削減の圧力に疑問を感じ，多良行を退職した。自分の好きなことを
仕事にしたいとの思し、から，正社員として（動ける転職先を探したものの見つカ
らず， 1年弱の失業期間を経て病室労働者として働くことを決意した。派遣労
働はパートよりも時給が高く，仕事も自由に選べる点に魅力を感じ， U応賞会社
10社に登録した。最初に紹介を受けた職場（製造業）では，おもに取締役の秘
散として契約書や議事録の作成，会議の準備などを 5年間（2年ごとに可能手寿内
容を変更）行なった。これまで、秘書業務の経験はなかったが，前職の多良行での
経験を活かすことができ，さらに幅広し苛針案を経験することによりースキルア
ンプにつながったと評価している。 U荷重先企業の紹織改編のため派遣契約が終
了したことにより 現在Aさんは別の派遣先（建設会ネ却にて，ピノレ管理に関
する積算などの事務を行っている。今の仕事でもこれまでの職務経験は仕事を
する上で、役に立っているものの，実際には細分化された仕事をこなすだけであ
り，自分自身のスキルアップにつながらないことが不満である。Aさんは年齢
的にも正社員の仕事を得るのが難しし、と感じており，パー トよりも日寺給が高く，
U雨量会社から仕事が紹介されs気軽に働ける滅童労働を続けたし、と感じてしも。
しかし，他方で、は将来に対する不安も感じており，建設業界に身を置いたこと
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を活かし，現在CADs2の講習に通い将来の仕事につなげてゆきたいと考えてい
る。
このような将来に対する不安は，年齢を重ねるとさらに増大する。留学資金
を稼ぐために働く Bさん53(26 歳）や，積極的~~v雨量労働を選択した C さん“（28
歳）からは将来に対する明るい展望が聞かれる一方で，正社員への車云職に失敗
したDさげ（31歳）や，制哉を諦めたEさげ（34掛からは，病室労働を
続けることによる将来に対する不安がもれる。このように， U雨量労働者として
働き続けようと考えている者も将来に対する不安問惑じている。
次の事例は，その対策として正規雇用への車云職を目指した事例である。
Fさん（未婚・子なし， 30歳）は，理系の4年制大学を卒業後，正社員（技
術系専門職）として8年間勤めたが，仕事のフ。レツシャーや過酷な労働条件に
よって精神的・身体的に追い詰められ，退職した。英語を使った仕事に就きた
いと考え， U雨量会社3社に登録した。そのうちの1社からの紹介により，派遣
労働者（事務耳音むとして一般事務業務に従事し始めたが，時給が低く，やりが
52 コンビューターを使用して，機械・各種建築物・電子回路などの設計を行なうシステムのこと
であるo
m短期大学（文系）卒業後，短期防ト留学を挟みながら5年間非正規雇用（販売職，教剤哉事
臼朔哉など）を経験した。現在i士海外留学まで、の4ヶ月間鑓労働（事務職に就いている。
4年制大学（文系）卒業後， 2年間正社員（販売職）として働いたが， 日々のノノし々の重圧に
より湖哉した。半年の医療事務講座を受講して資格を取得した後，現在まで3年間， U雨量労働
者として医療事務業務に従事している。
日専門学校にて情報処理側諸の資格を取得した後に，それを活かし正社員（専門恥として就
職し， 4年半の間情報処狸業務に従事したその後，就職活動を始めたものの正社員として採
用されず， B雨量労働者として営業事務・アシスタント業務に2年間就いた。その後，半年間の
邸アルバイト（事務聯を経て，現在は再拘雨量労働（事務聯に就いている。
4年制大学（文系）卒業後，将来，正社員への転換を条件に非正規雇用（事務職として刺哉
したが，業績の悪化などから1年弱で解雇された。その後，非正規雇用として販売職に従事し．
7年目からは，非瑚雇用の店長として正規雇用並みの仕事を求められるようになったけれ
ども，瑚雇用への翻が難しく将来の展望がひらけないことから，翌年糊した。Dさんは
その時点で30歳を越えており，正規雇用として採用される可能性は少ないと考えて派遣労働
に入職し， 2年半の問， D荷重労働（事務駒に就いてしも。
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いやキャリア ・アップの可能性を感じられなかったことから， 3ヶ月で自ら派
遣契約の更新を打ち切った。正社員時代に同じ職場で働いていた派遣労働者の
華やかさと自由度に魅力を感じ病室労働者となったものの，実際には大きな不
安を感じる働き方で、あったとしづ。Fさんは現在，初職の関連会社で正社員と
して｛動き始めている。
一方，正社員への車頑哉が叶わず，病室労働者を続けているのがGさん（未婚 ・
子なし 35歳）である。商業高校を卒業後，針子に正社員＠反売聴りとして就
職し，4年目からはOJT研修の講師も兼務しながら，6年間渉外業務に従事した。
その後，海外留学を希望して退職し，失業給付を受けた後に約1年間アルバイ
トに従事した。また，その頃に女昏約を解消したこともあり，生活のために就職
活動を行ったが不況のため正社員の職が見つからなかった。そのため，派遣会
社に登録し，現在までの9年間派遣労働者として働いている。最初の1年は秘
書業務に就いたが契約が打ち切られ，再び正社員の職を求め就職活動を行った
ものの採用には至らなかった。そのため，派遣会社2社に登録し；，そのうち 1
社の紹介により営業事務に従事したが，人間関係が悪化し 10ヶ月で契約を終了
した。続いて， 1年間かつ更新なしの契約で，キーパンチャーと社内インスト
ラクターを担当した。契約終了後，再び正社員の職を求めて活動していた矢先，
以前働いていた腕章先企業から声がかかり，病室労働者として再び秘書業務に
就いている。 1年更新で現在7年目であるが，現在働いている部門が近く廃止
されるため，また職がなくなるのではないかと不安に感じている。
Fさんのように派遣労働者から正社員へ転職で、きるケースは少数であり， G
さんのように，正社員になることを望んでいても実現できないケースが一般的
であるヘ加えて，派遣労働を継続することを望んでいる者にとっても，年齢
から正社員八の転換の道が非常に狭いことを指縞しており，
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を重ねるにつれて，生活を維持し続ける手型支に働き続けられるのかといった将
来の不安が強まるのが王見伏である。
(2）既婚・子なし
つぎ、に，既婚者で子どものいなしψ雨量労働者の事例を確認する。
Hさん（31歳，既婚・子なし）は，文系の大学を卒業後，証券会社に正社員
但反売1齢として就職した。 3年目からは総合職となったが責任の重さに耐え
切れず， 4年で退職した。半年間CADの講座に通い， 3年間アルバイト（土木系
CADオペレータ）として働いた。社内の男性と結婚が決まったことを契機に退
職し，家庭との両立ができる派遣労働者となった。派遣労働に入職するにあた
ってCADに強しψ雨量会社3社に登録したが，半年経っても希望する仕事は見つ
からなかった。そのため，事務職の派遣労働者として働き始め，現在1年半が
経過した。事務職の仕事は未経験者でも行える業務であり，やりがいやキャリ
ア・アッフ。は望めないと感じ，契約を終了する予定である。その後は別の派遣
先で事務職を続ける傍ら， CADの擬！？を再び磨き， U雨量労働者としてCADを使
う仕事に就くことを目指している。 U雨量労働は仕事と家庭の両立ができる便利
な働き方であるとHさんは考えており，今後も続けてゆきたいと考えている。
筆者のインタビューした複数のコーデ、イネーターからも，30歳を越えると正規雇用への転織す
るケースが減るとの指摘があった。また，大津（2006）によれば U雨量労働者として長期間働
いている者は，正社員への鞠哉を模索するも叶わず，次第に正社員となることを諦める傾向が
強まる。
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3 雇用の「受け血jとしての派遣労働
以上のアンケート調査およびインタビ‘ュー調査から，事務職として正規雇用
から派遣労働に転織することが，登録型病室労働者のキャリア ・パスのメイン
ストリームであることが確認できた。そこでは，フルタイムに近いかたちで転
職 ・再就業したい女性にとってP 正規雇用を希望しているものの，正規雇用と
しての職が決まらない場合だけではなく，正規雇用ほど労働時間や責任の面で
拘束性の強し可動き方ではなく，パート ・アノレバイトよりも高賃金で働きたい場
合において，派遣労働が「二重の意味での『受け皿Jとして，機能しているも
のと考えられる。
その要因を労働綜合の観献も検討すれば，以下の点を指摘することができ
る。まず，企業側の要因として，コスト削減の一環として新卒一般事糊哉の採
用を抑制し，業務をアウトソーシングするなかで，事務職としてのスキルを既
に身につけている病室労働者を利用する傾向が強まっていることがあげられる。
一方，労働者，側の要因として，正規雇用の女性一般事務職の者が仕事のやりが
いや時間的なゆとりを求めて転職をする際に，これまで士音ったスキルや，賃金
などといった労働条件面において，パート ・アノレバイトよりも相対的に有利な
病室労働は，朝議先の有力な選択肢のひとつとなっていると考えられる。
以上より，これまで派遣労働は，家庭責任を持たない未婚の女性の働き方と
の認識が一般的で、あったが，今後は女性労働力を活用する観点からも？継続就
の一環としての漏宣労働の可能性を見極める必要がある。既婚女性を多数抱
えるU鑓会社のコーディネーターに対してインタビ、ュー調査を行ったところ，
そのキャリア ，パスは， f病室労働者を継続しているパターンj f正規雇用から
様々な段階で派遣労働者に移行するパターンjf結婚・出産によっ’て退職した後，
U鵡労働者として労働市場に再参入するパターンjに分けられる。また，彼女
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らの職務内容は年齢を重ねるにつれて一般事務としりた補助的Iな仕事を紹介
することは少なくなり，経理や営業事務・貿易事務などの経験やスキルが必要
な仕事を紹介する傾向が強まるとのことで、あった回。この点を踏まえれば，現
在の派遣労働者が将来のキャリア・パスにおいて，正規雇用への移行を目指す
場合だけではなく，派遣労働を継続する場合についても，キャリア形成が行え
る制度・環境づくりが不可欠である。
4 小括
材高では，これまで実態把握が中心で、あった派遣労働者について 女性のメ
インストリームである「事務職に就く登録型派遣労働者Jに限定してそのキャ
リア・パスをたどった。その際，先行研究で、扱っている雇用形態に加えて職種
にも注目し，その悩莞性を明らかにしようと試みた。そして， U雨童労働者につ
いても他の女性労働者と同様に，結婚・’出産・育児を機に離職を経験している
のか否か，また，本手高はこれらを機に離職した女性労働者が再労働力化する場
合，崎労働者として雇用される経路が柄生するのか郡山、う，女性労働研
究では注目されつつも， U雨量労働の先行研究で、は必ずしも十分に明らカ斗こされ
てこなかった点にも着目した。そのため，本稿では既婚者と未婚者とに分けて
分析を行った。
その結果，職種にかんしては， U雨量労働者になる前に事務職を経験している
回 2社（1社は首都圏の2支店）にインタビューを行なった結果，首都圏にあるY社のある支店
には，実稼動している派遣労働者40人のうち約半数が廊昏者であり，またその半数である 10
人には子どもがいる。Y社の別の支店には，それより若干比率は下がるものの，同程度に「既
婚・子ありjの欄労働者が献する。また，中部圏にある Z社は，期観している 50人強
の派遣労働者のうち，開昏者が約半数を占め，そのうち7割には子どもがいる。なお，アンケ
ート調査を行ったX社には，「鵬・子ありJの儲労働者はほとんど枯しない。とのよう
に，開賭や子どもを持つ派遣労働者を多く抱える儲鋭と少ない欄針土の聞こどのよb
な違いがあるかについては，今後検討する必要がある。
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者が多く，その割合は未婚で子どものいない者よりも既婚で子どものいない者，
既婚で子どものいない者よりも即骨で子どものいる者で高くなっている。その
背景には，後者ほど相対的に年齢が高く，正社員経験者が多いことがある。
また，女性労働者にとって，登録型病室労働は，転職のみならず再就職に際
しても「受け皿j となっていることが明らかlこなった。
つぎの第5章では，第3章と本章で取り上げた事例について詳細な考察を行
い，登録型病室労働の労働市場における位置づ、けの仮説を検証するコ
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第5章労働市場分断論を通じての考察
1 労働需要サイドの分析
1. 1 資本系派遣会社の事業展開と派遣先企業の人事・人材戦略
(1）資本系派遣会社の事業展開上のメリット
インタビ、ューを行った資本系派遣会社4社について，事業展開上のメリット
や今後の事業舌動に関する展望は共通している。すなわち，親会社と子会社と
の相互作用のメリットを活かしつつ事業規模の拡大を志向している。
まず，事業展開上のメリットについて，これら資本系派遣会社の主なU雨量先
は親会社であり，その内情をよく知る出向者が営業を受け持つ（管理する）こ
とで，派遣受発注における派遣元と派遣先の関係がスムーズとなる。さらに，
独立系U雨量会社間で繰り広げられる織烈な競争とは一線を画し，労働条件や雇
用の安定性などがもたらされている。また， C社， D社の親会社 （i)雨量先企業）
において，労働組合との関係をみれば，各労働組合では派遣労働者の受入れに
関する蛾怜原則を設けており，その範囲内でU鑓労働が活用され特段の問題
はないとの見解を示している点についても共通している。このことも事業展開
上のメリットとして寄与しているものと思われる。
他方，事業活動に関する将来展望については，事業（企業）規模が異なるた
め単純に比較はできないが，本稿で、扱った全U雨量会社において設立以来，登録
者数，稼働人数，売上高はともに増加している。そのような中で， A社， B社，
D社は将来展望として事業規模の拡大を打ち出している。 C社については，企業
戦略として事業規模の拡大を明言していないものの，実際には事業規模は拡大
傾向にあり，事務職の中途採用の手段として紹介予定派遣を活用していること
からも，事業規模の拡大を指向しているものと推測される。
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(2）資本系派遣各社の事業展開の経緯
このように，事業展開上のメリットや今後の事業展望について同じ方向性に
ある資本系病室会社4 社だが，その設工L経＊~やこれまで、の事業展開には跡、が
見られる。
A社は，労働者約宣法施行前に親会社X社を主な対象とした労働者病室事業
への参入を視野に入れ，パートタイム労働者の事務処理請負会社を設立した。
したがって 親会社X社からみれば，それまで、人事部で、行っていたパートタイ
ム労働者の採用と管理を，一括して子会社にアウトソーシングする形となった。
つまり，パートタイム労働者の採用 ・管理を親会社から分離させるための子会
社設立で、あった。そして， X社の展開する人事戦略に沿って病室労働者が担う
業務の幅が拡大していったが， 2002年の紹介予定派遣の制度の導入以降， X社
における病室依頼がAネ訪よ外にもなされるケースが増加しつつあり，新たな労
働マーケットへのアプローチも求められるようになっている。
一方， B社と D社は，親会社において社内ベンチャーを支援する土壌が当時
栴笠したことが設立の背景にある。すなわち，親会社の事業多角化の一環でベ
ンチャー的に設立された。現在では1社に統合されているものの，当初はB社，
Dネ坊人外の子会社も各社の判断で労働者総量事業に参入しており，親会社に対
してそれぞれが並行して一般労働者派遣事業を展開していた。なお， B社は Y
社のビジネスサポート事業を中心に展開する企業として .1970年代に設立され
たが，労働者派遣事業を用いたオフィスサービ、スの必要性が高まっているとの
判断の下，労働者派遣法の施行された1986年7月に労働者U雨量事業に参入した。
また， D社は， W社で余剰人員を再配置するための新しいサービス事業が求めら
れていた中 1989年に事務系業務を中心とした一般労働者派遣事業を開始した。
他方， C社も親会社の事業多角化の一環として，退職者の能力を正規雇用と
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は違った形で、活かす事業を行うことを目的に設立されたが，同事業を行う他の
子会社はなく，親会社の人事戦略の一貫として設立されたものと考えられる。
その後の事業展開についても，現在までインハウス的な事業を継続しており，
今後も同様に事業を行ってゆく予定となっている。
このように，材高の4組の事例からみれば，資本系派遣会社の設立の目的に
は，パートタイム労働者の採用・管理を親会社から分南台するためのもの（A社）
と親会社の事業多角化の一環で行われたもの（B社， C社， D社）の2つが柄生
する。そして，後者の中には設立時には親会社の人事戦略に組み込まれていな
かったもの（B社， D社）と組み込まれていたものに社）とが見られる（表14）。
また，このような類型には，親会社の職務分離の違いも影響している。
A社の親会社であるX社では， 1980年代には，総合職・一般職・パートタイ
ム労働者による系服蹴肩成となっており，そのうちパートタイム労働者を一括し
て分社化したA社に転籍させた。その後， 1980年代から 1990年代にかけて， X
社において総合職・一般職の採用を抑制する中で，一般職の担う業務がかつて
の総合職の業務の一部にまで、拡大したことに伴い， U雨量労働者が担う業務の幅
も，かつての一般職の業務の一部にまで拡大した。加えて， 2002年からは一般
職に対する中途採用の色彩の強い紹介予定U薩制度が導入されたこともあり，A
社のU雨量労働者数は増加した。このように， A社の事業展開は完全に親会社の
人事戦略の中に組み込まれる形で、行われてきた。
表14A～D社の設立経緯の特徴
親会社の人事戦略 分社化 多角化
影響あり A社 C社
影響なし 一 B社， D社
（出典）事例をもとに筆者が作成
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一方，親会社（Y社， Z社， W社）の事業多角化の一貫として設立された， B
社， C社， D社のうち， C社については親会社であるZ社のOBや∞の活用を王
眼に設立されたという点で，親会社の設立意図は明確であったが， B社と D社
については 労働者病室法の施行を受ける形で参入・設立されており，その時
点では親会社の人事戦略に明確に組み込まれていたとはし、えなしL これら子会
社の設立時期は1980年代後半のバブル期とも重なり，親会社の財務面での余裕
が事業の多角化を後押ししたものと思われる。
(3）派遣先企業の人事・人材戦略と業務の分離
」こで，親会社である病室先企業における，派遣労働者と一般職の女性正規
労働者との業務の分離について確認するω。X社においては， A社の設立当初の
段階で，直接雇用で、あったパートタイム労働者を一括してA社に移行させ，派
遣労働者へと雇用形態を転換したため，当初からすでに，病室労働者と一般職
の女性正規労働者との業務は明確に分離されていた。その後も？一般職の女性
正規労働者が担ってきた一般事務業務のうち，定型化できる業務は病室労働者
へ，定型化できない業務は総合職へと切り分け，現在に至っている。一方， Y
社では， 2000年代に入って各部署の仕事量と人員配置の見直し・抑制を行うプ
ロジェクトが立ち上がり 同時に業務内容・配分の見直しが行われ，正社員と
訊積労働者の仕事が明確に分離された。また， W社では， .1994年から間接事務
：務を担う短大ー高校卒の正社員の採用を停止し，その代替要員として病室労
働者を導入するようになり，間接事務業務は腕章労働者の業務へと徐々に移行
している。一方， Z社においては，派遣労働者の利用は， q滑殊技能の活用，
レJ : :, 由主誌の事例では．明確な職務の分離が行われるケースが多く見られたが，東京都産業労働局「派
こ関する実態調査J(2側年）によればsg槌労働者と閉じ業務を行う正社員がいる比
勺ま48.1%を占めており，そもそも分離を行つでいない企業も少なくないことが示されている。
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②育児休業中の正社員の代替要員，③年度途中での退職者が出た場合の欠員補
充に原則として限定されているが，その数も少なく，職務ごとの分離は行われ
ていなし、。
業務の分離が行われた時期を見れば， U雨童労働者数が大量投入した時期と関
係している。つまり，業務の分離を行う要因として，活用する派遣労働者数の
多寡が考えられる。一部の部署で少数のU雨量労働者を活用する場合は，雇用形
態ごとの職務の分離の基準を設ける必要性・有用性が低いが，大量に活用する
場合，基準が必要になるのである。
(4）資本系派遣各社の親会社との関係性
最後に，各U閣会社における親会社との関係の変遷を確認する。
A社と X社においては， X社のパート労働者を一括して引き受け， X社にお
いてU雨量労働者が担う業務の幅が拡大していったことから，1980年代から 1990
年代にかけて強固な相互関係が維持・強化された。けれども， 2002年に紹介予
定U鑓制度が導入されると，高スキルの人材を幅広く確保する観献も， X社
におけるU雨量依頼がA社以外にもなされるケースが生じるなど，X社におけるA
社の優位性が弱まり，他の独立系U雨量会社との競合関係が生まれつつある。
逆にB社と Y社との相互関係につLいて，子会社設立当初はその関係性は必ず
しも強固とはいえなかった。その関係が大きく変化したのは， 2000年代の初頭
からである。すなわち， Y社で、正社員とU雨量労働者の仕事が明確に分離される
ようになり，ウェブ上で、U雨量労働者の採用申請からその管理まで一元的に行う
システムを構築するとともに， Y社グルー プ内で、労働者U雨量事業をB社の 1社
に統合したことによる。
また， D社は設立当初から，資本関係のない外部の一般企業へのU雨量に力を
92 
, . 
、 ??
?
?
? ?
??
?
?
?
), 
ゆ
ザ
入れてきたが， 1990年代半ば以降，親会社W社において高卒・短大卒の一般職
の採用的新吉されて以来，病室労働を通じて事務職の供給を行うことになった。
その結果， W社におけるD社のシェア率は上昇し， D社とW社の相互関係は強化
された。
他方， C社は，設立当初からインハウス的な事業を続けており F Z社との関係
に大きな変化はない。ただし， 2000年代以降， Z社において一般事務の中途採
用の手段として紹介予定病室が活用されるようにおり， C社と Z社の関係、も強
化される傾向にある。
このように？本稿におし、て資本系病室会社4事例の設立経緯と事業展開の変
遷を概観した結果，資本系病室会社の設三L儲~は，親会社における分社化もし
くは多角化としりた経営戦略のあり方や，人事戦略における耐震労働の位置づ
けに大きく関わっていることが示唆される。一方，その後の事業展開について
は，親会社との関係性について，あるひとつの方向性に収飲する傾向が読み取
れる。それは，資本系病室会社は今後もそのメリットを活かしつつ，独立系派
遣会社と競うこととなるグループ外企業への病室を強化するというものである。
なお，本稿の事例からは「相互依存的取引jを強めるもしく品継続させるメ
リットは見られたが，デメリットはみられない，もしくはみられたとしても強
い影響を及ぼさないと推測された。ただし，本調査の事例においてはグノレープ
外企業への病室を強化する傾向にあり，グループ外企業への派遣比率が高まっ
ている。したがって，親会社やグループ会社に自社が抱えるスタップの大半を
が陪食するという「相互依存的取引jの定義が崩れることになる。しかしながら，
A社と B社はともに親会社やグループ会社へ派遣しているU積労働者は増加し
ており，そのメリットは維持されている。ゆえに， f相互依干抽句取引Jが成立す
る要件としては資本系病室会出冶ら親会社やグ‘ノレープ会社への方雨量比率とし
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うよりも，ある程度の派遣者数が潟機的に桐生することが重要であると考えら
れる。また， U縫労働者数，U鑓比率がともに低下した場合においても，派遣会
社設立当初から保持してきたメリットを簡単に放棄するとは考え難いため，両
者のメリットは保持されるものと推測される。このことから，資本系U噛会社
のメリットの維持とグループ。外企業への派遣の強化は共存で、きるのである。
1. 2 独立系派遣会社の事業展開
(1）独立系派遣会社の設立の経緯と事業展開
本稿で扱う独立刻雨量会社の事例には，親会社やグルーフ。会出迎ら出資を受
けて設立されたが，親会社やグループ。会社への派遣比率は極めて低い事例（E
社·~社）と，他社から出資を受けずに創業した事例（G社）がある。
E社の設立経緯は，「船舶代理苫で培った経験・擬！？を持つ人材を活かす方法
として，新しく法認されるU雨量労働が有効で、あるj と考えたV社社員が，自社
（後の親会社）に働きかけたことによる。資本の面ではV社の出資を受けてい
たことから，資本系U雨量会社の分類（表 14）に従えば，多角化の一環として，
親会社の人事戦略に組み込まれることなく設立された事例であり， B社やD社
と同じ形態に分類されるが，親会社へのU雨量比率は低く，主にV社の取引先や
関連企業などに対して事業を展開していったという点でB社やD社とは異なっ
ている。
一方，F社は，グルー プ。企業の事業の性格上ビ、ノレのオー ナー との関係が深く，
受付業務などビル内部で発生する需要を認識し，グループ会社数社からの出資
を受け，新たなビジネスとして事業を立ち上げている。 F社もまたグループ会
社の人脈を活かし事業を開始したが，グループ会社へのU雨量は数パーセントに
とどまり，設立当初からその他の企業への派遣を中心に行っている。なお，派
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遣会社を立ち上げるに際しては，親会社やグループ会社などがすでに獲得して
いる地盤・人脈が柄~し，ある程度の病室先企業の見込みがないと難しし、こと
が，独立系派遣会社のインタビューで、も語られている。したがって，独立系派
遣会社の設立に際しては，出資の有無は別として，すでに病宣業務内容と関連
のある他の事業を行っている企業が，新規事業として労働者病室事業に参入し
たケースが多かったものと推測される。ゆえに，資本系派遣会社と独立系派遣
会社は親会社との資本面での結びつきの強さだけによって，その特徴や特質が
規定されるのではなく，出資会社の人事・労務管理戦略との関わりも考慮、に入
れてこそ実態がつかめるのである。また，資本系派遣会社であるB社 ・D社と，
独立系病室会社であるE社のように，事業開始の経緯やその後の展開のし、かん
によっては 両者はむしろ類似してくることもある。そのため，病室会社を分
析する際には，資本関係のみならず，出資会社の人事 ・労務管理戦略との関わ
りを含めた出資会社の影響の強度を尺度とすることが望ましい。なお，独立系
派遣会社においても 特定の病室先企業との関係が強まれば，類似した関係が
生まれることから 資本関係と特定の病室先企業との関係を指標として病室会
社のタイプを示せば図 10のようになる。
役立す系派遣会社のA社と C社は，親会社の人事・人材戦略によって設立されー
特定の派遣先企業との関，係も強かったが，現在は特定の派遣先企業との関係を
強固に保ちながら，資本関係は若干弱まっている。また， B社と D社は， A社 ・
C社と同様に資本羽越会社として設立されたが，設立当初，特定の腕章先企
との関係には違いがヌメられた。B社は親会社の人事・人材戦略には組み込ま
れていなかったが．親会社とそのクゃループ会社を中心に派遣しており， D社は
グノレープ外企業への病室を積極的に行ってし、た。しかし事現在では，両社とも
グループ外企業への蹴童比率が30～40%に達しており，資本関係ー特定のU雨量
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先企業との関係が弱まっていることから，独立系派遣会社と近し呼立置に描くこ
とができるだろう。一方独立系派遣会社であるE社と F社は，出資会社があ
ったことから 特定のU雨量先企業との関係はある程度あったが，事業スタンス
は独立系U雨量会社で、あった。そして，現在では，両社とも特定の派遣先企業と
の関係には大きな変化はないが 自社の持株比率は過半数であり，資本関係の
面でも独立系に近づいている。また， G社は出資会社がなく，資本関係は一貫
して鰍字な独立系U雨量会社であり，特定のU躍先企業との関係にも大きな変化
は見られない。
したがって， U積会社が設立された 1980年イ機半には，資本関係・特定の派
遣先企業との関係がとも~~5·齢、資本系U鑓会社ヒ両者が弱い独立系U鑓会社
としづ分類ができた。それが現在では，資本系派遣会社と独立系U雨量会社の聞
の格差が縮小しており，資本関係・特定のU雨量先企業との関係がともに5齢、グ
ノレーフ。と，両者が弱し、グループoの 2 つ~·こ収数しつつあるとみることができるだ
ろう。
図10 派遣会社のタイプの推移
G . ・r.:. 
??????
独立系 Iミヱノ E,F 
弱 特定の派遣先企業との関係 強
（派遣人数）
（出典）事例をもとに筆者が作成
（出 〈．〉は派遣会出交立時，Oは現在の｛立置を示す。
96 
つぎ、に，独立系U荷重会社の事業展開についてグ、ループ分けすれば，一面では，
E社と， F社・G社に分類できる。E社は，一貫して貿易事務を主体に腕章事業
を展開しており，拠点も3事業所から変更はない。一方＇ F社・G社は労働者派
遣法の対象業務の拡大にあわせて，取扱業務を拡大している。 F社では， 1990
年代まで、は事務系職種が主流で、あったが， 2000年頃からは新たにコーノレセンタ
ーや保育 ・福祉分野寸志大させている。また， G社では， 1990年代まで事務系
職種と単発・作業系の業務により事業を行ってきたが， 2000年代に入札単発・
作業系の業務から撤退し，事務系職種の割合を高めるとともに，研究開発分野
や IT分野への病室を開始することにより専門性の高い業務への派遣を拡大し
ている。このように， F社と G社では， 2000年代以降，事務系職種（単発 ・作
業系職種）から他の専門性の高い分野や未開拓な分野へ事業を拡大している。
けれども， E社は貿易事務としづ特殊な領域で事業展開している点について
は， F社と G社とのあいだ、の差異は小さい。いずれも共通しているのは，病室
会社が乱立する中で，事業を拡大し生き残ってし、くためには，付加価値の高い
派遣へのシフトが必要となっていることを示している。
このことから，病室会社の違いは，病室対象業務の市場規模によるものと類
推される。一般労働者病室事業州諸対象業務のうち事務用機器操作に病室
労働者の半数が従事している（2007年で51.0%）。資本系腕章会社の多くは，
自社（親会社〉で抱えていた一般職の業務をアウトソーシングする形で分社し
たものであり，業務内容の性格上，市場規模が大きい反面，新規参入が困難で
ある。確かに，業界の大手企業は独立系病室会社であるが，これらは労働者派
法施行以前から業務請負としづかたちで事業展開しており，すでに市場を開
拓していた。
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フレキシビリティの追求と規制緩和と相まっ
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て，労働者U雨量事業が量的に拡大していた1990年代には，材高で取りあげた資
本系U雨量会社は親会社との関係を維持するだけでも事業規模を拡大させるこ
とができた。けれども， 2000年前後を境に，グルー プ。内で、の派遣労働の量的拡
大だけに頼った経営にかげりが見え始めた時，資本系派遣会社が親会社五汐トと
の取引を拡大させるのは，自然な流れである。一方，労働者U雨量法制定時前後
に業務を開始した独立系U雨量会社は，すでに大手の独立系や資本系のU議会社
が事業展開する市場に新規参入することになったことから，市場規模が小さく
大手企業が事業展開していない分野に活路を見出すのも当然の帰結であるとい
える。
(2）登録型派遣労働者のスキル・キャリア形成とその限界
つぎ、に，登録型U雨量労働者のスキノレ・キャリア形成とその限界について検討
する。
派遣会社では，登録時にPCソフトを用いたOAテストによってエクセルやワ
ードの基礎スキルを確認し，登録書類や履歴書，耳擬奈経歴書，経験のある業種・
職種・OA機器操作や保有資格等に関するスキルチェツクシート，登録の面接時
のヒアリングの内容をもとに登録者のスキノレ・適性をチェックしている。この
時点での能力評価を基準とし，契約更新時や就業期間中~·こ能力評価が行われる
場合もある。
また， U雨量会社における教育訓練制度は， PC基礎講座や就業前のオリエンテ
ーション的な研修，個人情報保護に関するセミナーなど一部の明修を除き，就
業後にスキルアップを目指す場合は， U雨量会社と提携している教育訓練校にて
行う形が一般的である。材高の7事例も例外で、はない。なお，スキルチェック
や教育訓練については，各企業聞の違いが少ないことから，本項では独立系派
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遣会社の3事例について検討を行う。
まず，派遣労働者のスキルレベルの問題として，専門的なスキルを要する E
社の貿易事務を取りあげるω。貿易事務を行う派遣労働者は，正社員として貿
易関係の企業に勤めていた者が，転職の際に病室労働者に移動するのがメイン
ストリームである。しかし，企業における育成システムの変容により，新たに
貿易事務を習得する若年労働者が減少した結果，正社員から派遣労働者へ移動
する労働者が減少している。そのためF貿易事務に従事する人材の不足のため，
¥ ! I 未経験者をU市営せざるをえない状況に焔り，派遣労働者のスキルレベルは必然
的に低下した。それに対応するため，一般的に病室会社において教育・訓練を
行っている場合が多く， E社においても年1～2回程度，無料の研修（休日の毎
土曜日に1日の研修を1か月程度）を行っていたが，実務経験を伴わないOf・f-JT
には即戦力への効果が望めないことから，2007年以降休止している。E社では，
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Of・f-Jfではなく OJTによる教育訓練の方法を模索・検討している段階であるが，
今のところ打開策は見いだせていない。現在，正社員一般職の採用停止や正社
一・が行っていた業務の派遣労働者への代替などが進むなかで，このような病室
労働者のスキノレレベノレの低下が他の事務系職種の病室労働者にも及んで、おり，
V雨童労働者のスキノレ開発などの対策が求められている。
また，スキノレ開発やキャリア形成をフォローするものとして， F社では，キ
ャリア ・カウンセラーの資格を持つ社員が2人在籍し，派遣労働者の相談等に
対し個別に対応している。 G社でも，状況に応じて社内でカウンセリングを行
ったり．必要があれば人材紹介部門と連携して転職カウンセリングや面接訓練
ている。
99 
などを行っている。ただし， 1社あたり 500人～1000人強の稼働スタッフがお
り，新規登録者を加えればさらに多くの派遣労働者を抱えているU雨量会社にと
って，上記のような制度を整備していても対応できる人数が限られてしまうo
U雨量労働者の能力を十分に引き出し， U市宣労働者・派遣会社.v雨量先企業にと
って有益な本当の意味で、派遣労働者のキャリア形成を行うためには，派遣会社
の企業努力に頼るだけでは限界がある。
この問題は， 日本における労働者の教育訓練方法が，依然として内部労働者
を前提としたOJTが中心である一方で，派遣労働者をはじめとする外部労働者
に対して，企業内はもちろんのこと，社会的にも外部労働者に対する教育訓練
システムが整備されていないことに起因する。また，派遣労働においては， OJT
の機会の提供が，雇用関係のあるU雨量会社ではなく，派遣先の職場であるとい
う新教が，他の雇用形態と比べ訓練を困難にしている。
U雨量労働が拡大するなかで，この状況を打開するためには， U雨量会社を超え
た範囲で、の教育訓練システム・キャリア形成のための支援策が求められる。
なお，最近まで、これらの問題が顕在化しなかった要因として，女性事務系派
遣労働者の供給源が一般職正社員で、あり，前職で得た既存スキルを用いて業務
に従事することが前提で、あったため，新たに教育訓練を行う必要性が低かった
ことと， U雨量労働の歴史自体が新しく，一時的な働き方としづ前提があったた
め，労働生涯にわたるキャリア形成を考慮してこなかったことが指摘できる。
また， U雨量先企業にとって，自社で教育しなくても即戦力となることが派遣労
働者活用のメリ ットの一つで、あったことから， U雨量先企業はOJTに消極的であ
った。しかしながら，棚裁で、U雨量労働者となる者や非正規労働者からU雨量労働
者になる者が増加していることから， U雨量会社はU雨量労働者全体の能力水準の
底上げを行う必要があること，他方，優秀なU雨量労働者を定着させるインセン
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テイブとして派遣労働者のスキル向上のニーズに答える必要があることから，
病室会社は教育訓練やキャリア形成支援を整備する方向に向かっているが，そ
の効果の程は定かでない。
1. 3 労働需要サイドからみた登録型派遣労働の位置づけとフレキシビリテイ
差。
員同
つぎに，労働需要サイドの事例分析をもとに，登録型病室労働の導入・拡大
の推進力となったフレキシビリティの問題を明らかにする。
本稿で対象とした事務職に就く女性の登録型病室労働者は，病室会社の設立
経緯の齢、にかかわらず，資本系病室会社のすべての事例の派遣先企業（親会
ネ却の人事・人材戦略において，一貫して第2次外部労働（SE）に位置づけら
れてきた。これは，減量b経営を進める企業の経営戦略において，彼女ら登録型
病室労働者が数量的フレキシビリティを担う人材として位置づけられてきたこ
とを意味する。一方，労務コスト（賃金のフレキシピリティ）の面から見れば，
一般的に派遣労働者よりノミー トタイム労働者を雇った方が割安となる。にもカ
かわらず，企業はパートタイム労働者のみならず，病室労働者を活用したのは
なぜだろうカ。
ひとつは，職務に関わるものである。本稿の事例によれば， U雨量労働者の職
務は定型的な業務を行うパートタイム労働者の代替から，正社員の一般職の代
まで幅広いレベノレに分布している61。すなわち，アトキンソンのフレキシブ
ノレ ・ファームモデル（表 5）の f周辺Ij と「周辺IJの中間に位置づけられ
る。正規雇用の一般職として働く女性労働者の転職の受け皿として，事務系登
：型派遣労働者の数が増大してきたことを考慮すれば，彼女たちに求められる
l 油4’（2007）を歩~
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フレキシビリティの質も，従来の定型的なパートタイム労働者のそれとは異な
っていると考えられる。
もうひとつは，人事管理の外部化のメリットである。一般的には雇用の調整
弁のうち，不況期に解雇（雇止め）が容易である点が指摘できるが，それのみ
ならず，本稿の事例から，短期間に多数の労働力を確保する必要が生じる際に
も，派遣労働者を活用するメリットがもたらされていることが明らかとなった。
この点は，科高の事例分析の対象である資本刻雨量会社の設立とも関連するo
U雨量会社とU雨量先企業が1対1に近い形で多数のU雨量労働者を活用することで，
人事管理の外音M七により生じるメリットを企業グループ。として享受することが
可能となったといえる620
ただし，本稿でとりあげた派遣会社の一部の事例からは，異なる動きも読み
取れる。それは， U雨量会社が， H寺給単価（当然，マージンも）が安価な一般的
スキルの事務系職種の派遣から，時給単価の高い専門的スキルを要する職種，
特殊な分野の職種への派遣へ重心をシフトさせている点である。それにより，
専門的スキルを要する職種に就く登録型派遣労働者は，第 1次外部労働市場
(PE）ぺ立置づけられる可能性がある。しかし， U雨量会社.r;雨量先企業が数量
的フレキシビリティを担う相生として位置づけている，事務系職種に就く登録
型U雨量労働者の需要がなくならない限り，彼女らは第2次外部労働市場（SE)
に位置づけられ続ける。
なお，登録型U雨量労働者の職務内容をみれば，これまで女性労働者（正社員
とパートタイム労働者）が行ってきた業務の範囲で、あり，その枠内での多層化
で、あった。また，企業の正社員（一般耳齢削減の戦略は，フレキシブル・フア
62独立系派遣会4土とU雨量先企業の関係においても，このようなメリットが生まれる場合があるA
儲先企業の人事戦略において，ある業務を欄労働者の業務として一括して外靴し， J
のU随針生が寡占的に受注する事例も現実には見られるからである。
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一ムモデルでしづ周辺Iを減らし，周辺Eを増やすもので、あった。その結果，
周辺Hの数量的フレキシビリティを担う非正規労働者と企業のコア層として機
能的（質的）フレキシピリティを担う正社員（総合職）との溝は深くなり，分
断を強化することになった。
2 労働供給サイドの分析
2. 1 女性労働者にとっての派遣労働の位置づけとキャリア形成の限界
第4章では，これまで、実態把握が中心で、あった病室労働者について，女性の
メインストリームである「事務職に就く登録型耐童労働者jに限定してそのキ
ャリア ・パスをたどった。その際，先行研究で、扱っている雇用形態に加えて職
種にも注目し，その剣新築t性を明らかにしようと試みた。そして，派遣労働者に
J ¥ !i ついても他の女性労働者と同様に，結婚・出産 ・育児を機に離職を経験してし
るのか否か，また，本稿はこれらを機に離職した女性労働者が再労働力化する
場合，病室労働者として雇用される経路が柄主するのか否かとし、う，女性労働
十i 研究では注目されつつも，約童労働の先行研究では必ずしも十分に明らかにさ
t パ れてこなかった点にも着目した。そのため，本稿では既婚者と未婚者とに分け
； て分析を行った。その結果，以下の点を指摘できる。
I 
伊
第1に，宋婚者の分析をつうじて，派遣労働は正規雇用に就いている者が転
職する際の「受け皿j として機能しているだけではなく，非正規雇用から正規
雇用への転換が難しし唱本の現状において，正規雇用に就けない者の「受け皿J
としてもら機能していることが明らかiこlなった。
この点は，第2の既婚者の分析から，結婚・出産・育児期を経た現在U雨量労
働者のキャリア ・パスにおいても見受けられる。すなわち，継続就業者は正規
雇用を初職として，結婚・出産を経ながらも ＇20代に就労を潟蹴し，3・0代以降
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U雨量労働に入職している。また，就業中断経験者は，初職で正規雇用を経験し
た後に20代前半から中盤にかけて労働市場から退出し，再び非正規雇用を経て
U雨量労働者として労働市場に参入するパターンと，再参入に際して直接U雨量労
働者となるパターンが多くみられる。これらの背後に，フルタイムに近い形で
再就業したし、女性にとって，正規雇用を希望しているが正規雇用として再刺哉
できなかった場合 もしくは，正規雇用ほどの拘束性はなく，パート・アルバ
イトよりもよい労働条件で働きたい場合の「二重の意味での『受け皿』Jとして，
U雨量労働が機能していることが示唆された。
第3に，女性が結婚・出産・育児を経験しつつも継続就業するキャリア・パ
スの検討をつうじて， U雨量労働者になるとしづ選択肢の今後の展望や可能性と
して，以下の点を指摘することができる。派遣労働者も他の労働者と同様に，
就業を継続することで、総験的なスキルは蓄積されるが，とりわけ事務職に就く
登録型U雨量労働者は定型的・補助的業務に割り当てられることが多く，企業か
らの訓練投資もほとんど望めない。そのため，年齢を重ねても潟断的に働くた
めには，自己負担（責任）で、スキルを身につけることが求められる。派遣会社
がキャリア・カウンセリングなどU雨宣労働者へのアドバイスを行う場合もある
が，現状で、はスキルアッフ。やキャリア形成は，ほぼ自己責任のもとに行わなけ
ればならず，結果としてU晴元.t｝雨量先企業においても， U雨量労働者の潜在能
力を十分に引き出せない可能性が高いといえる。
派遣労働は，女性のキャリア・パスのひとつとして，現代日本の「制約され
たj労働市場における，ひとつの選拠結果として近年急増している。バブル経
済の崩壊に伴い正規雇用は解体されつつあり，それと相まってU噛労働の規制
緩和が労働政策として推し進められてきた。その結果，雇用の不安定さなどと
いった様々な問題がU雨量労働において見受けられるのも事実である。けれども，
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女性の非正規雇用が増大する中で，雇用形態をまたぐ女性労働者のキャリア形
成の課題を解決するためには，すべての女性にとってのキャリア ・パスの可能
性を広げるとともに，その糸口として同一価値労働 ・同一賃金といった労働条
件の整備が望まれる。加えて，キャリア形成についても，誰もが自発的な選択
肢のひとつとして病室労働を選択しうる制度 ・環境づくりを考えることが，女
性労働問題を解決していく上で強く求められる。
2 . 2 労働供給サイドからみた登録型万槌労働の位置づけとジエンダー問題
つぎに，労働供給サイドの分析をもとに，登録型病室労働の導入 ・拡大の推
進力となったジェンダーの問題を明らかにする。
労働供給サイドの分析からも，病室労働者は第2、妙ト部労働市場（SE）に位
鼎づけられ，労働需要サイドの分析と同様の問題が指摘できる。労働者病室法
制定当時の研究である日本生産性本部の日本型雇用モデノレで、は，派遣労働は外
部労働市場の第1次部門 （PE）と第2次部門（SE）にまたがった形で、位置づけ
られ，労働者派遣法制定の中枢を担った高梨の議論においても「専門職jであ
ることが強調されていた。しかしながら，現実には， 1980年代前半までの女性
労働者（正社員（一般職〉やパー トタイム労働者）が担ってきた業務を担う「新
たなj外部労働力に過ぎなかった。つまり，労働の内容や企業の活用の仕方と
しては，従来の女性労働の枠内での動き（多層化）にすぎなかった。その結果，
従来，女性労働研究が対時してきたジェンダーの問題（性男明蔚完分離，性別役
割分業など）が引き続き課題として残されている。
確かに，f男女雇用機会均等法jの制定により，一部の女性は男性と同様に，
??
??
??
?『???????????
?
??
???
ν 
その一方で，多くの女性労働者ーは周辺労働力として留まったままであるo
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フレキシビリティ論にはミクロレベノレの議論としてAtkinson(1984）の「フ
レキシブル・ファーム論」が，マクロレベルの議論としてPioreand Sable (1984) 
フランスのレギュラシオの「フレキシブル・スベシャライゼーションJ論や，
ン剰反による Boyer(1988）の改めのフレキシビリティ・守りのフレキシビ
レギュラシオン学派の立場から日本の現状に即し議論
日本の企業システム
リティ」論が柄生する。
をたてた磯谷・植村・海老塚（1999）が指摘するように，
の新教である大企業の（男性）正規労働者の内的（機能的）フレキシビリティω
は，大企業の非正規労働者と中小企業の正規および非正規労働者の賃金と雇用
フレキシピリティによって補完されてきた。また，企に関する外的（数量的）
業グループや長期潟機的な取引関係にある系列企業からなる階層的企業間関係
が，いわば「準内部労働市場jの機能を果たしてきた（磯谷・植村・海老塚，
?
?日本これらの「構造的両立性」があったことにより，1999 : 101頁）。つまり，
の社会経済システムは安定していたのである。さらに，従来「ブラックボック
スJ（安）r I, 2000 : 71頁）にされ語られてこなかった「家庭Jを含めて社会構
造をみれば，竹中（2008）などジェンダー研究において指摘されてきたように，
日本的経営の高い競争力を支え十生別分業家族が要として桐生することにより，
しかしながら，正規雇用がてきた。そしてその構造は現在も変わっていなし、。
増えない一方で、非正規雇用が増加を続けており，非正規雇用（数量的フレキシ
ピリティ）依存度が高まっている。つまり， Boyer(1988）のいう「守りのフレ
キシビリテイj，すなわち数量的フレキシピリティの拡大・強化が図られてきた
結果，周辺層の膨張によりこの構造は少しずつ揺らいできている。
20歳代前半まで、の若年層はもちろんのこと，20歳イミ後半以降の男性の非正規
邸内的（機駒）フレキシビリティとは，フレキシブ〉レに延長される労働時間，会社への積極的
なコミットメント，mによる蹴蹴，技術革新に対応した柔軟な職繍成のことで、ある（磯
谷・植村・海老塚， 1999: 101頁）。
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化も進んだ今日，性別役割分業を前提した性別聯完分離は，一見外倶ljから切り
崩されつつあるようにもみえる。しかしながら，日本経営者団体連盟（1995)
に代表されるように，企業側においても性別役割分業おける主要な賃金稼得者
たる「長期蓄積能力活用型グループjの中核的男性雇用者を引き続き重視して
おり，非正規雇用の条件の悪さは，家計の主要な稼ぎ手である男性と補助的な
稼ぎ手である女性との十生別役割分業を前提にもたらされる構造に大きな変化は
ない。したがって，十生別月衡実分離と性別役割分業の表裏一体の関係にメスを入
れなければ根本的な問題の解消を図ることができない。
他方，周辺層内での階層性と競合関係が発生し，それが労働諸条件の引き上
げにマイナスに作用するとしづ悪循環を引き起こしている。結果，コア層と周
辺府の賃金をはじめとする労働諸条件は格差が縮小するどころかむしろ拡大し，
両者の溝が深まるとともに，より条件のよい第2妙ト部労働市場以外への移動
が難しくなっており，第27)&ト部労働市場での滞留が問題となっている。
3 日本における登録型派遣労働の未来
以上のように，ジェンダーの問題を温存したまま，フレキシピリティ戦略の
なかで登録型派遣労働は導入され拡大されていったのは事実で、ある。ただし，
ジェンダーやプレキシピリティの問題は外性的要因であり，雇用に限らず生活
領域も視野に入れて議論しなければならない問題である。したがって，本稿で
はその事実確認に留め，これらの問題の検討は今後の課題としたし 。
そこで本稿ではs 分析の結果明らかになった，第2次外部労働市場での滞留
の問題を，「キャリア形成jの視点から検討しE これからの登録型派遣労働のあ
り方や展望を示す。
たお．本稿で、いうキャリア形成は，キャリア・アップのみならず，より幅広
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い経験を重ねることを意味している。一企業での契約期間が短い派遣労働者に
とって，幅広く経験を重ね，仕事を連ねていくことも広義で、はキャリア形成で
あると考えるからである。また，そのように捉えた場合，キャリア形成と賃金
は必ずしも連動しない。したがって，捌f系の常用型派遣労働者のようなテク
ニカル・スキルを軸としたキャリア形成とは異なり，スキルの向上と職業生活
の系断克つまり，キャリア・パスの二つの軸で、キャリア形成を捉える必要があ
ろう。
材高の事例をもとに検討すれば，労働供給サイドの分析からは登録型U鑓
労働者はスキルアッフ。やキャリア形成をほぼ自己責任のもとに行わなければな
らず，展望も持ちにくいことが明らかになった。したがって，登録型派遣労働
者の視献もみれば， U市宣労働者として働き続ける場合にも，正社員などの雇
用形態への転換を目指す場合にも，今以上のスキルアッフ。やキャリア形成の支
援が必要であるといえよう。
他方，労働需要サイドにおいても，スキルアッフ。やキャリア形成の支援制度
の整備が求められている。これまで第2次外部労働市場に属する登録型U雨量労
働は，正社員（一般職）で培った能力を持った者をU謎労働者として活用する
ことで事業が成り立ってきたO しかし，企業が一般職を削減する中で，そのよ
うな人材は減少している。実際に， U雨量会社に対するインタビューからも能力
の高い登録者が減少していることが示されている。これは，一般職の採用停止
や企業の教育訓練の削減，非正規労働者からU雨量労働者になる者の増加などの
要因による。このように従来の好循環が限界をきたすなかで、も， U雨量会社は教
育訓練に消極的である。なぜなら，登録型U雨量労働者に対して， U雨量会社が教
育訓練の費用を負担しでも，登録者が他のU雨量会社に移ることも多く，投入し
た費用を当該登録者の稼動によって回収することが難しし、からである。しかし，
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登録型病室労働事業が今後も機能するためには，病室労働者の能力の評価シス
テムを整備し教育訓練のシステムを組み込むとともに，均等処遇に基づく新
たな女托盾環を確立することが不可避である。
では，派遣労働者の能力を十分に引き出し，腕章労働者・派遣会社・病室先
企業3者にとって有益となる本当の意味でのキャリア形成を行うには，どのよ
うな制度盤積が必要なのであろうれ登録型病室労働者にとって， PCソフトの
活用力や語学力などのテクニカノレ・スキルや，即戦力となるには実務経験が要
求される業務の経験（貿易事務や経理事務など），そしてヒューマン・スキルが
主な3利回基準となる。病室労働者として登録する際に，検定ソフトを用い基本
的なテクニカノレ・スキルについてはチェックが行われるが，派遣労働者も含め
て ヒューマン・スキルを測る基準は確立されていない。けれども，不可視な
ヒューマン・スキルを評価で、きる可能性のあるものとして，若年労働者などの
就労促進のために近年その導入が推奨されてし－、るジョブ・カード制度があげら
れる。なかでも「職務遂行のための基本的能力jにかんする評価項目を用い，
外部市場で就労する派遣労働者のヒューマン・スキノレを可視化することにより，
派遣先と腕章労働者，1衡実と派遣労働者のミスマッチを減少させるだけで、なく，
各Uお宣労働者の適性や能力を高める方向性も自ずと見えてくるであろう。
また，事務系業務に就く派遣労働者のテクニカノレ・スキルのー向上には，専門
性祈差行業務の難易度を高める垂直的拡大と，様々な業務に対応できるように
均水平的拡大があると考えられる。 U雨量労働者が外部人材であることや，一
定期間でU雨量先を渡り歩くとしづ登録型U荷重労働の性質を考慮すればz 垂直的
拡大が可能な分野は限られており，水平的拡大にも力を入れることとなる。水
平的拡大のためには，総童労働者全体のスキルレベノレを底上げする教育訓練を
充実させることが必要となる。ただし，このようなスキルは一般的スキルであ
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るため，教育訓練投資費用の負担やその回収リスクが大きくU雨量会社は訓練に
消極的である。したがって，フランスで行われている「派遣労働訓練保険基金
(FAF.汀）」のような労使同数の代表者で共同決定方式に基づき運営される業
界内の訓練費徴収基金の仕組みづくりを検討することが必要であろう“。
他方，スキルの垂直的拡大と水平的拡大を進め登録型派遣労働者の質を高め
ることで，労働市場における位置づけの上方への移動，すなわちより難易度の
高い業務を担う集団へ移行することが可能となるならば，そのことにより派遣
労働者の労働条件や労働のモチベーションを高める「正のスパイラノレJに結び
っく可能性が生まれる。また，教育訓練をつうじて，よりよい条件の雇用形態
への移動可能性を高めることにより，「正のスパイラノレJのスピルオーバー効果
を雇用全体に広げていくことも有効な方法であろう。
最後に，登録型U雨量労働が位置する第2次外部労働市場から他の象限への移
動の現状とその可能性を示したのが図11である。他の雇用形態から登録型派遣
労働者への転換は容易であり，登録型U雨量労働者の前職は，正社員（総合職），
正社員（一般耳齢，契約社員，パートタイム／臨時労働者と多様である。しかし
ながら，登録型U雨量労働者から他の雇用形態への転換は，紹介予定U雨量，パー
トタイム／臨時労働者については容易ではある反面，正社員（総企職），正社員
（一般職），契約社員については容易で、はない。厚生労働省「今後の労働者派遣
制度の在り方に関する研究会報告書J(2008）や，「労働政策審議会（職業安定
分科会労働力需合制度部会）建議」（2008）では，「登録型U雨量の常用化（常用
雇用型U積労働者への移行）」が提言されているが，現状ではほとんどみられな
し、。
非正規雇用の増加にともない，労働市場において多様な働き方の聞を行き来
臼 FAF.TIの詳細は，中道 （2009）を参照。
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できる，連続的なキャリア形成が可能となるシステムを盤蔵することが求めら
キャれる0 lJ稽労働においても，処置をスキルにあわせて改善するとともに，
リア・パスを考慮、に入れた教育訓練システムを強化し，腕章労働者の移動可能
性を広げてゆく，すなわち，双方向の可動性を高めることが必要とされている。
他の象限への移動の現状図1
第一次
総合職
外部
負
日 I: 
ぺ i雇 I: 
: I派 ｜
：｜遣い
常用庖用
型派遣
???｛?? ????
一向官職
期約社員
Jド管恩職
内部
録型派‘
ハート＿I／臨時
第二
l+j典）日本生産性本部雇用
内， ＇・ .ごは労働者総釦去に基づく病室労働を示している。（注） 1 ~－－－ －~ は企
2 ，＿＿.は現実の移動， ーー炉は移動可青白金のあるものを示している。
日雇い前置と請負との間，常総合織との相互間沼介予定病室と契約社員3 
用雇用型と耕噴跡、よひ噂倒践との間にも実線が引けるであろう。しかし，図を見やす
登録型に関保する矢印のみを示した。
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一るた
， ，
?? ?、
おわりに
1 結論
科高は，自身が行ったアンケート調査およびインタビュー調査を用いて，労
働需要サイド（V雨量会社.iJ雨量先企業）と労働供給サイド（V雨量労働者）にお
いて登録型U雨量労働がどのように位置づけられてきたのかを通時的に分析し，
登録型U雨量労働が「二重労働市場論／労働市勝士断論」でし、うところの，第 2
次外部労働市場に位置づけられるとし、う仮説を検証した。
労働需要サイドの分析では，労働者派遣法施行の頃より事業を展開してきた，
事務系業種のU雨量を中心とする一般労働者U雨量事業を行うU雨量会社7社のケー
ススタディをつうじて，それぞれの設立の経緯とその後の事業展開について検
討した。そして， U雨量会社設立時から現在までの親会社におけるU遣労働の位
置づけも明らかにした。
資本系U雨量会社4社については，親会社4社とその労働組合についてもイン
タビュー を行い， U雨量会社 ω晴元企業）とU雨量先企業の双方の人事・人材戦
略から，両者の関係を長期的な観点で分析した。その結果， 4組の事例は，事
業展開上のメリットや今後の事業舌動に関する展望は共通しており，親会社と
子会社との相互作用のメリットを活かしつつ，程度の差はあれ，事業規模の拡
大を志向していることが明らかとなったO
けれども，資本刻雨量会社の設工乙働皐やこれまで、の事業展開には晶、がみら
れた。資本系U雨量会社の設立の目的について，パートタイム労働者の採用・管
理を親会社から分離するためのもの（A社）と，親会社の事業多角化の一環で
行われたもの＠社， C社， D社）の2つのタイプが見いだされた。そして，後
者はさらに，親会社の明確な人事戦略の一環として設立されたもの（C社）と，
そうでないもの（B社， D社）とに分けられる。
???
I: ~1 
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すなわち， A社の親会社である X社では， 1980年代には，総合職・一般職・
ノミー トタイム労働者による組織編成となっており，そのうちパートタイム労働
者を一括して分社化したA社に転籍させた。その後， 1980年代から 1990年代
にかけて， X社において総合職・一般職の採用を抑制する中で，一般職の担う
業務がかつての総合職の業務の一部にまで拡大したことに伴い，腕章労働者が
担う業務の幅も，かつての一般職の業務の一部にまで、拡大した。このように， A
社の事業展開は完全に親会社の人事戦略の中に組み込まれる形で行われてきた。
一方，親会社（Y社， Z社， W社）の事業多角化の一貫として設立された， B
4土， C社， D社のうち， C社については親会社であるZ社のOBや∞の活用を王
眼に設立されたという点で，親会社の設立意図は明確であったがF B社と D社
については，労働者病室法の施行を受ける形で参入・設立されており，その日寺
点では親会社の人事戦略に明確に組み込まれていたとはし、えない。これら子会
社の設立時期は1980年代後半のバブル期とも重なり，親会社において財務面で
余裕が生まれたことにより，事業の多角化が後押しされたものと思われる。
このように，資本系U稽会社の設工L儲皐は，親会社における分社化もしくは
多角化としりた経営戦略のあり方や，人事戦略における病室労働の位置づけに
大きく関わっていることが認められた。一方で，その後の事業展開については，
資本系派遣会社は今後もそのメリットを活かしつつ，独立系病室会社と競うこ
ととなるゲノレープ外企業への派遣を強化するとし、う，ひとつの方向に収数する
傾向が読み取れる。
また，独立系腕章会社3事例の分析からは，以下の点が明らかになった。ま
ず，会社設立の経緯について， 3事例とも派遣労働を「可能性のある新ビジネ
スj ととらえ参入してしもが， E社と F社は親会4土やグ、ノトプ会初、ら出資を
受けて設立されており， G社は他ネ土から出資を受けずに創業している。
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その後の事業展開について， E社は一貫して貿易事務を主体にU鑓事業を展
開している。一方， F社・G社では労働者派遣法の対象業務の拡大にあわせて，
取扱業務を拡大している。F社では事務系耳蹴重から 新たにコールセンター
分里子や保育・福祉分野〈拡大させている。また， G社では事務系職種の割合を
高める一方で，研究開発分里子やIT分野といった専門性の高い業務へのU雨量を拡
大している。このように， F社とG社では， 2000年代以降，事務系職種（単発・
作業系噺m)から他の専門性の部、分野や未開拓な分野ハ事業を拡大している。
独立系U雨量会社3社に共通する点は，貿易事務としりた特殊な領域や新規事
業の業務を維持・拡大させている点である。 U雨量企業どうしの競争が激化する
なかで，し、かにして付加価値の高い派遣へとシフトするのかが，企業の子持売に
とって必要不可欠となっていることを示している。このことから，独立系派遣
会社においても，資本系U雨量会社との競争を回避することにより活路を見出そ
うと，ひとつの方向に収飲する傾向が読み取れる。
けれども，資本系U積会社と独立系U雨量会社の事業展開の方向性がひとつの
方向に収数する要因は違っており，それは強みとするU鑓対象業務の市場規模
の違いによってもたらされるものと考えられる。すなわち，資本系派遣会社の
多くは，自社（親会社）で抱えていた一般職（事務系）の業務をアウトソーシ
ングする形で分ネ・生したものである一方で，労働者U暗法の制定前後の時期に業
務を開始した独立系U雨量会社は，すでに大手の独立系や資本系のU稽会社が事
業展開する市場に新規参入することになったことから，市場規模が小さく大手
企業が事業展開していない専門的な分野に活路を見出さざるをえなかった。
U雨量労働が量的に拡大した1990年代は，自社の強みを活かすことにより，業
績削l慎調に拡大した。けれども，労働者U雨量事業の市場が成熟化するにつれて，
資本系U雨量会社は市場規模の大きい事務系職種で、のシェアを高める方向に，独
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立系派遣会社は市場規模が小さく大手が参入しにくい分野を開拓・強化する方
向に収数することにより，互いの住み分けが図られようとしていることが示唆
される。
つぎに，今後の病室労働を考えるうえで，派遣労働者のスキル開発やキャリ
ア形成のあり方に対する視点が求められているが，病室会社の企業努力に頼る
だけでは，もはや限界であることが事例を通じて浮き彫りになった。
日本では労働者の教育訓練方法として，内部労働者を前提としたoπが中J仁
となっているが，派遣労働者をはじめとする外部労働者に対する教育訓練：シス
テムは整備されてし、ない。そうしウなかで＼本稿のケーススタディから，腕章
会社により Off-JTによる自己啓発の機会が提供される場合で、も，その内容が実
務と対応していないためなのか，あるいは，職務外の時間を使って教育訓練を
受ける習』慣のなかった日本では， Off-JTそれ自体に違和感があるためか，あま
り活用されていない実態が明らか；こなった。病室労働をはじめとする非正規雇
用が拡大する今日，会社の枠を超えた教育訓練システムや，キャリア形成のた
めの支援策が強く求められる。
さらに，労働市場の理論を用いた労働需要サイドからの分析から，減量経営
をおしすすめる企業により， U雨量労働者はパートタイム労働者や正社員（一般
職を代替する fフレキシブノレな労働力（数量的フレキシピリティを担う人材）J
として，労働者U雨量法施行。雨量会社設立）から現在にいたるまでp 一貫して
第2次外部労働市場（SE）に位置づけられてきた。
企業が5積労働者を活用する理由としてs 勝$内容の幅広さと人事管理の外
部化のメリットの存在が示された。前者のメリットとは，派遣労働者の聯知
定型的な業務を行う aノミートタイム労働者の代替からs 正社員の一般職の代替ま
で幅広いレベルに分布しており，多様な労働力を確保することが容易な点であ
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り，後者のそれは U縫労働が，不況期に解雇（雇止め）が容易であるのみな
らず，短期間に多数の労働力を確保する必要が生じる際にも，それに対応する
ことが可能な点にある。
ところが，独立系U鑓会社のケーススタテ、イからは，派遣労働者の位置づけ
にかんして，新たな動きも見受けられる。独立系派遣会社は，時給単価（マー
ジン）が安い一般的スキノレの事務系分野から，スキルも高く時給単価の高い専
門的分野へとシフトしつつある。登録型派遣労働者で、あっても専門的スキルを
要する聯重に就くことが一般化するならば，労働者U雨量法の制定時に想定され
ていた「高賃金・専門耳動の労働市場である第1次外部労働市場（PE）へと，
ようやく位置づけられることになる。ただし，企業が派遣労働者を雇用の調整
弁として活用する限り，多くの登録型U雨量労働者は，ひきつづき第2次外部労
働市場（SE）にとどまらざるをえないだろう。
一方，労働供系企サイドの分析から，事務系業務に就く登録型U雨量労働者を対
象としたアンケート調査と当該派遣労働者（およびU雨量会社のコーデ、イネータ
ー）に対するインタビューをもとに，彼女らが派遣労働者に至るまでの多様な
キャリア・パスを捉え分析を行った。
その結果， U稽労働は未婚の正規雇用に就いている者が関哉する際の「受け
皿Jとして機能しているだけではなく，非正規雇用から正規雇用への転換が難
しい日本の現状において，正規雇用に就けない者の「受け皿Jとしても機能し
ていることが明らかになった。また，フルタイムに近い形で再就業したい即骨
女性にとって，正規雇用を希望してしもが正規雇用として再就職で、きなかった
場合，もしくは，正規雇用ほどの拘束性はなく，パート・アルバイトよりもよ
い労働条件で働きたい場合の「二重の意味での『受け皿』jとして，派遣労働が
機能していることが示唆された。
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このような派遣労働者のキャリア ・パスを二重労働市場論／労働市場分断論
にしたがって分析すれば，メインストリームで、ある正規雇用から病室労働者へ
の移動は，第2次内部労働市場（SI）から第2次外部労働市場（SE）への移動
でありその移動は容易である反面，一度SEに属するととりわけSIへ移動する
ことは困難である。ただし病室労働者とパート ・アノレバイトの問といったSE
内部での移動は容易であることから， SEから SIへの移動がかなわなかった者
の次善の働き方として，同じSE内部でも，労働条件面などでより上位層に位置
づけられる病室労働が選択されるとし、える。
くわえて，女性が結婚 ・出産 ・育児を経験しつつも継続就業するキャリア ・
パスの検討をつうじて，現状では，スキルアッフ。やキャリア形成はほぼ自己責
任のもとに行わなければならず，結果として，派遣元・病室先企業においても，
U街宣労働者の潜在能力を十分に引き出せない可能性が高いことも明らかになっ
た。
その結果，事務職に就く女性の登録型派遣労働者の多くが，最も恵まれてい
ない第2次外部労働市場に位置づけられ，そこに滞留せざるを得ず．将来のキ
ャリアに展望を見いだせないとしづ問題をもたらす。これを宇而皮するためには，
性別職務分離と性別役割分業の「表裏一体の関係jにメスを入れなければ，根
－自りな問題の解消を図ることができない。
以上の分析結果をふまえ，登録型病室労働者になった者たちが抱える「キャ
リア形成jの問題に焦長を当て，これからの登録型派遣労働のあり方や展望を
示した。現在，労働者需要サイド ・供給サイド双方にとって，スキルアップや
キャリア形成の支援制度の整備が必要とされている。その方向性にかんしては，
高い能力を有する派遣労働者の獲得や訓練のみならず， U鑓労働者全体のスキ
ノレレベノレを底上げすることが求められている。そして，適正なスキノレ評価基準
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を整備し， U雨量労働者のキャリア・パスを考慮に入れた教育訓練システムを強
化し， U雨量労働者の移動可能性を広げてゆくアプローチが重要であることを示
した。
7.2 残された課題
最後に，本論文の残された問題について一言したい。
材高の意義は，一般論として語られることの多かった登録型U雨量労働者の労
働市場における位置づけについて実証をもとに理論的に論証した点ある。けれ
ども，材高の分析対象は，事務系噺重を中心に事業を展開するU雨量会社と事務
系業務に従事する女性の登録型U雨量労働者に限られ，その他のU鑓労働の形態
については十分には分析されていない。多様化するU荷重労働を総体的にとらえ
るためには，常用雇用型派遣，紹介予定派遣， 日雇し切雨量についても検討する
必要がある。
また，林高ではU雨量労働者の「キャリア形成」について検討したが， スキル
開面基準やU雨量労働者のキャリア・パスを考慮、に入れた教育訓練システムにつ
いて，その枠組みを示すに止まっており，具体的な内容には踏み込んでいなし、。
これらの点については， より詳細なインタビューを行ったうえで，論じたい。
他方，女性労働の観長から見れば，非正規労働者の中でも最も数の多し、パー
トタイム労働者との比較分析も必要であろう。さらに， U雨量労働が世界的に広
がりつつあることを考慮すれば，他国との比較分析を行うことにより， 日本型
U市宣労働の特徴と問題点，展望を検討しなければならない。これらの分析は，
残された課題として，今後の研究テーマとしていきたい。
くわえて，実証を行った各章においても課題が残されている。第3章で櫛す
したU議会社の分析では， U雨量会社の立地条件による影響の問題がある。今回
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扱った7事例はし、ずれも大阪など関西に本社を置く企業であり，病室会社の大
半が立地する東京都（首都圏）とは異なる傾向を示す可能性も排除できない。
また，第4章で検討した登録型病室労働者に関する分析では，女性のキャリ
ア ・パスに焦点を当てたが，就労系断突のターニング ・ポイントとなる出産を経
た労働者に対する分析が十分とはし、えない。派遣労働者の将来のキャリア ・ノ
スを考察するうえで，さらなるケーススタディが必要であり，今後の研究にお
いては，継続就業者・就業中断経験者それぞれの事例研究を積み重ねることが
求められる。とりわけ，病室労働者へのインタビューをもとに，「脚昏・子ありj
の派遣労働者のキャリア ・パスについて詳細に分析する必要がある。そのこと
により，派遣労働者が腕章労働を継続する場合や正規雇用への移行を目指す場
合に，どのような制度的環境が求められているのかを，より明確に提示するこ
とができるだろう。
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